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第１章 序論 

 

第１節 視野と視野検査  

(1) 視覚情報処理における神経伝達経路 

 外界には波長や強度が様々な電磁波が存在するが，約 400nm から 750nm の範囲の電磁波

だけを私たちは光として感じることができ，その波長の範囲の電磁波は可視光と呼ばれて

いる 1)。外界で反射された可視光は，光刺激として感覚器の１つである眼に到達し，眼球

の網膜上に像を結び，さらに網膜では神経信号への変換が行われる。視覚情報処理におけ

る神経信号は第 2 脳神経である視神経を経路とし，視覚野に向けて伝達が行われる。視野 

(図 1，2 頁参照) の観点から考えると，視覚情報の伝達経路である視路は，視細胞層，視

神経線維層・視神経，視交叉，視索以降の 4 つに分けられる 2)。すなわち,中心窩を通る垂

直線で網膜神経節細胞を 2 分したとき，鼻側網膜神経節細胞からの神経線維はすべて視交

叉において対側の視索に向かう。それに対して耳側網膜神経節細胞からの神経線維では，

視交叉において交叉をせずに同側の視索に向かう。さらに対応する各眼の網膜からの神経

線維は中枢に近づくほど近接統合がなされていく。視交叉を中心とする視路の解剖学的な

理解は視覚情報処理だけではなく，視野障害を捉える際にも不可欠な情報となる 2)。 

 

(2) 視野と病巣診断 

 視野とは網膜全域を反映する視機能の基本要素のことであり，視野検査の重要な使命の

1 つに病巣診断がある 2)(図 1，2 頁参照)。 視野検査が威力を発揮する主要な疾患として，

緑内障 (高眼圧症も含む)，視神経疾患，頭蓋内疾患，黄斑疾患が挙げられる。半盲を特徴

とする疾患では視路の中でも視交叉以降が病巣部位として考えられる。その際，まず視野

の比較が垂直経線を挟む 15 度ずつの耳鼻側間で行われ，次いで視野の規則性の観察が両眼

間で行われる。一方で緑内障では，鼻側水平線を挟む 15 度ずつの上下間での比較が重要と

なる 2)。 

 

(3) 視野検査の使命的役割 

 今野ら 3)は，緑内障診療における視野検査の役割を以下のように述べている。緑内障は

視神経が眼圧その他の因子により障害を受け，その結果として視野異常，視野障害を生じ

る眼疾患であると考えられている。緑内障診療においては，その診断や経時的な進行の有

無，さらに治療方針の決定などにおいて，視野検査は重要な役割を担っている。しかし，

視野検査の結果のみから緑内障を診断することはできない。緑内障における視野障害では

視神経障害を伴い，網膜神経線維層の障害所見などとの一致性を確認した上で，眼底所見 
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図 1 視覚の島と視野検査 

 右眼における視覚の島を示す。島の標高は視感度の閾値を意味している。視野検査はこ

の島の形状を測量し，それを紙面に表現する仕事である。視野検査時の明順応状況では黄

斑部 (中心窩) が頂上になる島の形をとる 2)。図に示す節点が視覚の基準点であり，これ

はレンズ上の点である。節点を基準とすると空間と網膜面の角度が等しくなる。図は，根

木 2) (2007) の報告の様式に基づいて作成を行った。 
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を含めた総合的判断に基づき行われるべきである。さらに最近では，新しい視野検査機器

の開発が進められ，早期発見およびスクリーニング検査において有効であると考えられて

いる。このような状況下で行われる視野検査では，目的，症例，検査の再現性，検査の信

頼性を十分に考慮し，注意を払うべき対象がどのようなことかを考慮することも重要であ

ると指摘している。根木 2)もまた，眼科診療においては，パターンや数字の意味するとこ

ろ，結果導出までの被検者側の影響因子，検査精度の限界を十分に理解しておくことが必

要であると指摘している。 

 

 

第２節 自覚的視野検査 

(1) 心理物理学的測定法に基づいて行われる視野検査 

 一般に感覚を数量化した値として定量化するためには，閾値を測るという方法が用いら

れる 4)。心理物理学の研究では，刺激の物理的強度とそれに対する感覚量との関係性の検

討が行われるが，感覚量を捉える心理物理学的測定法の１つに閾値測定がある。また心理

物理学的測定法で用いられる刺激は，光刺激に限られない。刺激の弁別閾は，刺激の物理

的強度の変化量のみならず，原刺激における物理的強度との間にも関係性があり，原刺激

量 𝐼 とその弁別閾 𝛥𝐼 の両者においては，以下の法則が成り立つことが明らかにされてい

る 5)。 

                                 
ここで 𝑘 は Weber 比と呼ばれる正の定数であるが，定数 𝑘 は刺激となる対象により値が異

なっている。さらに感覚量の微小変化を 𝛥𝐸 として，(1)式の 𝑘  を 𝑘 ∙ 𝛥𝐸  と置き換えて 

1 つの微分方程式として取り扱えば，その微分方程式の解は 

                                        

となり，感覚量 𝐸 は原刺激量  𝐼  の対数として表される 6)。(2)式において，対数  log  𝐼 の

底は，その値が 𝑒 = 2.71828⋯ の無理数として示される自然対数の底であり，𝐶0 は積

分定数を示している。 また図 2 (4 頁参照) は  𝐶0 =  0 としたときの原刺激量 𝐼 と感覚量

 𝐸 の関係性を示している。 

 心理物理学的測定法に基づく感覚量の測定では，被検者は提示される刺激に対して何ら

かの主観的反応を行わなければならず，患者の主観的反応に基づく視野検査は自覚的視野

検査と呼ばれている。すなわち眼科医療の自覚的視野検査では，被検者は心理物理学的測

定法における視覚の閾値の自覚的応答が求められ，検査光の輝度の対数が実測値として計

算される。このようにして閾値を求める方法は心理物理学では恒常法 (constant method)   
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図 2 原刺激量と感覚量の関係性 

 Fechner は，Weber 比の式を積分することにより，感覚量は原刺激量の対数で表されるこ

とを導き出した。この対数関係において示される法則は Weber-Fechner の法則と呼ばれる。 
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と呼ばれ，この分野において広く用いられている手法である 4)。自覚的視野検査では個々

の検査の目的に応じて異なる視野計が用いられるが，特に汎用性が高い視野計としては 

Humphrey 視野計，Octopus 視野計および Goldmann 視野計の 3 つが挙げられる。 

  

(2) Humphrey 視野測定の評価指標 

Humphrey 視野計を用いた視野検査 (以下，Humphrey 視野測定とする) では，一定輝度の

背景上に刺激光を提示したときの自覚的応答による輝度識別閾値いわゆる光感度の測定が

行われる。この視標提示において，刺激光の強度にあたる視標輝度の単位には asb (アポ

スチルブ)，視感度の単位には dB (デシベル) が用いられる。視感度を 𝐸 (dB) は，視標輝

度を 𝐼 (asb) として，以下の計算式で示される。 

                 

ここで測定値の対象となる視感度 𝐸 (dB) は，視標輝度の最大値  𝐼 = 10000 に対する 0dB 

から，最小値 𝐼 = 1 に対する 40dB までを範囲とし，この視感度 𝐸 (dB) の範囲は測定レン

ジと呼ばれている。また輝度の表記においては，国際単位系 (SI) の組み立て単位 cd/m2 

(カンデラパー平方メートル) が世界標準の輝度の単位となっている。輝度の単位では 

1 asb = 1/π  cd/m2  =  0.3183  cd/m2 

の関係が成立し，asb と cd/m2の 2 つの輝度の単位間で容易に変換することができる。 

Humphrey 視野測定の評価において，Humphrey 視野計の中心 30－2 という閾値測定プログ

ラムでは，中心窩より鼻側 30 度以内および耳側 30 度以内の網膜部位の視感度の測定が行

われる。総数にして 76 の測定点からなる光刺激提示の部位は，固視時の網膜像の位置に対

応し，6 度間隔の格子状の配列となっている。視感度の正常値は，固視点に近い中心視野

では高いが，視野が中心から偏心するに従い低くなる。また視感度の正常値のばらつきは，

視野が中心から偏心するに従い大きくなる。Humphrey 視野計には，年齢別正常値としての

視感度を統計解析した結果が既にデータベースとして組み込まれており，それに基づき各

測定点では被検者の視感度における Total Deviation (TD ) の計算が行われる 7)。 測定点

の総数 𝑛 に対して測定点  i (i = 1, 2,⋯ , 𝑛)  における Total Deviation を TDi  とすると

き，Total Deviation (TDi ) は，被検者の視感度を Xi (dB)，年齢別正常値視感度の中央

値を Ni (dB) として，以下の計算式で示される (図 3，6 頁参照)。 

            

すなわち Total Deviation (TDi )では，各測定点において年齢別正常値からの逸脱度合の

数量化が行われるが，それを視野全体で捉える時には Mean Deviation (MD) が評価指標

として用いられる。Mean Deviation (MD) は，各測定点における年齢別正常値の標準偏 
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図 3 右眼の各測定点における Total Deviation (TD ) の数値表示の 1 例 

  Humphrey 視野計では，視野検査終了後に搭載されているプログラムによって各測定点に

おける Total Deviation の計算が行われ，その値が dB (デシベル) 表示される。図の鼻側

15 度の Mariotte 盲点近傍の閾値測定に対応する 2 つの測定点では値の表示はなく，74 個

の測定点について表示されている状態を示す。 本図に示す具体的な数値は，間山 7) (2007) 

の報告にある数値を用いた。  
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差を S1i (i = 1, 2, ⋯ , 𝑛) として，以下の計算式で示される 8)。 

 

               

この Mean Deviation (MD) は，閾値測定プログラム中心 30－2 において 𝑛 = 76 すなわ

ち 76 の測定点に対して計算されるが，鼻側上半視野 15 度の刺激部位，Mariotte 盲点近

傍の閾値にあたる鼻側下半視野 15 度の刺激部位の 2 点を除く 74 点が測定値として利用さ

れていると考えられる。またこの計算処理では，各測定点の年齢別正常値の標準偏差の 2

乗 S1i
   2 (i = 1, 2, ⋯ , 𝑛 ) を除した値の和が求められ，各測定点において異なる重みづけ処

理の計算が行われる。その一方で，各測定点の Total Deviation (TD)を測定点全体で平

均した値は Mean Deviation (MD) の計算結果と近接した値になることが知られている 7)。 

 さらに，Humphrey 視野計には，Pattern Standard Deviation (PSD) という評価指標が

搭載されており，視野全体における反応の凹凸の度合の評価において用いられる。Pattern 

Standard Deviation (PSD)は，測定点の総数 𝑛 に対し，測定点  i (i = 1, 2,⋯ , 𝑛 )  におけ

る Total Deviation (TDi )，被検者の視感度 Xi (dB)，年齢別正常値視感度の中央値 Ni (dB)，

年齢別正常値の標準偏差を S1i ，さらに上記の計算式において算出される Mean Deviation 

(MD) の値を用いて，以下の計算式で示される 8)。 

 

       

 (5)式に示す Mean Deviation (MD) の指標計算，(6)式に示す Pattern Standard 

Deviation (PSD)の指標計算いずれにおいても，各測定点における年齢別正常値の標準偏

差の 2 乗 S1i
   2 (i = 1, 2, ⋯ , 𝑛 ) の値が計算式の中に組み入れられ，測定値は各測定点に

おいて異なる重みづけ処理が行われている。この重みづけ処理の理由について松本 9)は，

正常視野の個体間のばらつきは視野中心部では小さく，視野周辺部では大きくなる特性が

あり (図 4，8 頁参照），それを配慮した評価指標の計算式であると述べている。 

Humphrey 視野測定のこれらの評価指標 Mean Deviation (MD) および Pattern Standard 

Deviation (PSD) は，グローバル・インデックスと呼ばれ，他に Short Term Fluctuation 

(SF)，Correct Pattern Standard Deviation (CPSD) などが該当している。視野検査が

終了すると，年齢別正常値に基づく有意確率の表示がグローバル・インデックスの計算値 
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図 4  Humphrey 視野測定の正常値の特性と，Mean Deviation (MD) の計算における重み

づけ処理 

 上図は，年齢に対応した正常値データの中央値にあたる年齢別正常値の特性を示す。測

定点が視野周辺部にいくに従い年齢別正常値は小さくなるが，その標準偏差は大きくなる。 

下図は，Mean Deviation (MD) の計算で行われる重みづけ処理を示す。Humphrey 視野

測定では，各測定点において実線で示す実測値と破線で示す年齢別正常値との差が Total 

Deviation (TD) として計算される。矢印は Total Deviation (TD) においてその標準偏 

差の 2 乗により重みづけ処理を行った後の年齢別正常値との差の値を示している。Mean  

Deviation (MD)は，全測定点に対してこれらの差を平均することで算出される。図は， 

松本 9) (2010) の報告の様式に基づいて作成を行った。 
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の表示とともに行われる 7,8)。 測定値の表示は我々が刺激提示部位を見ているときの視野

に対応する表示により行われ，5dB ごとに濃淡をつけたグレイスケールとして表示をする

ことができる。そのため眼底写真の所見との比較対照を行う場合は眼底写真を上下反転さ

せる必要がある。しかし左右の反転は不要である。視神経乳頭上の Mariotte 盲点は，解剖

学的には中心窩を通る水平線に対してやや上方に位置するが，例えばそれに近接する網膜

部位の視感度が測定される場合において，下半視野の刺激部位に提示した光刺激に対して

測定が行われていることになるため，その時の測定値は水平線より下側に表示される。ま

た Humphrey 視野計の測定値の表示，眼底写真いずれにおいても中心窩を通る垂直線に対し

て視神経乳頭の位置が左側であれば左眼のデータであり，右側であれば右眼のデータであ

る。 

 

(3) Octopus 視野測定の評価指標 

  現在の眼科診療では，Humphrey 視野測定による評価が広く普及しているが，松本 10)は

Octopus 視野測定について以下のように述べている。Octopus 視野計は，1970 年頃に初め

ての完全自動静的視野計として開発されて，その実用化が始まった。Humphrey 視野計はそ

の後 Octopus 視野計の基本概念を継承した上で開発され，現在のような普及に至っている。

そのため，両視野計には類似する点が多く，それ以外の両者の測定条件の相違が関係する

ことにより，視野障害の検出能力に大きな差が表われることはないと考えられている。し

かし，現在のモデルでは，開発以降新たな測定方法が加わるなどの独自の進化および改善

を遂げており，両視野計の測定結果は両者間で互換性のある測定プログラムにおいても単

純比較をすることはできない。さらに奥野 11)は Octopus 視野測定について以下のように述

べている。光刺激の輝度識別閾値の静的視野測定を行う互換性のある測定の条件の例とし

て，Humphrey視野測定の HFA (Humphrey Field Analyzer) 700シリーズの背景輝度は 31.5asb，

Octopus300 シリーズと背景輝度は 31.4asb であり，両者の背景輝度は同様である。また，

測定レンジは両者ともに 0dB～40dB である。しかし，Octopus300 シリーズで用いられる視

標輝度の最大値が 4800asb であるのに対し，HFA700 シリーズの輝度の最大値は 10000asb

であるため，両者の相異なるスケールにおいて実測値としての視感度の計算が行われるこ

とになる。さらに視標の提示時間や測定ストラテジーの違いも影響し，視感度において

HFA700シリーズの実測値は Octopus300シリーズの実測値に比べて 3～4dB高くなることが

知られている。 

  この Octopus 視野測定においても Humphrey 視野測定と同様に，年齢別正常値としての視

感度を統計解析した結果が既にデータベースとして組み込まれており，それに基づき評価

指標の計算が行われる。Octopus 視野測定の主要な評価指標には，Mean Sensitivity (MS)，

Mean Defect (MD)，Loss Variance (LV) が挙げられ，これらもグローバル・インデック 
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スに該当する。評価指標の計算処理において Mean Sensitivity (MS) では視野全体の平

均視感度の数量化が行われ，測定点の総数を 𝑚 ，同一の測定点 𝑖  (𝑖 = 1, 2,⋯ ,𝑚)  におい

て複数回の測定した時の被検者の平均視感度を𝑥𝑖  (dB)として以下の計算式で示される 12)。 

                                                

Mean Defect (MD) では，年齢別正常値を基準とした視野全体の逸脱度合の数量化が行わ

れ，さらに年齢別正常値視感度の中央値 𝑧𝑖  (dB) を用いることにより，以下の計算式で示

される 12)。 

                                          

Loss Variance (LV) では，視野全体における反応の凹凸の度合の数量化が行われ，さら

に上記の計算式において算出される Mean Defect (MD) の値を用いて，以下の計算式で示

される 12)。 

                               

これらの Octopus 視野測定の評価指標において，年齢別正常値を基準とした視野全体の

逸脱度合を数量化した Mean Defect (MD) は Humphrey 視野測定の Mean Deviation (MD) 

に対応し，視野全体における反応の凹凸の度合を数量化した Loss Variance (LV) は

Humphrey 視野測定の Pattern Standard Deviation (PSD) に対応することが知られている

8,9)。すなわち，この両者におけて数量化の対象は同様であり，その計算式では各測定点の

年齢別正常値の標準偏差による重みづけの処理が Humphrey 視野測定の計算処理において

新たに加えられていること以外には大きな違いは存在しない 8)。しかしこの重みづけ処理

の有無の影響に関しても，松本 9)は，実際の臨床では両者の差は非常に小さく，臨床的に

両評価指標は同等の意味を持っていると考えられていると指摘している。 

 

(4) 眼科臨床における自覚的視野指標の解釈 

 眼科臨床で用いられる自覚的視野検査について，主に Humphrey 視野測定の評価指標にお

いて算出される測定値と，被検者に考えられる視野障害との関係性を述べていく。自覚的

視野検査では，あくまでも患者の主観的な自覚症状としての反応記録が測定結果として示

され，さらに視野の中心 30 度以内が測定対象となることが多い。そのため単一の評価指標

において示される数量的な意味の解釈だけではなく，被検者の理解力や集中力，視野検査

自体の再現性や信頼性も考慮した上で多面的に評価を行う必要がある。グローバル・イン

デックスの計算式において，視野全体として年齢別正常値からの欠損量を数量化した

Humphrey 視野測定の Mean Deviation (MD) では，視野障害が進行するに従いマイナス方 
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向に減少し，臨床上の目的がそれに対応する Octopus 視野測定の Mean Defect (MD) では， 

視野障害が進行するに従いプラス方向に増大する 10)。しかし，両者ともに視野全体に対す

る平均値の計算が行われているため，視野測定においてグレイスケールとして示される全

測定点の Total Deviation (TD) の結果も踏まえた上で測定値の解釈を的確に行う必要が

ある。一方で，視野障害の進行が初期の段階のために視野全体に対する視感度の低下の検

出が難しい早期緑内障では，Mean Deviation (MD) において視野障害を鋭敏に捉えられ

ない可能性がある 9)。これに対して Pattern Standard Deviation (PSD) は，Humphrey 視

野計の搭載されているもう 1 つの代表的な評価指標である。Pattern Standard Deviation 

(PSD) では，視野全体における反応の凹凸の度合の計算が行われるが，その計算式では視

野全体の視感度低下の補正において Mean Deviation (MD) の値を用いることが示されて

いる。すなわち早期緑内障では，視野全体での大きな視感度の低下は認められないが，視

野の局所的変化は認められるため，Pattern Standard Deviation (PSD) は Mean Deviation 

(MD) に比べて視野障害を鋭敏に捉えられる評価指標となる。しかし同時に，視野障害で

はない健常被検者の局所的なばらつきも同時に捉えてしまう可能性があり，それを踏まえ

た上で Pattern Standard Deviation (PSD)の測定値を解釈する必要がある 9)。これらの

早期緑内障の評価に対し，視感度の低下が視野全体に進んだ末期緑内障では，Pattern 

Standard Deviation (PSD) は視野障害を的確に捉える評価指標にはならないことが知ら

れている 9)。 

 緑内障は視野検査の対象として頻度の高い疾患の 1 つであるが，Humphrey 視野測定にお

いては上記の他に緑内障半視野テスト (Glaucoma Hemifield Test: 以下 GHT とする)とい

う評価法がある 13,14)。GHT は早期緑内障の発見を目的として搭載されている評価プログラ

ムであり，網膜神経線維が上下で交わらないという解剖学的知見に基づき，上半視野と下

半視野で対応し合う測定点間において実測値の比較が行われる。しかし視野全体で視感度

の低下が生じている中期および末期の緑内障では，GHT により十分な信頼性が確保された

判定を行うことができない 8,13,14)。 

 これらの緑内障性視野障害の評価において，Humphrey視野測定の Mean Deviation (MD)，

Pattern Standard Deviation (PSD)，GHT は，いずれも静的視野検査における評価指標で

ある。静的視野検査は，視標の位置を固定してその部位の視感度を測定する検査法である。 

 

(5) 被検者の健康状態が自覚的視野検査へ及ぼす影響 

  Humphrey 視野測定に代表される視野検査は，被検者の自覚的応答によって行われる。そ

のため被検者の年齢以外にも，検査時の健康状態などの被検者側に帰属される影響により，

視野検査の結果が容易に変動してしまうことがある。その具体的な例として，被検者の学 

習および疲労の影響が挙げられるが，杉山ら 15)は学習の注意点を以下のように報告してい 
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る。初めての検査において被検者は検査に不慣れであるため，本来測定されるべき視感度 

よりも低い不正確な測定結果が得られてしまう可能性がある。これは緑内障患者のみなら

ず，高眼圧症，健常被検者においても同様である。本来測定されるべき視感度が測定され

るためには，検査を数か月以内の比較的短期のインターバルで反復し，被検者を検査その

ものへ慣れさせていく必要がある。その際，信頼性のある結果が得られるまでに必要な検

査回数には被検者間で個人差があり，これは学習効果と呼ばれている。その一方でこの学

習効果は，緑内障の早期発見において最も重要とされるわずかな視野障害の検出の妨げに

もなる。また，一眼目 (右眼) の後での二眼目 (左眼) というように同一被検者の同じ視

野検査の中でも左右の順番で認められることがある。さらにそれが，初回よりも 2 回目，2

回目よりも 3 回目といった形で数回続く場合もある。一般に学習効果は視野中心部よりも

周辺部で視感度の改善が認められることが多い 15,16)。 

さらに杉山ら 17)は，自覚的静的視野検査における疲労の影響について以下のような報告

を行っている。静的視野検査は，現在緑内障の診断および経過観察のためには必要不可欠

なものになっている。その一方で静的視野検査は，眼科の自覚的視野検査の中でも最も単

調で時間のかかる検査でもある。そのため多くの被検者が検査による疲労を訴え，健康な

若年者でも何らかの疲労の結果が検査結果を左右しうるし，高齢な患者ではより顕著に影

響が現れやすい。さらにこの疲労現象が検査の信頼性や実測値としての視感度に影響を及

ぼすことが考えられ，検査結果にも直接的に影響する。過去の報告においては，被検者の

疲労による視感度低下は，視野の中心付近よりも周辺部で多く認められることが分かって

いる。また疲労現象により，緑内障性視野障害がより重篤に強調された結果になることも

ある 17,18)。すなわち，疲労が緑内障検査における一種の負荷検査になっているとも考えら

れる。一般的に疲労現象は学習効果を凌駕する結果となり，実測値としての視感度が悪化

する可能性も考えておく必要がある。これらの疲労現象への対策について，測定時間を短

縮するプログラムによって幾分かは減少させることが可能であると考えられる。Humphrey

視野測定において，視野 30 度以内の総数 76 の測定点で測定が行われる閾値測定プログラ

ム中心 30－2 では，従来の Full Threshold の平均検査時間が 12～15 分であるのに対し，

その時間短縮プログラムにあたる SITA-Standard では 7～9 分，SITA-Fast では 5～7 分で

ある 19)。しかし検査時間の短縮による検査精度の劣化は，何らかの形で必ず認められる。

その一方で，検査時の疲労現象において，静的視野検査が患者の自覚的応答によって行わ

れるという特性があるため，できるだけよいコンディションで検査が受けられるように検

査時の患者一人一人の体調や疲労状態に応じて，検者 (検査者) 側が環境調整をすること

が重要となる。具体的な対処法として，被検者の意思表示あるいは検者による被検者の行

動の的確な観察に基づき，検査の中断あるいは休憩の導入を行う方法，検査点を少なくし

て時間短縮プログラムによる測定に変更する方法などが挙げられる 17)。 
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第３節 瞳孔視野 

(1) 他覚的視野検査としての瞳孔視野 

 現在の眼科医療における視野検査の代表例として Humphrey 視野測定検査，Octopus 視野

測定検査が挙げられるが，多くの視野検査は心理物理学的測定法を用いて行う自覚的評価

法による検査で占められている。そのため高齢者等の自覚的応答が困難な患者への検査適

用では臨床上難しい側面を抱えている。これらの自覚的検査に対し，瞳孔視野は対光反射

の反応量や閾値を指標とした視野の他覚的な評価法であり，近年新たな検査法として注目

されている。ここでいう対光反射は，輝度の大きい光刺激が突然目の前に提示されること

により瞳孔が瞬間的に収縮する時の反射である。瞳孔視野は患者の自覚的応答を簡便に除

去できる視野の他覚的な評価法である以外に，検査時に被検者の皮膚に何らかの処置を施

して電極等の測定器具を装着するという検査プロセスを踏む必要がなく，生体信号を非侵

襲で測定できるという点でも有用である。瞳孔視野測定における測定値は，Humphrey 視野

測定と同様に，刺激提示部位が視野中心部から偏心するに従い単調減少するという特性が

既に解明されている。しかし視野障害の検出を目的とした正常値の定義が難しく現在 

(2013 年) のところは実用化には至っていない。 

 

(2) 過去の瞳孔反応の研究 

 瞳孔反応の研究環境は，近年のコンピュータ機器の目覚ましい進歩によって広がりつつ

ある。眼科医療の分野もその例外ではなく，日本においても過去に瞳孔視野計の試作研究

20～28)が行われてきた経緯がある。青山 20)，吉富ら 23)は，眼科医療における瞳孔視野測定

の有用性を報告し，独自に作成した瞳孔視野計を用いて対光反射の測定を行っている。瞳

孔視野および視覚の閾値について，Loewenfeld 29) は，研究者間で見解が大きく異なって

いると報告している。その主たる理由として，多くの研究者は瞳孔反応の閾値の具体的な

定義をせずに視感度の研究を行おうとするため，各実験データに対して研究者間で異なる

独自の見解を提示するのみに終わっている状況を明らかにしている。それゆえに閾値の定

義が明確になるような実験デザインや実験条件を設定することが重要であると結論づけて

いる 29)。  

 瞳孔反応の研究は近年生体工学の分野でも進められており，対光反射時の瞳孔反応は 2

階線形常微分方程式で記述され，時間をパラメータとした比較的簡易な指数関数によるモ

デル化が可能であると報告されている 30)。瞳孔筋運動は，副交感神経系が支配する瞳孔括

約筋と交感神経系が支配する瞳孔散大筋の拮抗作用による筋運動であるが，この生理学的 

知見に基づく数理モデルの展開が行われ，新たに交感神経系および副交感神経系の活動を

独立でかつ同時に評価できる非侵襲的モニタ法が考案された 31)。 

 本研究のモデル化の対象は瞳孔筋の運動であるため，研究において取り扱われている解 
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剖学的対象という意味では異なっているが，脳・神経系の数理モデルの先行研究において

行われてきた方法論を今一度レビューしておくことは，瞳孔筋の数理モデルの検討におい

ても有用になると考えられる。それに関して臼井 32)は以下のような報告を行っている。数

理モデルを通して脳・神経系を理解していく方法論には，大きな 2 つの流れがある。1 つ

の流れは，イオンチャネル，細胞膜，回路構造などに関する生理学的知見をモデル化し，

ボトンアップ的に組み上げ，実物に即した神経回路モデルとして記述し，機能を理解しよ

うとする実験・構成的アプローチである。もう 1 つの流れは，脳が解いている課題を理論

的枠組みで捉え直し，その計算課題を実現する数理モデルとして脳・神経系を理解しよう

とする計算論的アプローチである。また臼井 32)は，数理モデル化の対象として取り扱う

脳・神経系はファームウェアとして捉えることが重要であるという見解を示している。す

なわち，ファームウェアとはハードウェアとソフトウェアの中間に位置し，コンピュータ

を動かすための基本命令などをマイクロコードとしてハードウェア化し組み込んだものの

ことである。脳神経系はコンピュータのような汎用計算機ではなく，機能をするために特

化した神経回路構造が複雑に構造化されたものであるため，ファームウェアとして捉える

必要があるという見解である。さらに臼井 32)は，数理モデル化の方法論について以下のよ

うな考え方を示している。数理モデルは一般にその構造とそれに付随するパラメータによ

って記述される。しかし，実体に即した詳細なモデルだけが優れているわけではなく，目

的・レベルに添って，できる限り簡略で本質を捉えたモデルが良しとされるという考え方

である。眼科医療における実用化を目的として瞳孔反応を研究する場合には，この最後の

できる限り簡略で本質を捉えるという考え方がとりわけ重要になる。 

瞳孔反応において，対光反射時の瞳孔筋の時系列運動の純成分はマクスウェルの運動方

程式により記述され，それが線形微分方程式で提示されるとその解を手計算で求めること

ができる。またこの際の数理モデル化は簡便であるだけではなく，その生理学的特性にお

いて妥当性が高い記述を行うことができる。ここで言うマクスウェルの運動方程式を用い

た瞳孔筋運動のモデル化の妥当性は，生体工学を専門とする多くの研究者にとっては常識

にも及ばない暗黙の了解事項であることは十分に示唆され，新たな研究報告として取り上

げられること自体，あるいは過去に取り上げられてきたこと自体が極めて稀であったと考

えられる。それと同時に，眼科医療専門職および眼科医療の研究者にとっては敷居が高い

知識体系にならざるを得なかったこれまでの研究の経緯の存在も決して否定することはで

きない。本研究では医療情報学研究としての位置づけも配慮し，瞳孔筋の時系列運動の数

理モデル化の概要については，図 5 (15 頁参照) の模式図を用いた上で以下にできる限り 

具体的な説明を行っていく。 

図 5 (15 頁参照) で散瞳筋の張力の単位量として示される 𝑡𝑑̅̅̅̅  において𝐴 𝐵 𝐶 𝐷 で示さ 

れるメッシュ領域に作用する合力の𝑦 軸成分をまず 𝑇𝑑 と定義する。| 𝑂𝐴 ⃗⃗⃗⃗⃗⃗⃗⃗ | = | 𝑂𝐵 ⃗⃗ ⃗⃗⃗⃗ ⃗⃗ | = 𝑦 ， 
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図 5  瞳孔筋運動のモデル図 

 上図は瞳孔の模式図であり，内側の円は瞳孔を取り囲む円周を示す。𝐴 𝐵 𝐶 𝐷 で囲まれ

るメッシュ領域が中心角 𝜃 (rad) の瞳孔の周囲の瞳孔筋の薄い層であり， 𝑌 は弧 𝐴 𝐵 の中

点を示す。 

 下図は，上図の𝐴 𝐵 𝐶 𝐷 で示したメッシュ領域に対し，方向軸および瞳孔筋に作用する

張力を付け加えた模式図である。𝑂 を原点とし，散瞳方向の 1 方向にあたる 𝑂 𝑌 ⃗⃗⃗⃗ ⃗⃗ ⃗⃗  ⃗ の向き

を 𝑦  軸としている。 𝑡𝑑̅̅̅̅   は円弧の単位長さに対する散瞳筋 (瞳孔散大筋) の張力の大きさ

の平均値を示し， 𝑡𝑠̅̅ ̅  は瞳孔筋の層の厚みの単位長さに対する縮瞳筋 (瞳孔括約筋) の張

力の大きさの平均値を示す。 𝑡𝑑̅̅̅̅   の向きは瞳孔を取り囲む円周の法線方向であり， 𝑡𝑠̅̅ ̅  の

向きはその接線方向である。 
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| 𝑂𝐷 ⃗⃗ ⃗⃗ ⃗⃗ ⃗⃗  | = | 𝑂𝐶 ⃗⃗⃗⃗⃗⃗⃗⃗ | = 𝑦 + 𝛥𝑦 とし，𝐴 𝐵 𝐶 𝐷 の領域は瞳孔筋の薄い層としたため 𝛥𝑦 ( = | 𝐴𝐷 ⃗⃗⃗⃗ ⃗⃗⃗⃗  | =

| 𝐵𝐶 ⃗⃗ ⃗⃗ ⃗⃗  ⃗| )は  𝑦 に比べて十分小さい値として扱われ， | 𝑂𝐴 ⃗⃗⃗⃗⃗⃗⃗⃗ | = 𝑦 = | 𝑂𝐷 ⃗⃗ ⃗⃗ ⃗⃗ ⃗⃗  | と近似することがで

き，弧 𝐶𝐷 の長さは 𝑦 𝜃 となる。同様に 𝜃 と比べて十分小さい微小中心角 𝑑𝜑 の扇形の

弧の長さは 𝑦 𝑑𝜑 と表され，弧 𝐶𝐷 上の任意の点を𝑃 とし，∠𝑃𝑂𝑌 の大きさが 𝜑 であると

きには，𝑃 周辺部の長さ 𝑦 𝑑𝜑 に対する散瞳筋の 𝑦 軸成分は 𝑡𝑑̅̅̅̅  𝑦 𝑑𝜑 ∙ cos𝜑 となる。図 5 

(15 頁参照) において左右両側が存在し対称性よりその 2 倍の張力が作用することを考え

て 

   

と計算される。 

同様に縮瞳筋の張力の単位量として示される 𝑡𝑠̅̅ ̅ において𝐴 𝐵 𝐶 𝐷 で示されるメッシュ

領域に作用する合力の𝑦 軸成分を 𝑇𝑠 と定義する。上記で定義した瞳孔筋の薄い層の厚み

 𝛥𝑦 について 𝛥𝑦 = 𝑑𝑟 とし，中心角が 𝜃 / 2 の部位の長さ 𝑑𝑟 に対する縮瞳筋の 𝑦 軸成分は

−  𝑡𝑠
̅̅ ̅ 𝑑𝑟 ∙ sin

 𝜃 

2
 となる。図 5 (15 頁参照) において左右両側が存在し対称性よりその 2

倍の張力が作用することと𝑦 軸の向きを考えて， 

  

と計算される。さらに 𝜃  が十分に小さく𝜃 = 𝛥𝜃 として扱うと，上記の散瞳筋の張力 𝑇𝑑 お

よび縮瞳筋の張力 𝑇𝑠 は 

 

 

となり，領域 𝐴 𝐵 𝐶 𝐷  を構成する瞳孔筋の運動は，常に 𝑦 軸上に存在し，それ自体が伸縮

をする微小物体の重心運動として取り扱うことができる。 

 この微小物体の質量を 𝑚 とし，その𝑦 軸上での運動方程式を考える。まず時刻 𝑡 をパラ

メータとした時の位置は関数 𝑦 = 𝑦(𝑡) として取り扱える。その速度は 
 𝑑𝑦 

𝑑𝑡
 であるが，一

般に，�̇� (=
 𝑑𝑦 

𝑑𝑡

 
 
) と記述されることがあり，本研究においてはこの表記を利用する。加

速度 
 𝑑
2
𝑦 

𝑑𝑡2
 も同様に  �̈� (=

 𝑑2𝑦 

𝑑𝑡2
) とも記述されることがあり，同様にこの表記を利用する。 

 ここでは  𝑡𝑑̅̅ ̅̅  と  𝑡𝑠̅̅ ̅ を用いて，散瞳筋の張力の 𝑇𝑑 および縮瞳筋の張力 𝑇𝑠 の𝑦 軸成分を 
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表しているが， 𝑡𝑑̅̅̅̅  と  𝑡𝑠̅̅ ̅ は常に一定ではなく𝑦 軸上の位置に依存して値が変化すると捉

えるのが妥当である。最終的には， 𝑇𝑑 および 𝑇𝑠 はフックの法則に従う理想的なばねの運

動に帰着させて，ばね定数に対応する正の定数を 𝑘𝑑 , 𝑘𝑠 ，速度方向と逆向きに作用し，

速さに比例した値の抵抗力における正の定数を 𝑟𝑑 ,   𝑟𝑠  とするとき 

      

で表される。ここで 𝑌𝑑 および 𝑌𝑠 は，それぞれの張力が 0 の時の値である。質量 𝑚 の微

小物体に対する運動方程式は， 

 

であり，�̇� , 𝑦 を用いるとマクスウェルの運動方程式 

        

として書き換えられる。ここで散瞳筋と縮瞳筋の張力がつりあっている 𝑦 軸上の点 

 

を 𝑂′ として定め，𝑂′ を原点として𝑂′𝑂 ⃗⃗ ⃗⃗ ⃗⃗ ⃗⃗  の向きに新たに 𝑥 軸を設定すると，時刻 𝑡 をパラ

メータに用いた関数 𝑥 = 𝑥(𝑡) では，光刺激 onset時の瞳孔径を基準とした対光反射時の

瞳孔径の変化量が示される。さらに 𝐾 =  𝑘𝑑 + 𝑘𝑠 ，𝑅 =  𝑟𝑑 + 𝑟𝑠 とするとこの運動方程

式は線形 2 階の常微分方程式 

                      

により記述され，その解は手計算で求めることができる。微分方程式の解 𝑥 = 𝑥(𝑡) は， 

ⅰ) 𝑅2 − 4 𝐾 𝑚 > 0 のとき 

             

ⅱ) 𝑅2 − 4 𝐾 𝑚 = 0 のとき 

               

ⅲ) 𝑅2 − 4 𝐾 𝑚 < 0 のとき 

   

となる。ここに示す  𝐶0 ,   𝐶1  は積分定数であり，以下の縮瞳率 𝐶 とは全く関係しない。 

瞳孔筋運動は，ⅰ) の指数関数の和で記述された解が妥当であるという結論に至り，平

田ら 30)もこの前提に基づきさらに複雑な瞳孔反応の数理モデルを展開している。 
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これまで瞳孔筋運動の数理モデル化を取り上げ，その手法の 1 例を示してきた。しかし

眼科医療の分野では，瞳孔反応という意味では扱われる対象は全く同じであるが，瞳孔視

野を定量的に捉える上では縮瞳率の算出結果が得られれば十分とされ，有用な評価指標の

1 つに縮瞳率があると考えることに何ら問題はない。研究報告によっては評価指標に縮瞳

量が用いられている場合もある。図 6 (19頁参照) は対光反射時の瞳孔反応を示している

が，縮瞳率 𝐶 (%)は，刺激提示時瞳孔径を 𝑎 (mm)，最大縮瞳時瞳孔径を 𝑏 (mm)として， 

                   

で表される値である 33)。縮瞳率 𝐶 (%)は同様の方法で瞳孔径ではなく瞳孔面積に対して定

義される場合もあり 34,35)，そのときの縮瞳率  𝐶 (%) では，刺激提示時瞳孔径を 𝑎 (mm)，  

最大縮瞳時瞳孔径を 𝑏 (mm)として， 

                   

で表される。 

 上記の内容を再度要約し直すと，瞳孔反応の研究においてこれまで行われてきた主要な

方法論は，生体工学の研究 30,31)では時系列生体信号波形の数理モデル化であるのに対し，

眼科医療の研究 20～24)では臨床応用を見通した視野障害検出のための評価および解析であ

ると考えられ，研究の本質的なプロセスにおいて，瞳孔視野計の開発研究 25～28)を除きこれ

まで研究が両分野で独立的に進められてきた経緯があると考えられる。しかし近年，実学

志向および分野横断的研究の重要性が指摘されつつあり 36)，工学研究の基礎的な知見を眼

科医療研究においても何らかの形で応用し，さらにそれを医療情報学研究という立場 37,38)

から，眼科医，視能訓練士などの眼科医療専門職を含めて眼科医療の現場で働く多くの人

たちが理解できるような提示および啓発を行うことが今後目指すべき学術的な方向性の 1

つであると考えられる。 

いずれにしても，視野の他覚的評価法の 1 つである瞳孔視野測定の長所として，被検者

および検者の主観的要素が混入することなく，視野を定量的に捉えられることがある。し

かし，瞳孔視野測定においても測定データはあくまでも生体信号を採取したものでしかな

く，他の生体信号と同様にノイズの混入，非定常性，測定結果の個人差が大きいという特

性があり 39)，これらは自覚的視野測定との比較においてとりわけ短所に該当すると考えら

れる。 瞳孔視野測定の長所を存分に発揮させるためには，測定データの分析結果に基づき

様々な基礎資料を作成するという意味合いも含めて，データの多面的な解析，瞳孔視野測

定における様々な評価法の考案，考案した評価法の信頼性についての検証や適用可能な範

囲の設定，瞳孔視野測定の限界事項の分析，逆に測定データの分析結果から瞳孔視野測定 

システム自体を評価し測定法の改善を目指す観点，これらすべてを交えて眼科臨床での実 
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図 6  対光反射 

 対光反射における瞳孔径の時系列変動を代表的に示す。縦軸は瞳孔径 (mm)，横軸は光刺

激 onset 時を 0sec とした時刻 (sec) である。図の左上の bar は，1 回の光刺激の提示に

おいて 400msec の持続提示が行われたことを示す。縮瞳率は，図の a および b で示される

数値に対して算出した。 b 付近で瞬目が発生したときは，縮瞳率の算出値への影響を考え，

その除去処理を慎重に行った。 
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用化が可能な瞳孔視野の評価法を多面的に検討していく観点がとりわけ重要である。 

 

(3) 新しく開発された瞳孔視野計 

 自覚的視野検査，他覚的視野検査それぞれに相異なる長所と短所がある。しかし，疲労

等の検査負荷を含めた検査時の被検者への負担や，将来的に視野検査を自覚的応答が困難

な低年齢者，高齢者，あるいは脳疾患を持つ患者等に対しても臨床適用することを考えた

時，眼科臨床において他覚的視野検査に期待するところは大きい。他覚的視野検査の手法

には，瞳孔視野測定以外にも網膜電図 40,41)や脳波の加算平均に基づく視覚誘発電位 42,43)

を用いた測定法があるが，瞳孔視野測定はそのなかでも被検者の身体に対して電極等の測

定器具を接触させずに行うことができる簡便な非侵襲的測定法である。過去にも瞳孔視野

計の開発研究が行われてきた 20～24) が，瞳孔視野計を用いた視野測定では，設定できる光

刺激のサイズ，輝度，背景輝度が限定されていること，測定信号の記録や加算処理に大型

の機器を必要とすることが大きな課題として残されてきた。これらの課題点を克服すべく，

川崎医療福祉大学感覚矯正学科では専用システムとハードを兼ね備えた新しい瞳孔視野計 

が開発された 25～28)(図 7，21 頁参照)。それに際する研究としてまず，光刺激の提示を

Mariotte 盲点に対応する部位に行い，被検者が自覚的に応答する実験が行われた。その上

で測定上妥当な光刺激の輝度の検討が行われ，その刺激輝度および背景輝度に応じた最適

な刺激サイズについても検討が重ねられた。瞳孔視野測定の評価指標では縮瞳率が用いら

れたが，先行研究 20～24)と同様に新しい瞳孔視野計を用いた測定結果 26～28)においても大き

なばらつきが認められた。大きなばらつきとは，健常眼の縮瞳率は年齢および刺激部位を

問わず個体間変動が大きく 44)，その個体内の視野の凹凸についても同様に各眼間で個体差

が大きく，さらに緑内障を中心とする視野障害眼との判別が難しいことを意味している。

瞳孔視野測定の残された課題として，評価基準の確立があることが報告されている 28)。 

 

 

第４節 研究目的 

(1) 本研究の医療情報学における位置づけ 

 医療情報学について Shortliffeら 37)は以下のような報告を行っている。 医療情報学は，

医療計算機科学の研究と医学情報および医学的知識の分析結果との融合を行う。さらに医

療情報学は，広く多様な応用領域としての可能性を秘めている基礎医科学の 1 つと考える

のが極めて妥当な考え方であり，他の基礎科学と類似するところがある。すなわち，医療 

情報学では，医学領域において客観的であり主観的でもある発見を理解し，構造化し，符

号化し，さらには発見したものを情報処理していく上で最適なものにしていくために経験

としての過去の成果を用いるのである。さらに医療計算機科学はその特性上実験科学の 1 
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図 7  瞳孔視野測定の見取り図 

 本研究のすべてでは，前田 28)が開発した瞳孔視野計を用いて瞳孔視野測定を行った。図

は，側面から見たときの瞳孔視野測定の見取り図を示す。瞳孔視野測定は，被検者は首を

顎台に乗せて (図では顎台を省略)，中心 0 度の位置を固視した状態を維持し，単眼視の状

態で行われた。 
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つであると考えられる。医療計算機科学の第１目標には，基礎研究と呼ばれる領域での新

しい知識の探求がある。第２目標としては，いわゆる応用領域として医療実践を行うため

の知識の活用がある。 

 この報告で述べられている Shortliffeら 37) の医療計算機科学をどのように解釈するか

は大変難しい。しかし，医療情報学が荷うべき大きな役割としては，過去の医学的知見お

よび科学的方法論を駆使し，医療データを分析し，基礎医科学研究あるいは臨床応用への

橋渡しをすることがとりわけ重要であると考えて何ら問題はない。 

 先行研究において前田 28)は，健常眼および緑内障眼の視野を他覚的に測定した。その視

感度の分布では，自覚的視野検査の結果と同様に，刺激部位が網膜中心窩に対応する部位

から偏心するに従い単調減少することが示され，自らが開発した新しい瞳孔視野計の臨床

応用への可能性を報告している。その一方で，測定データの評価基準の確立およびその検

討が重要課題として残されたという事実の報告も行っている。 

本研究においても，前田 28)が開発した瞳孔視野計を用いて瞳孔視野測定を行い，サンプ

リング数 50Hz で測定された瞳孔径の時系列生体信号データに対して分析を行う。すなわち

任意の１つの変数におけるデータ数は 5 分間の時系列反応に対して 15000 個存在する計算

になり，これだけの膨大な数のデータ処理においては，コンピュータプログラミングとい

う手法が時間効率の面では大変有用になる。また平常時の瞳孔反応では，瞳孔のゆらぎに

あたる低周波数成分，測定時の疲労，覚醒レベル，瞬目等，被検者側に依存する様々な影

響因子が同一個体内で認められる 45)。これらは対光反射の際にも少なからず影響を及ぼす

が，それ自体が瞳孔視野の本質的な生理学的特性でもあるため，それらの影響を完全に排

除し，光刺激 onset の時刻まで綿密に決めるという意味での完全な実験統制下での瞳孔視

野測定は不可能であるだけではなく，そうであるならば瞳孔視野として意味をなさない。 

その一方で，近い将来瞳孔視野測定検査を他覚的視野検査として臨床応用することを考

えれば，同一個体の測定値において一定水準の再現性が確保されることが必要不可欠であ

る。このことは同時に，対光反射時の瞳孔反応の純粋な信号成分がどのように定義され， 

測定後どのようなデータ処理を行えば瞳孔視野測定の測定値としての妥当性が確保される

かについて，未だ具体的な解明に至っていないことを意味している。縮瞳率が瞳孔視野を

定量的に捉える有用な評価指標の 1 つであることには間違いない。しかし，ある 1 か所の

刺激部位の 1 回の測定において分析された縮瞳率が，再現性が十分に確保され，さらに視

野の状態を的確に示す純粋な信号成分としての反応値であるというエビデンスは現時点で

は全く存在せず，むしろそうではないと考えられる。またそれが縮瞳率のばらつきの問題

にもつながっている。とりわけ瞳孔視野測定の研究では，資料作成という立場からも様々

なデータ処理およびデータ解析を行っていく必要がある。それらを今後の研究のための有

用な基礎資料として何らかのフィードバックを行えば，瞳孔視野測定の精度の向上あるい 
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は新たな瞳孔視野計の開発につながる有力なエビデンスになると考えられる。この際の基

礎資料の作成，様々な解析，それに基づく多面的な検討は，診療支援および医療情報の二

次利用 46)を念頭に置いた広い意味での情報処理作業にあたると考えられる。ゆえに，本研

究は研究上用いられている方法論において医療情報学研究と位置づけることは十分に可能

である。 

 

(2) 本研究の目的 

 先にも述べたように瞳孔反応の研究は，眼科医療研究のアプローチでは，他覚的評価法

の有用性に着目した上で，実際に瞳孔視野計の開発を行い，対光反射を測定し，その際に

得られた個体間平均値および標準偏差の結果において，瞳孔視野の個体間変動が大きいと

いう特性を共通して見いだしている。その一方で，瞳孔視野測定の評価基準の確立に向け

た具体的な解決策あるいはその解決につながる数量化法についての研究報告は現在 (2013

年) のところほとんどなされていない。しかしそれに該当する数少ない研究の 1 つとして，

Carle ら 47)は，健常高齢者および緑内障高齢者に対して瞳孔視野測定を行い，それに対し

て大がかりなデータ処理を行った上で，緑内障性視野障害の検出に向けた精度の高いスク

リーニングの手法を考案している。その一方で，瞳孔視野測定時に提示される光刺激の形

状および配置の仕方には規則性があるが，それが複雑になっている点は否めず，先行研究

の知識がない眼科学の研究者，眼科専門医あるいはその他の医療専門職にとっては，瞳孔

視野測定時の光刺激の形状および配置が眼科臨床において何を意味するかを理解すること

は大変困難である。またスクリーニング時の標準化処理の数式には比較的容易な指数関数

の数式が用いられているが，その数式の意味理解についても同様に困難であることは十分

に予測される。すなわち，視野障害検出のスクリーニングにおいて精度の高い結果を出し

ている一方で，Carle ら 47)の研究で用いられているスクリーニングの手法に関しては，眼

科臨床の現場で働く多くの人たちに理解が行きわたるような何らかの工夫および配慮がな

されているという結論にはつながり難い。 

次に生体工学研究のアプローチでは，自律神経系の生理学的知見に立脚し，瞳孔筋運動

について的確な数理モデルを展開している 30,31)。その一方で生体工学研究の多くのアプロ

ーチは，生体信号波形へのノイズ成分の混入が少ないと解釈された被検者 1 名あるいは極

少数の被検者のみを対象として行われていると考えられ，信号の個体間変動の意味につい

て十分な検討はなされていない。すなわち眼科医療研究のアプローチとは別の意味におい

て瞳孔反応の個体間変動の解決策についての議論展開がなされていない。 

 そこで本研究では視野障害の検出につながる瞳孔視野測定の評価基準の確立に向けて，

前田 28)が開発した瞳孔視野計を用いて，健常若年者，健常高齢者，緑内障高齢者に対して

瞳孔視野測定を行い，その測定データについて従来通りの反応値の分析を行った上で新た 
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な評価法を考案し，さらに考案した評価指標により数量化された解析結果を用いて，縮瞳

率以外の瞳孔視野測定の測定データについても様々なアプローチを用いて解析を行う。 

 本研究では追試を兼ねてまず健常若年者の両眼で瞳孔視野測定を行い，瞳孔視野測定の

測定値では大きな個体間変動が生じることを前提に，縮瞳率の個体間平均値および標準偏

差の算出を行う。その上でそれらの統計解析の結果に基づき，瞳孔視野の個体間変動およ

び個体内偏差を示す新しい評価指標を考案する。個体間変動では全刺激部位の測定値を利

用し，個体に応じた反応の程度を示す代表値の数量化を行う。個体内偏差では，個体間変

動を示す代表値の結果を用いた標準化処理を行い，それを基準として個体の実測値自体を

相対的に捉え，個体の刺激部位における反応の凹凸の程度を示す値の数量化を行う。 

 浅川ら 44)は，20 代から 50 代までの正常者に対して瞳孔視野測定を行い，年代別の縮瞳

率について検討を行っている。その結果において，全年代でのいずれの測定点の縮瞳率の

個体間平均値も約 25% 前後であり，加齢による影響は認められなかったと報告している。

また，その変動係数 (標準偏差を平均値で除した値) が 3 分の 1 前後であったことも明ら

かにしている。すなわち瞳孔視野測定の測定値において健常高齢者の統計解析値と健常若

年者の統計解析値の間には差がなく，年齢を問わず測定値の個体間変動が大きいことが証

明されたと結論づけられる。そこで本研究の次の段階としては，まず眼科専門医により

Octopus 視野測定並びに眼底所見に基づく緑内障の確定診断が行われ，健常高齢者群ある

いは緑内障高齢者群のいずれかの群に区分された高齢者眼を対象とし，瞳孔視野測定を行

う。その上で健常若年者眼の解析に基づいて考案し，瞳孔視野の個体間変動および個体内

偏差を利用した新たな評価法をこの高齢者眼の両群の瞳孔視野測定データに適用し，考案

した新たな評価法の緑内障性視野障害の検出力の評価も兼ねてスクリーニングを行う。 

 さらなる研究段階としてスクリーニングにおいて十分な成果が得られなかった点の検討

を踏まえた上で，再び分析対象を健常若年者の瞳孔視野測定データに戻り，評価指標の精

度の向上に向けた解析および解析法の考案を多面的に行う。また単なる研究としての瞳孔

視野測定でなく，瞳孔視野測定検査の臨床適用をシミュレーション的に意識し，瞳孔視野

測定時に瞳孔視野計に記録された様々なデータを利用した上で瞳孔視野の多面的な解析を

行う。 
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第２章 研究１ 

健常眼の解析結果に基づく瞳孔視野測定の評価法の考案 

 

第１節 緒論（研究１） 

 瞳孔視野の個体間変動が大きいという特性は，先行研究 21,23,44)において共通して示され

ている。瞳孔視野測定検査の実用化においてはこの特性を考慮した上で，解決に向けて新

たな評価法を導入していく必要がある。 

瞳孔視野測定では健常者の縮瞳率において個体間変動の問題の解決に向けた新たな試み

が行われている。田淵 48) は，正常の高齢者および若年者の縮瞳率の分析結果に基づき，

分散を小さくする正常者の基準線の設定法を考案している。この手法は一定の成果をあげ

ているが，基準線の設定により新たに生じる個体間変動の問題までは深く検討していない。 

その一方で，瞳孔視野研究では個々の視野障害を有する患者の反応特性についても検討

が行われている。Asakawa ら 33) は視野障害を有する患者に対し，瞳孔視野測定と Humphrey

視野測定の両方を行い，結果を測定間で比較した上で，両測定が視野障害の検出において

補完的な関係にあることを見いだしている。Wilhelm ら 49) は，網膜電位では検出できなか

った視野障害の反応を瞳孔視野測定において見いだしている。両研究では，他の評価法と

の比較により，瞳孔視野測定は視野障害を有する患者の他覚的評価において有用であるこ

とを示している。その一方で，個体間変動の問題を含めて健常者の測定値を十分に解析し

ておらず，臨床データの解析はその上での比較および検討には至っていない。 

そこで，本研究 (研究 1) では健常若年者に対し瞳孔視野測定を行い，瞳孔視野の個体

間変動および個体内偏差を示す新しい評価指標を考案した 50)。個体間変動では全刺激部位

の縮瞳率の相加平均値を求め，個体の反応の程度を示す代表値の数量化を行い，それを新

たに要約縮瞳率と定義した。個体内偏差では個体の刺激部位における反応の凹凸の程度の

数量化を行い，それを新たに縮瞳率偏差と定義した。これらの数量化ではまず瞳孔反応の

データ特性を詳細に捉えておく必要があり，従来通りに縮瞳率の個体間平均値および標準

偏差の算出を行い，さらにそれらの解析値に対して他の新たな統計解析を試みた。すなわ

ち，各刺激部位の縮瞳率および要約縮瞳率の分布の正規性の検定，それらの反応値におい

て両眼で対応し合う網膜部位間の相関関係の解析および等分散性の検定，また両眼を含め

た分布の正規性の検定を行った。 その上で，刺激部位に対する反応の重みづけおよび対応

する刺激部位の左右眼評価を行い，個体内偏差を示す縮瞳率偏差の数量化を行った。縮瞳

率偏差では，統計解析において健常被検者全体の特性を表す代表値としての妥当性が示さ

れた解析値を利用し，個体の代表的な反応値を求める標準化処理を行い，その反応値を基

準として個体の測定値自体を相対的に捉える新たな数量化法を考案した。 
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第２節 方法（研究１） 

(1) 対象 

分析対象は，屈折異常以外に眼疾患のない年齢 19 歳～26 歳 (20.2±1.1 歳，平均値± 

標準偏差，以下同様) の健常若年者 57 名 (男性 26 名，女性 31 名) で，左眼 57 眼，右眼

57 眼の計 114 眼であった。 

 

(2) 測定機器および測定条件 

瞳孔視野測定には，前田 28) が開発した液晶ディスプレイを利用した瞳孔視野計を用い

た (図 7，21 頁参照)。光刺激の提示は，45，135，225，315 度方向の偏心度 0，5，10，15，

20，25 度の計 21 か所とした (図 8，27 頁参照)。この 21 か所において光刺激をランダム

に 2 回ずつ提示した。光刺激は白色円形で，刺激サイズを直径 4 度，刺激輝度を 350 cd/m2

に設定した。刺激は，1 周期 100 msec の矩形パターンを 4 周期繰り返した。 

 

(3) 対光反射の分析と縮瞳率の算出 

対光反射の分析は，C 言語によるプログラミング処理を用いて，瞬目等のアーチファク

トの除去の上，縮瞳率の算出を行った。縮瞳率 𝐶 (%) は，刺激提示時の瞳孔径を 𝑎 (mm)，

最大縮瞳時の瞳孔径を 𝑏 (mm) としたとき， 

                  

で表される(11)式の縮瞳率の式を用いて算出を行った。縮瞳率は，左眼，右眼ともに 21

か所すべての刺激部位に対して算出を行った。 

 

(4) 個体間変動を示す要約縮瞳率の算出 

対光反射の個体の反応の程度を示す代表値として要約縮瞳率を考案した。対象眼が左眼

であるとき，まず対象眼 (左眼) の 21 か所の各刺激部位の縮瞳率を 𝐶(%) として，刺激部

位が 5 度から 25 度に偏心するに従い昇順に，45 度方向では 𝐶1 ,   𝐶2 , ⋯ ,   𝐶 (%)，135 度

方向では 𝐶  , 𝐶  , ⋯ , 𝐶10 (%)，225 度方向では 𝐶11 ,  𝐶12 , ⋯ ,  𝐶1  (%)，315度方向では

 𝐶1  ,  𝐶1  , ⋯ ,   𝐶20 (%) と付番し，中心 0 度の刺激部位では 𝐶21 (%) とした。対象眼 (左

眼) の要約縮瞳率   (%) は，対象眼 (左眼) の縮瞳率 𝐶 (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) を用いて， 

                       

により相加平均値を算出した。 

対象眼が右眼の時は，同様の方法で 21 か所の各刺激部位の縮瞳率を 𝐶1 ,   𝐶2 , ⋯ , 𝐶21  

(%)と付番し，対象眼 (右眼) の縮瞳率 𝐶  (%) (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21)  に対して，(13)式で 
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図 8  刺激提示位置 

本研究 (研究 1) の瞳孔視野測定で光刺激の提示を行った計 21 か所の刺激部位を示す。

刺激の形状，提示位置およびその大きさは，この縮小図によって忠実に再現されている。

光刺激は直径 4 度の円形の白色光で，隣り合う刺激の中心間の距離は 5 度であった。１回

の光刺激の提示はこのうちの 1 か所から行われた。光刺激の提示が行われない背景の部分

は，黒色で一定の輝度を示すが，その背景輝度は 0.5cd/m2 であった。 破線は上半視野と

下半視野の境界，あるいは耳側視野と鼻側視野の境界を補助的に示す。 
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示される対象眼 (右眼) の要約縮瞳率    (%) を算出した。 

要約縮瞳率   (%) は，各眼に対して 1 つの値を算出し，対光反射を両眼で測定したため

各被検者に対して 2 つの値を算出した。 

 

(5) 個体内偏差を示す縮瞳率偏差の算出 

個体の刺激部位における反応の凹凸の程度を示す代表値として縮瞳率偏差を考案した。 

対象眼 (左眼) の縮瞳率偏差  ( ) の算出では，対象眼 (左眼) の要約縮瞳率の算出値を

利用するが，その具体的な計算方法は数式を用いて以下にように示される。 

まず対象眼 (左眼) の要約縮瞳率の標準得点  ( ) では，対象眼 (左眼) の要約縮瞳率

   (%)，統計解析で求められた解析値である左眼 57 眼の要約縮瞳率の個体間平均値     (%) 

および標準偏差    を用いて， 

                                                  

により算出した。この標準得点  ( ) の算出では，標準正規分布において通常行われる z 

得点の計算法を利用し，対象眼 (左眼) において(13)式で計算された要約縮瞳率   (%) の

1 次式で示される。 

換算縮瞳率 𝑇 ( ) (%) の付番は 21 か所すべての刺激部位において，対象眼 (左眼) の

縮瞳率  𝐶  (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) の付番と 1 対 1 で対応させ，(14)式で計算された標準得

点  ( ) に対して，統計解析で求めた解析値である左眼 57 眼の各刺激部位の縮瞳率の個体

間平均値  𝑘(%)および標準偏差  𝑘 (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21)  を用いて，  

                      

により算出した。したがって，対象眼 (左眼) の各刺激部位の換算縮瞳率 𝑇 ( ) (%)(𝑘 =

 1, 2, ⋯ , 21) は，対象眼 (左眼) において(13)式で計算された要約縮瞳率    (%) の 1 次式

で示される。 

対象眼 (左眼) の縮瞳率偏差  ( ) は，対象眼 (左眼) において(15)式で計算された 21

か所の各刺激部位の換算縮瞳率  𝑇 ( ) (%) および実測値としての縮瞳率 𝐶  (%) (𝑘 = 1,  

 2, ⋯ , 21) を用いて， 

                                     

により，縮瞳率偏差  ( ) を算出した。(13)式，(14)式，(15)式において換算縮瞳率 𝑇 ( )  

(%) は要約縮瞳率   (%) の標準得点  ( ) に対して計算されるため，各刺激部位の換算縮

瞳率 𝑇 ( ) (%) の相加平均値は，縮瞳率  𝐶  (%)(𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) の相加平均値でもあ

る要約縮瞳率   (%) の値に近接している。本研究 (研究 1) の縮瞳率偏差  ( ) の計算で 
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は，瞳孔視野の個体内偏差を数量化する目的があるが，差をそのまま相加平均すると相殺

されて 0 に近い値が算出される。そのため，本研究 (研究 1) では(16)式に示すように両

者の差の絶対量に対して相加平均を行った。 

対象眼が右眼の時は，対象眼 (右眼) の縮瞳率 𝐶 (%) (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21) および要約縮瞳

率   (%)，統計解析で求めた右眼 57 眼の解析値を用いて，同様の方法で(16)式で示される

対象眼 (右眼) の縮瞳率偏差  ( ) を算出した。 

縮瞳率偏差  ( ) は各眼に対して 1 つの値を算出し，対光反射を両眼で測定したため各

被検者に対して 2 つの値を算出した。 

 

(6) 統計解析 

本研究 (研究 1～研究 6) では，すべての統計解析において統計ソフト R (R-2.14.1) を

利用した。正規性の検定では，Shapiro-Wilk 検定を利用した。等分散性の検定では，Fisher

の F 検定を利用した。2 標本の平均値の検定では，Student の対応のあるｔ 検定を利用し

た。相関の分析および検定では，Pearsonの相関積率に基づく検定を利用した。 

 

 

第３節 結果 (研究 1) 

(1) 縮瞳率の分析結果 

表 1 および表 2 (32 頁参照) は，各刺激部位の縮瞳率の個体間平均値および標準偏差の

分析結果を示す。縮瞳率は，刺激部位が視野中心から偏心するに従い単調減少した (図 9，

31 頁参照)。21 か所の刺激部位における縮瞳率の標準偏差は，左眼 6.7±0.3，右眼 6.5±

0.3 であり，それらの刺激部位間で大きな差異がなかった (左眼 p =0.209～0.998，右眼 p 

=0.052～0.991)。縮瞳率の分布は，両眼ともに 21 か所すべての刺激部位に対して正規性が

示された (左眼 p =0.076～0.984，右眼 p =0.058～0.891)。両眼を含めた 114 眼の縮瞳率

の分布は，両眼で網膜部位が対応し合う 21 か所の刺激部位間に対して，19 か所では正規

性が示され (p =0.083～0.734)，残りの 2 か所では正規性の傾向が示された (p =0.043，p 

=0.045)。 

両眼で網膜部位が対応し合う縮瞳率の等分散性は，21 か所すべての刺激部位間で示され 

(p =0.222～0.990)，その平均値は 18 か所では有意な差がなかったが (p =0.109～0.871)，

残りの 3 か所では有意な差があった (p =0.013，p =0.023，p =0.035)(図 9，31 頁参照)。

縮瞳率は，両眼 21 か所のすべての刺激部位間で有意な相関があった (r=0.452～0.762，p 

<0.001)。 
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(2) 要約縮瞳率の分析結果 

要約縮瞳率は，左眼 57 眼 20.8±6.0%，右眼 57 眼 20.3±5.8%であり (表 1，表 2，32 頁

参照)，両眼ともに分布の正規性が示された (左眼 p =0.909，右眼 p =0.381)。これは，両

眼を含めた 114 眼においても同様に示された (p =0.314)(図 10，33 頁参照)。要約縮瞳率

は，両眼間で等分散性が示され (p =0.859)，その平均値は，両眼間で有意な差がなかった 

(p =0.422)。要約縮瞳率は，両眼間で有意な相関があった (r=0.753，p <0.001)。 

 

(3) 縮瞳率偏差の分析結果 

縮瞳率偏差は，左眼 57 眼 2.3±0.9，右眼 57 眼 2.3±0.7 であり，両眼ともに正規分布

ではないことが示された (左眼 p <0.001，右眼 p <0.001)。これは，両眼を含めた 114 眼

においても同様に示された (p <0.001)(図 11，34 頁参照)。 縮瞳率偏差は，両眼間で等分

散性が示され (p =0.250)，その平均値は，両眼間で有意な差がなかった (p =0.434)。縮

瞳率偏差は，両眼間で有意な相関があった (r=0.460，p <0.001)。 

  

(4) 要約縮瞳率と縮瞳率偏差の関係性 

要約縮瞳率と縮瞳率偏差との間には，両眼ともに有意な相関がなかった (左眼 r=－

0.150，p =0.226，右眼 r=－0.058，p =0.666)。これは，両眼を含めた 114 眼においても

同様に示された (r=－0.106，p =0.263)(図 12，35 頁参照)。 
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図 9  左眼 57 眼および右眼 57 眼の縮瞳率の解析結果 

健常若年者 57 名の両眼における縮瞳率の解析結果を示す。L は左眼，R は右眼の反応で

あり，○は上半視野の縮瞳率の個体間平均値 (破線は 1 標準偏差)，●は下半視野の縮瞳率

の個体間平均値 (実線は 1 標準偏差) である。縦軸は縮瞳率，横軸は刺激部位の偏心度を

示す。縮瞳率は刺激部位が網膜中心窩を起点として偏心するに従い単調減少した。刺激部

位間の変動について，縮瞳率の標準偏差 (左眼 6.1～7.3，右眼 5.6～7.3) は縮瞳率の個体

間平均値 (左眼 16.0～28.9%，右眼 16.8～29.0%) に比べて小さかった。 

縮瞳率の個体間平均値は，対応する両眼の 3 か所の刺激部位間で有意な差があり，それ

らの刺激部位を標準偏差の bar 近辺の＊において示す。 
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表 1 左眼 57 眼における縮瞳率と要約縮瞳率の統計解析値 

 

 

 

表 2 右眼 57 眼における縮瞳率と要約縮瞳率の統計解析値 
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図 10  要約縮瞳率の分布 

 健常若年者の両眼 114 眼における要約縮瞳率の分布を示す。縦軸は眼数，横軸は要約縮

瞳率 (%) の算出値である。眼数は要約縮瞳率 0%を基準とし，階級区間 2%に対する値を示

す。要約縮瞳率の分布では正規性が示された (左眼 57 眼 p =0.909，右眼 57 眼 p =0.381，

両眼 114 眼 p =0.314)。 
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図 11  縮瞳率偏差の分布 

健常若年者の両眼 114 眼における縮瞳率偏差の分布を示す。縦軸は眼数，横軸は縮瞳率

偏差の算出値である。眼数は縮瞳率偏差 0を基準とし，階級区間 0.2 に対する値を示す。

縮瞳率偏差の分布は，正規分布ではないことが示された (左眼 57 眼，右眼 57 眼，両眼 114

眼いずれも p <0.001)。 

 

 

  



35 

 

 

 

 

 

図 12  要約縮瞳率と縮瞳率偏差の関係性 

健常若年者の両眼 114 眼における要約縮瞳率と縮瞳率偏差の関係性を示す。縦軸は縮瞳

率偏差であり，横軸は要約縮瞳率である。両評価指標間には，有意な相関がなかった (左

眼 57 眼 r=－0.150，p =0.226，右眼 57 眼 r=－0.058，p =0.666，両眼 114 眼 r=－0.106，

p =0.263)。 
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(5) 代表例における要約縮瞳率と縮瞳率偏差の算出法 

本研究 (研究 1) において 21 歳の女性被検者 1 名の左眼の実測値としての縮瞳率は

 𝐶1 = 18.  (%)， 𝐶2 = 16.2 (%)，⋯ , 𝐶21 = 2 .0 (%) であった (表 3，37 頁参照)。この

被検者の左眼を対象眼とし，その測定値に対して要約縮瞳率および縮瞳率偏差を算出する

方法を以下に代表的に示す。 

対象眼 (左眼) の要約縮瞳率   (%) の算出では，実測値としての縮瞳率  𝐶1 ,   𝐶2 , ⋯ ,

𝐶21 (%) の値を要約縮瞳率   (%) を示す(13)式に代入し， 

      

により，  = 18.0 (%) を算出した。 

 左眼 57 眼の統計解析において，要約縮瞳率の個体間平均値は    = 20.8(%)，標準偏差は

  ′= 6.0 であった (表 1，32 頁参照)。対象眼 (左眼) の要約縮瞳率  = 18.0 (%)の標準得

点  ( ) の算出では，これらの解析値を利用し，標準得点  ( ) を示す(14)式に代入し， 

 

により，標準得点  ( )= −0.46 を算出した。 

 また，左眼 57 眼の縮瞳率の統計解析において，21 か所の各刺激部位の縮瞳率の個体間

平均値は，  1 = 24.2(%)，  2 = 21.4(%)， ⋯  ，  21 = 28.9(%) であり，その標準偏差は  1 = 6.7，

 2 = 6.7， ⋯  ， 21 = 6.6 であった (表 1，32 頁参照)。対象眼 (左眼) の要約縮瞳率の

標準得点   ( ) = −0.46 に対する換算縮瞳率 𝑇 ( )(%) (𝑘 = 1, 2, ⋯  , 21) の算出では，こ

れらの解析値を利用し，換算縮瞳率 𝑇1( ),  𝑇2( ),   ⋯ , 𝑇21( ) (%) を示す(15)式に代入し， 

     𝑇1( )   =    1  +   ( ) ∙  1    = 24.23 + (−0.460)  6.70 =  21.1        

 𝑇2( )  =    2  +   ( ) ∙  2    = 21.40 + (−0.460)  6.71 =  18.31  

                                                                                                                                                                            

 𝑇21( ) =   21 +   ( ) ∙  21  = 28.8 + (−0.460)  6. 8 =  2 .82  

対象眼 (左眼) の縮瞳率偏差  ( ) の算出では，実測値としての縮瞳率 𝐶1 ,  𝐶2 , ⋯ ,  𝐶21 

(%)(表 3，37 頁参照) および算出した換算縮瞳率 𝑇1( ),  𝑇2 ( ),   ⋯ ,  𝑇21( )(%) の値 

(図 13，38 頁参照) を縮瞳率偏差  ( ) を示す(16)式に代入し， 

 

 

により，縮瞳率偏差  ( )＝ 2.3 を算出した。 
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表 3 被検者 1 名の左眼における実測値としての縮瞳率 
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図 13  縮瞳率偏差の計算過程の実測値としての縮瞳率および換算縮瞳率 

健常若年者 1 名の左眼において，実測値としての縮瞳率およびそれに対して算出された

換算縮瞳率を代表的に示す。縦軸は縮瞳率，横軸は刺激部位の偏心度を示す。A は対象眼 

(左眼) の実測値としての縮瞳率の値を示す。A において，△は上半視野，▲は下半視野の

値である。これらに対して，要約縮瞳率の算出値は 18.0%，標準得点の算出値は－0.46 で

あった。B はこの標準得点に対して算出された各刺激部位の換算縮瞳率を示す。B において

◇は上半視野，◆は下半視野の値である。縮瞳率偏差は，図の A と B の差の絶対量，すな

わち実測値としての縮瞳率と換算縮瞳率の差の絶対量を各刺激部位で求め，それらの 21

か所の刺激部位に対して相加平均を行って算出した。対象眼 (左眼) の縮瞳率偏差の算出

結果は 2.3 であった。 
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第４節 考察 (研究 1) 

(1) 瞳孔視野の特性 

本研究 (研究 1) で用いた刺激サイズや刺激部位は，先行研究 23,24,44) の実験と比べて若

干異なるが，得られた瞳孔視野の反応特性は同様であった。対光反射の縮瞳率の個体間平

均値は，刺激部位が網膜中心窩から偏心するに従い単調減少したが，標準偏差は刺激部位

間で大きな変動が生じなかった。今回の結果からは，個体間変動が大きかったものの両眼

間では高い相関があり，さらにほとんどの刺激部位で縮瞳率の正規性が示されたため，縮

瞳率の標準偏差が解析値として妥当であることが示された。 

 

(2) 要約縮瞳率と縮瞳率偏差の考案 

本研究 (研究 1) では，これらの瞳孔視野の特性の解析結果に基づき，新しい瞳孔視野

指標として個体間変動を示す要約縮瞳率および個体内偏差を示す縮瞳率偏差を考案した。 

Hong ら 51) は，健常被検者の両眼に対して，Humphrey 視野測定の閾値の評価と瞳孔視野

測定の閾値の評価の両方を行った。両測定結果では相関関係がなく，瞳孔視野測定は

Humphrey 視野測定に比べて大きな個体間変動が認められることが明らかにされた。その一

方で，同一被検者の瞳孔視野測定の結果では，両眼の対応する網膜部位間で有意な差がな

く，瞳孔視野測定の評価では同一個体内で測定値を比較することの有用性が示唆された。

本研究 (研究 1) ではこの瞳孔視野測定の測定値の特性に着目し，新たに瞳孔視野の個体

内偏差を数量化する方法を考案した。 

個体内での標準化では，田淵 48) が各刺激部位の縮瞳率を刺激部位全体の縮瞳率の相加

平均値で除算し，個体間変動の減少を目的とした計算処理を試みている。縮瞳率の個体間

平均値は，刺激部位が視野中心から偏心するに従い単調減少するが，標準偏差は刺激部位

間で大きく変動しない特性がある。そのためこの標準化処理を行うと，本来の反応特性と

は無関係な個体間変動が捻出され，とりわけ視野中心の 0 度では各眼の縮瞳率の相加平均

値の大きさに依存し，除算処理後には過大な評価がなされてしまう。 

そのため本研究 (研究 1) では，まず個体の反応に対して個体間変動の数量化を行った。

その際，個体の反応の程度を刺激部位全体で捉えることを目的とし，各刺激部位の縮瞳率

の相加平均値を算出し，それを要約縮瞳率と定義した。これと同様に患者の主観的応答で

行われる Octopus 視野計を用いた視野測定では，視野全体の平均の視感度を捉えるために，

以下の計算式で示される Mean Sensitivity (MS ) という評価指標が既に搭載されている

9,12)。 
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ここで 𝑚 は測定点の総数， 𝑥𝑖 は Octopus 視野計の測定点 𝑖  に対する実測値としての視感

度であり，(13)式で示される本研究 (研究 1) の要約縮瞳率   (%)の計算法では，
 
(7)′式

で示される Mean Sensitivity (MS ) の計算法を取り入れている。両者ともに各刺激部位

の反応に対して視野全体で相加平均値を算出するが，測定点の総数は相異なっている。 

 本研究 (研究 1) において個体内偏差の数量化が行われる縮瞳率偏差  ( ) では，個体間

変動を示す要約縮瞳率   (%)の計算値を計算式の中に組み入れ，刺激部位における反応の

凹凸の程度を個体内で捉えた。視野の凹凸の程度においても，Octopus 視野測定では，視

野障害を捉えるために，Loss Variance (LV ) という評価指標が既に搭載されており，そ

の計算式を Mean Defect (MD ) の計算式とともに以下に示す。 

                                     

                                    

 ここで 𝑚 は測定点の総数， 𝑥𝑖  は Octopus 視野計の測定点 𝑖 に対する実測値としての視

感度，𝑧𝑖 はその年齢別正常値である。Loss Variance (LV ) の計算過程では，まず (8)′

式において Mean Defect (MD) の計算が行われ，全体的な視感度の低下が捉えられる。Mean 

Defect (MD) は各測定点の実測値において同年代の年齢別正常値からの欠損量を相加平

均した値である。次に (8)′式で計算された同じ値の Mean Defect (MD) がすべての測定

点の年齢別正常値に対して一律に減算され，この算出値と各測定点の実測値との差を求め

た上で，すべての測定点に対してその差の平方和が求められ，最後にそれが測定点の総数

によって除される。ここで算出された値 Loss Variance (LV ) では局所的な視感度の低下

が捉えられるが，その計算過程は (9)′式において示される。また (9)′式は Flammer 12)

が報告している(9)式とは若干異なり，(9)式の 𝑚− 1 を測定点の数 𝑚 に置き換えている。 

すなわち，Loss Variance (LV ) では，刺激部位に対する視野の凹凸の数量化が行われ，

この点では(16)式で示される縮瞳率偏差  ( ) の算出と共通している。一方で，両者の計

算目的および計算方法は大きく異なっている。本研究 (研究 1) の測定対象はすべて健常

眼であったが，(13)式で計算される要約縮瞳率   (%)の解析結果においても大きな個体間

変動が認められることが明らかにされ，この特性は先行研究においても既に報告されてい

る 20～24,27,44)。その新たな解決策を見いだすために，本研究 (研究 1) では健常眼における

瞳孔視野の個体間変動の特性を踏まえ，各眼に固有の代表値が存在することを前提とした

新たな標準化法を考案した。この標準化処理では，統計解析により健常被検者全体の特性

としての妥当性が証明された解析値を利用し，個体における代表的な反応値を算出し，そ

の反応値を基準として個体の測定値自体を相対的に捉える数量化を行った。すなわち，統

計解析により求められた各刺激部位の縮瞳率の個体間平均値および標準偏差を解析値とし 
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て利用し，(14)式，(15)式により換算縮瞳率 𝑇 ( ) (%) (𝑘 = 1, 2, ⋯  , 21) を個体の代表的

な反応値として算出し，その算出値を基準として実測値としての縮瞳率を相対的に捉え，

(16)式で示される縮瞳率偏差  ( ) を算出した。本研究 (研究 1) の標準化処理は瞳孔視野

の特性を踏まえた上で行うという観点から，Octopus 視野測定の Loss Variance (LV ) の

計算式の(9)′式で行われる各刺激部位の反応値から一律に同じ値を減算する処理は行っ

ていない。 

 

(3) 要約縮瞳率と縮瞳率偏差の課題と可能性 

本研究 (研究 1) では，個体の反応の程度を捉える評価指標として要約縮瞳率を考案し，

その算出値に基づいて視野の凹凸を捉える評価指標として新たに縮瞳率偏差を考案した。 

Asakawa ら 33) は，視野障害を有する患者に対して瞳孔視野測定と Humphrey 視野測定の

両方を行った。 その解析では，縮瞳率のカットオフ値を全測定点に対して 10 段階で設定

し，瞳孔視野測定で求められた縮瞳率の値がこれらの段階の各測定点のカットオフ値と比

べて大きい点および小さい点の数を求め，それらの結果と Humphrey 視野計で測定された視

野障害の検出結果との比較照合を行っている。瞳孔視野の個体間変動および個体内偏差の

影響が示唆され十分な成果が得られなかったと報告しているが，それに対する解決策ある

いは解決に向けた数量化法については具体的な明示を行っていない。縮瞳率は瞳孔視野測

定の評価において有用な 1 つの評価指標であると考えられるが，縮瞳率の単独利用による

評価では縮瞳率の個体間変動が大きいという特性のために，視野障害の評価では自ずと限

界が生じてしまう。本研究 (研究 1) の縮瞳率偏差の考案では，この評価上の問題を緩和

していくことを目的に含め，個体内偏差の数量化を行った。 

個体の視野の凹凸が示される本研究 (研究 1) の縮瞳率偏差において，57 眼の統計解析

の結果は両眼とも標準偏差が個体間平均値に対して 3 分の 1 以上の値であったが，分布の

正規性は示されなかった。その主たる要因として，視野の凹凸が大きい時は要約縮瞳率自

体に反応値としての十分な信頼性はなく，それを用いて算出を行う縮瞳率偏差ではその影

響がさらに及んだと考えられる。すなわち，健常眼において瞳孔視野のノイズ成分の数量

化が行われていると考えてほとんど問題はなく，測定法の改善を含めてその平均値および

ばらつきを小さくする手法が必要となる。また瞳孔視野測定の測定値は，同一被検者に対

する複数回の測定においても測定間で大きく変動する可能性が示唆される。これについて

は，再現性テストを行い，縮瞳率における変動の特性を詳細に観察した上で検討していく

必要がある。 

また Maeda ら 27) は，緑内障性視野障害を有する患者 4 名に対して瞳孔視野測定を行い，

縮瞳率における局所的な視感度の低下を報告している。これは視野障害における視野の凹

凸の評価にもあたり，本研究 (研究 1) の縮瞳率偏差とも関係している。 
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本研究 (研究 1) では瞳孔視野測定の新しい評価法の考案と同時に，健常若年者の瞳孔 

反応において縮瞳率偏差が要約縮瞳率と独立的な関係性にあることが証明された。すなわ

ち両評価指標間には相関関係がなく，個体内偏差を示す縮瞳率偏差は同一個体内において

単独の要約縮瞳率の値からだけでは概算できないことが明らかにされた。これは個体の瞳

孔視野を従来の 2 倍以上の情報量により評価できる方法が考案されたことに他ならない。

さらに縮瞳率偏差は，各刺激部位の縮瞳率の統計解析および要約縮瞳率の数量化に基づい

て考案されている。したがって本研究 (研究 1) における 2 つの評価指標の考案は，眼科

臨床において加齢による変化や病的変化に対する 2 次元的追跡評価の可能性を示唆し，そ

の利用法の検討次第でさらに的確な瞳孔視野の評価につながると考えられる。 
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第３章 研究２ 

個体内偏差を定量的に捉える瞳孔視野測定の評価法における緑内障性視野 

障害の検出力 

 

第１節 緒論 (研究２) 

瞳孔視野測定の研究では個々の視野障害を有する患者の反応特性について検討が行われ

ている。Asakawa ら 33) は，視野障害を有する患者に対して瞳孔視野測定と Humphrey 視野

測定の両方を行い，結果を測定間で比較した上で，両測定が視野障害の検出において補完

的な関係にあることを見いだしている。Wilhelm ら 49) は，網膜電位では検出できなかった

視野障害の反応を瞳孔視野測定時の反応において見いだしている。両研究では，他の評価

法との比較により，瞳孔視野測定は視野障害を有する患者の他覚的評価において有用であ

ることを示している。その一方で，個体間変動の問題を含めて健常者の瞳孔視野を十分に

解析しておらず，臨床データの解析はその上での比較および検討には至っていない。浅川

ら 44)は，健常者の縮瞳率について年代別の検討を行い，瞳孔視野の個体間変動が大きいと

いう特性も含め，瞳孔視野は加齢による影響が認められないという見解を既に導き出して

いる。しかしこの両研究 33,49)の臨床データの解析では浅川ら 44)の研究報告において解明さ

れた知見が十分に活かされているとは考え難い。この両研究 33,49)の位置づけは，研究 1 の

緒論において既に述べた。 

 研究 1 では，健常若年者 57 名の両眼 114 眼に対して対光反射を測定し，その解析結果に

基づき個体間変動および個体内偏差を定量的に捉える瞳孔視野の新しい評価法を考案した。

個体間変動において要約縮瞳率を考案し，個体の代表的な反応の数量化を行った。個体内

偏差において縮瞳率偏差を考案し，刺激部位における反応の凹凸の数量化を行った。この

縮瞳率偏差の考案は，刺激部位の縮瞳率の解析結果および個体間変動を示す要約縮瞳率の

数量化に基づいて行っている。さらに縮瞳率偏差は要約縮瞳率と独立的な関係性にあるこ

とが証明された。したがって研究 1 では，Asakawa ら 33) ，Wilhelm ら 49)の研究では解決さ

れなかった瞳孔視野の個体間変動が大きいという問題を踏まえた上で，各刺激部位の縮瞳

率を反応指標とした上で健常若年者の瞳孔視野測定の測定値の解析を行い，瞳孔視野測定

検査の実用化に向けた 1 つのアプローチを提示することができた。その一方で研究 1の段

階では，瞳孔視野測定の評価法の考案の本来の目的である緑内障性視野障害の検出力の評

価は行われていない。 

そこで本研究 (研究 2) では高齢者眼に対して行った瞳孔視野測定の測定結果を利用し，

研究 1 で考案した瞳孔視野測定の新しい評価法において緑内障性視野障害の検出力を検討

するスクリーニング実験を行った。 
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第２節 方法 (研究２) 

(1) 対象 

分析対象は，屈折異常以外に眼疾患のない年齢 64～88 歳 (76.0±6.3 歳，平均年齢±標

準偏差，以下同様) の健常高齢者 40 名 (男性 13 名，女性 27 名) の 46 眼 (左眼 21眼，右

眼 25 眼) と，Octopus 視野検査ならびに眼底所見から眼科専門医によって緑内障と確定診

断された年齢 50～99歳 (78.0±12.4歳) の緑内障高齢者 21例 (男性 9例，女性 12例) の

29 眼 (左眼 14 眼，右眼 15 眼) であった。すなわち，6 名では健常高齢者としてその両眼

が分析対象となり，8 例では緑内障高齢者としてその両眼が分析対象となった。本研究 (研

究 2) のすべての測定眼では，眼内レンズ挿入術の施行により無着色眼内レンズが挿入さ

れ，その矯正視力は 1.0 以上であった。 

 

(2) 測定機器および測定条件 

本研究 (研究 2) の瞳孔視野測定において，測定機器および測定条件は研究 1 と同様で

あった。すなわち，前田 28) が開発した液晶ディスプレイを利用した瞳孔視野計を用いて

測定し，45，135，225，315 度方向の偏心度 0，5，10，15，20，25 度の計 21 か所に対し

て光刺激をランダムに 2 回ずつ提示した (図 8，27 頁参照)。光刺激は白色円形，刺激サイ

ズは直径 4 度，刺激輝度は 350 cd/m2に設定した上で，1 周期 100 msec の矩形パターンを

4 周期繰り返した。 

 

(3) 対光反射の分析と縮瞳率の算出 

本研究 (研究 2) において対光反射の分析および縮瞳率の算出に用いた方法は，研究 1

と同様であった。すなわち，C 言語によるプログラミング処理を用いて，瞬目等のアーチ

ファクトの除去の上，縮瞳率の算出を行った。対象の高齢者眼 (健常高齢者群と緑内障高

齢者群の両群) の縮瞳率を 𝐶   (%) として，縮瞳率 𝐶   (%) は研究 1 と同様に刺激提示時の

瞳孔径を 𝑎 (mm)，最大縮瞳時の瞳孔径を 𝑏 (mm) としたとき， 

                       

で表される(11)式と同様の縮瞳率の計算式を用いて算出を行った。左眼あるいは右眼の縮

瞳率において，21 か所すべての刺激部位に対して算出を行った。 

  

(4) 緑内障性視野障害検出のためのスクリーニング指標の算出 

 本研究 (研究 2) では，緑内障性視野障害の検出力の評価にあたり，健常高齢者群 46 眼

および緑内障高齢者群 29 眼の計 75 眼の対光反射の測定結果に対するスクリーニング指標

を要約縮瞳率，縮瞳率偏差，縮瞳率偏差/要約縮瞳率の 3 指標として，それらを定量的に捉 

  



45 

 

え，両群の分布について確認を行った。本研究 (研究 2) における要約縮瞳率および縮瞳

率偏差の計算方法の多くは，研究 1 の方法と共通している。しかし，高齢者眼に対して健

常若年者眼の統計解析値を利用するなどの若干の違いがあり，以下にその具体的な計算法

を示す。 

要約縮瞳率は，まず対象眼 (左眼あるいは右眼) の 21 か所の各刺激部位の縮瞳率を𝐶  

(%) として，刺激部位が 5 度から 25 度に偏心するに従い昇順に，左眼 45 度方向 (右眼 135

度方向) では 𝐶 ,1 , 𝐶 ,2 , ⋯ ,   𝐶 ,  (%)，左眼 135 度方向 (右眼 45 度方向) では 𝐶 ,  ,   

𝐶 ,  , ⋯ , 𝐶 ,10 (%)，左眼 225 度方向 (右眼 315 度方向) では 𝐶 ,11 , 𝐶 ,12 , ⋯ ,  𝐶 ,1  (%)，

左眼 315 度方向 (右眼 225 度方向) では 𝐶 ,16 ,  𝐶 ,17 , ⋯ ,   𝐶 ,20 (%) と付番し，中心 0 度

の刺激部位では 𝐶 ,21 (%) とした。対象眼 (左眼あるいは右眼) の要約縮瞳率    (%) は，

対象眼 (左眼あるいは右眼) の縮瞳率 𝐶 , (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) を用いて，研究 1の(13)

式と同様の方法で 

                      

により相加平均値を算出した。 

縮瞳率偏差では，スクリーニングの対象とした高齢者眼 (左眼あるいは右眼) の要約縮

瞳率の標準得点   (  ) において，要約縮瞳率の個体間平均値     (%) および標準偏差    

を用いて， 

                                               

により算出した。 

ここで個体間平均値     (%) および標準偏差    は，研究 1 の健常若年者の両眼 114 眼の

要約縮瞳率   (%)に対する統計解析値とした (表 4，47 頁参照)。この処理では，研究 1 の

健常若年者における 21か所の刺激部位の縮瞳率  𝐶  (%)(𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) においても両

眼間で網膜部位を対応させて統計解析値を求めておく必要があり，上記の縮瞳率 𝐶 , (%) 

 (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) の決め方に基づき，右眼の付番を左眼の刺激部位の縮瞳率 𝐶  (%) 

 (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21)  の付番に 1 対 1 で対応させて，両眼 114 眼に対して各刺激部位の縮瞳

率の個体間平均値  𝑘(%)および標準偏差  𝑘 (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21)  の算出を行った (図 14，46

頁参照)(表 4，47 頁参照)。  

換算縮瞳率 𝑇 , (  ) (%) の付番は，21 か所すべての刺激部位において対象眼 (左眼ある

いは右眼) の縮瞳率  𝐶 ,  (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) の付番と 1 対 1 で対応させ，(19)式で計

算された標準得点   (  ) に対して，健常若年者の両眼 114 眼の統計解析値である各刺激

部位の縮瞳率の個体間平均値  𝑘(%)および標準偏差  𝑘 (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21)  を用いて，  
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図 14 両眼間で網膜部位を対応させた 114 眼の縮瞳率の解析結果 

スクリーニングにおける解析値の利用にあたり，健常若年者 57 名の両眼 114 眼の縮瞳率

の解析結果を示す。研究 1 で両眼間の対称性が示されたため，21 か所の刺激部位において

両眼間で網膜部位を対応させて縮瞳率の算出を行った。○は上半視野の縮瞳率の個体間平

均値 (破線は 1 標準偏差)，●は下半視野の縮瞳率の個体間平均値 (実線は 1 標準偏差) で

ある。縦軸は縮瞳率，横軸は刺激部位の偏心度を示す。縮瞳率は刺激部位が網膜中心窩を

起点として偏心するに従い単調減少した。刺激部位間の変動について，標準偏差は 5.9～

7.3，個体間平均値は 16.4～28.9%であった。 
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表 4 両眼 114 眼における縮瞳率と要約縮瞳率の統計解析値 
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により算出した。 

対象眼 (左眼あるいは右眼) の縮瞳率偏差   (  ) は，対象眼 (左眼あるいは右眼) に 

おいて(20)式で計算された 21 か所の各刺激部位の換算縮瞳率  𝑇 , (  ) (%) および実測値

としての縮瞳率  𝐶 ,   (%) (𝑘 = 1,2, ⋯ , 21) を用いて， 

           

により，縮瞳率偏差   (  ) を算出した。 

 

 

第３節 結果 (研究２) 

(1) 縮瞳率の分析結果 

図 15 (50 頁参照) は各刺激部位の縮瞳率の分析結果を示すが，その個体間平均値およ

び標準偏差の算出は両眼間で網膜部位を対応させた上で行っている。Ｎ (n=46) は健常高

齢者群 46 眼 (左眼 21 眼，右眼 25 眼) の縮瞳率であり，Ｇ (n=29) は緑内障高齢者群 29

眼 (左眼 14 眼，右眼 15 眼) の縮瞳率である。 

 

(2) 要約縮瞳率の分析結果および健常若年者 114 眼との比較 

 健常高齢者群 46 眼の要約縮瞳率は 17.4±4.2%であり，その分布は正規性が示された (p 

=0.772)。緑内障高齢者群 29 眼の要約縮瞳率は 13.1±3.6%であり，その分布は正規性が示

された (p =0.198)。要約縮瞳率はこの両群間で等分散性が示され (p =0.382)，その平均

値は，健常高齢者群は緑内障高齢者群に比べて有意に高かった (p <0.001)。表 4 (47 頁参

照) に示される研究 1 の健常若年者 114 眼 (以下，健常若年者群とする) の要約縮瞳率 

(20.5±5.9%) と本研究 (研究 2) の健常高齢者群 46 眼の要約縮瞳率の比較において，分

散は両群間で等分散性が示されず (p <0.05)，要約縮瞳率は健常若年者群が健常高齢者群

に比べて有意に高かった (p <0.001)。 

 

(3) 縮瞳率偏差の分析結果 

健常高齢者群 46 眼の縮瞳率偏差は 1.9±0.5%であり，正規分布ではないことが示された

(p <0.05)。緑内障高齢者群 29 眼の縮瞳率偏差は 2.1±0.7%であり，その分布は正規性が

示された (p =0.262)。縮瞳率偏差はこの両群間で等分散の傾向が示され (p =0.059)，そ

の平均値は両群間で有意な差がなかった (p =0.166)。 
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(4) スクリーニング 3 指標の分布および ROC 曲線 

緑内障性視野障害の検出力の検討において，高齢者眼 75 眼 (健常高齢者群 46 眼，緑内

障高齢者群 29 眼) の対光反射の測定結果に対するスクリーニング指標を，要約縮瞳率    ，

縮瞳率偏差   (  ) ，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    の 3 指標とし，それぞれを定量

的に捉えた。図 16 (51 頁参照) は各指標の分布を示し，図 17 (52 頁参照) は各指標の ROC

曲線の結果を示す。代表的な感度および特異度の具体的な数値では，3 指標間で同一とな

る感度優位の値 (89.7%) および特異度優位の値 (89.1%) を定め，その上で各指標におけ

る感度と特異度のデータセットを 3 組ずつ示した。要約縮瞳率    と比較すると縮瞳率偏

差   (  ) では，緑内障高齢者群の分布が健常高齢者群の分布に対して正の方向へシフト

した。縮瞳率偏差   (  ) と比較すると，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    では，緑内

障高齢者群の分布がさらに正の方向へシフトした。 
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図 15  健常高齢者群 46 眼および緑内障高齢者群 29 眼の縮瞳率の解析結果 

スクリーニングの対象とした高齢者眼計 75 眼の縮瞳率の解析結果を示す。N (n=46) は

健常高齢者群 (normal aged group）46 眼，Ｇ (n=29) は緑内障高齢者群 (glaucoma aged 

group) 29 眼の反応であり，○は上半視野の縮瞳率の個体間平均値 (破線は 1 標準偏差)，

●は下半視野の縮瞳率の個体間平均値 (実線は 1 標準偏差) である。縦軸は縮瞳率，横軸

は刺激部位の偏心度を示す。両群とも縮瞳率は刺激部位が網膜中心窩を起点として偏心す

るに従い単調減少した。刺激部位間の変動について，健常高齢者群では標準偏差は 4.5～

5.3，個体間平均値は 13.7～25.3%であり，緑内障高齢者群では標準偏差は 3.6～5.0，個体

間平均値は 9.8～20.5%であった。 
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図 16  各スクリーニング指標における高齢者眼の眼数分布 

要約縮瞳率    ，縮瞳率偏差   (  ) ，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    の 3 指標にお

ける眼数分布である。いずれも●は健常高齢者群 46 眼，○は緑内障高齢者群 29 眼の分布

である。縦軸は眼数，横軸は各指標において研究 1 の健常若年者 114 眼の統計解析値とし

ての    ,  ( ) ， ( )/     に対する標準得点 (z score) であり，その階級間隔 0.4 に対

する値を示す。 
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図 17  各スクリーニング指標に対する ROC 曲線と感度，特異度の具体的な数値 

 要約縮瞳率    ，縮瞳率偏差   (  ) ，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    の 3 指標おけ

る ROC 曲線と感度，特異度の具体的な数値をカットオフ値とともにを示す。カットオフ値

の z の値は，各指標において研究 1 の健常若年者 114 眼の統計解析値としての   ， ( ) ，

 ( )/     に対する標準得点 (z score) であり，図 16 の横軸の標準得点に対応する。 
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第４節 考察 (研究２) 

(1) 本研究 (研究 2) で用いたスクリーニング指標の特性 

 本研究 (研究 2) では研究 1 で考案した瞳孔視野測定の評価指標，すなわち個体間変動

を示す要約縮瞳率および個体内偏差を示す縮瞳率偏差について緑内障性視野障害の検出力

を検討するために，高齢者眼 (健常高齢者群および緑内障高齢者群) の瞳孔視野測定の測

定結果を用いてスクリーニング実験を行った。 

 Carle ら 47)は緑内障性視野障害の検討にあたり，刺激提示時瞳孔径と最大縮瞳時瞳孔径

の差分値にあたる縮瞳量 (Carle ら 47)は自らの研究報告で Amplitude と定義)，刺激提示時

瞳孔径と最大縮瞳時瞳孔径の差分値の1 / 𝑒 倍 (𝑒 = 2.71828⋯ ) すなわち対光反射時の

縮瞳および散瞳において刺激提示時を基準とした瞳孔径の変動が縮瞳量の約 0.37 倍 に達

した 2 時点での時間間隔 (同じく Width と定義)，刺激提示時と最大縮瞳時との時間間隔に

あたる潜時 (同じく Time to Peak と定義) を指標に用いてスクリーニング実験を行ってい

るが，評価指標としての妥当性にあたる指標間の相互独立性については検証を行っていな

い。またＳＮ比 (signal to noise ratio) の高い指標を探索的に見いだす観点が重要視さ

れており，瞳孔視野のノイズと考えられる成分の数量化は行われていない。 

 それに対して本研究 (研究 2) では，研究 1 において瞳孔反応の凹凸の度合を個体内偏

差と捉え，それを新たに縮瞳率偏差と定義した上でその数量化を行った。各刺激部位の縮

瞳率およびその刺激部位間の平均値である要約縮瞳率を信号（signal）成分とすると，そ

れに対する縮瞳率偏差は広い意味でのノイズ (noise) 成分に相当すると考えられる。さら

に研究 1 の結果では，健常眼の測定結果では縮瞳率偏差が要約縮瞳率に対して独立的な関

係にあることが示された。本研究 (研究 2) の緑内障性視野障害の評価法は健常眼におい

てこれらの特性が解明された要約縮瞳率，縮瞳率偏差をスクリーニングの評価指標として

用いており，その点が Carle ら 47)の評価法と大きく異なっている。また光刺激の特性にお

いても，研究 1 および本研究 (研究 2) の瞳孔視野測定で用いた光刺激はそのすべてが直

径にして視角 4 度の円形刺激であり，視角 5 度で等間隔に配置され，さらに輝度は 350cd/m2

であり刺激部位間で一定であった。これらの視角および輝度の設定値は，瞳孔視野計の開

発にあたり前田 28)が妥当性を検証した設定値と同じ値あるいは比較的近接した値に設定

されている。そのため，研究 1 および本研究 (研究 2) では，縮瞳率において示される瞳

孔視野測定の測定値の意味理解を容易に行うことができる。 

  

(2) 各スクリーニング指標に示された分布特性と ROC 曲線の結果 

 本研究 (研究 2) において評価対象としたスクリーニング指標は，要約縮瞳率    ，縮瞳

率偏差   (  ) ，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    の 3 指標であった。 

要約縮瞳率    を指標とした時には，感度 72.7%，特異度 71.7%という結果が得られた。 
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瞳孔視野測定の測定値のスクリーニングにおいて，従来通りに要約縮瞳率のみを単独利用

して得られた結果は，瞳孔視野の個体間変動が大きいこと，あるいは緑内障性視野障害に

おいて視野全体で視感度の低下が生じていることのいずれかが影響していることまでは特

定できる。しかしながら要約縮瞳率の単独利用のスクリーニング結果それ自体は，この両

者のどちらの影響であるかを判別できる根拠にはなっていない。 

これについての検討も兼ねて，本研究 (研究 2) では研究 1 で既に考案した瞳孔反応の

凹凸を捉える縮瞳率偏差を新たな評価指標に加えて視野の他覚的評価を行った。その結果

において，縮瞳率偏差   (  ) による評価では，要約縮瞳率    による評価に比べてスクリ

ーニングの精度が低下した。縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    による評価では，縮瞳率

偏差   (  )  による評価に比べて，スクリーニングの精度に向上が示された。この時の要

約縮瞳率    およびに縮瞳率偏差   (  ) の分布において，個体の代表的な反応を示す要約

縮瞳率は，緑内障高齢者群が健常高齢者群に比べて有意に低かった。その要約縮瞳率と比

較した時の縮瞳率偏差では，緑内障高齢者群の分布が健常高齢者群の分布に対して正の方

向へシフトした。さらに研究 1 では，健常若年者の瞳孔視野測定の測定値の分析結果にお

いて，要約縮瞳率と縮瞳率偏差が独立的な関係にあることが既に証明されている。したが

って本研究 (研究 2) の高齢者眼では，要約縮瞳率の数値に示される視野全体での視感度

の低下が視野障害に関係していることが示唆され，それを示す 1 つの根拠として，本研究 

(研究 2) のような縮瞳率偏差の分布の結果が得られたと考えられる。 

 

(3) 縮瞳率偏差およびその利用法の課題と可能性 

 スクリーニング指標として定量的に捉えた縮瞳率偏差は，視野障害時に認められる局所

的な視感度の低下を定量的に捉えることを目的として研究 1 で新たに考案した瞳孔視野指

標である。本研究 (研究 2) の結果において，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  )/     の分布

では，カットオフ値を感度優位に設定したとき，健常高齢者群においても緑内障高齢者群

に匹敵する値をとる結果が数多く存在した。その主たる要因の 1 つに健常眼の瞳孔視野に

おいて再現性の成分が混入したことが考えられる。 これに代表される要因の作用も見通し

て，研究 1 における縮瞳率偏差の数量化の意味およびその臨床的妥当性を重要視する観点

を十分に踏まえた上で，視野障害の検出力をさらに高めていくための評価法を今後検討し

ていく必要がある。 

 本研究 (研究 2) のスクリーニングでは健常若年者の瞳孔視野測定の統計解析値を用い

たが，それに関する統計解析の結果において，健常若年者群 114 眼の要約縮瞳率は健常高

齢者群 46 眼に比べて有意に高かった。一方で浅川ら 44)は，瞳孔視野測定において縮瞳率

を年代別に検討し，加齢による影響は認められないと結論づけている。そのため，両研究

の報告では相異なった解析結果が得られたと解釈することは可能である。しかし浅川ら 44) 
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の対象では，最も高齢な測定群 (眼数 20眼，平均年齢±標準偏差 54.4±3.2 歳，範囲 50

～59 歳) においても被検者の年齢が 60 歳を超えておらず，本研究 (研究 2) で対象とした

健常高齢者群 (眼数 46 眼，平均年齢±標準偏差 76.0±6.3 歳，範囲 64～88 歳) の年齢と

比べて年齢層に若干の違いがある。また，瞳孔視野測定の刺激部位，刺激サイズ，刺激輝

度，部位数の違いが測定値の解析結果の違いとして示されたことも十分に予測される。さ

らに縮瞳率は，研究 1 および本研究 (研究 2) のいずれにおいても視野中心から偏心する

に従い単調減少し，刺激部位を問わずその個体間変動は大きいが，標準偏差では刺激部位

間で大きな差が生じないことが既に実証されている。したがってその意味においては，浅

川ら 44)が報告した瞳孔視野測定の測定値では加齢による影響が認められないという瞳孔

視野の特性は，本研究 (研究 2) の解析結果おいても支持されていることに他ならない。 

 本研究 (研究 2) のスクリーニングは，研究 1 の健常若年者の測定結果に基づく具体的

な統計解析値 (表 4，47 頁参照) を利用した上で行った。その長所は，指標算出の際に用

いなければならない統計解析値において，上記に述べたように瞳孔視野の本質的な特性に

大きな違いがないことが実証されている場合には，本研究 (研究 2) の計算法のように健

常若年者眼の統計解析値をそれとは年齢層が異なる高齢者眼のスクリーニングにおいても

利用することが可能であり，縮瞳率の標準偏差は刺激部位間で大きな変動が生じないとい

う瞳孔視野測定の測定値の特性，スクリーニングの計算プロセスでの利用の簡便性の両面

において大きな問題が生じないことがある。その一方で本研究 (研究 2) の健常眼の縮瞳

率の統計解析に示された具体的な数値としては，浅川ら 44)の報告とは異なった結果が得ら

れたことからも，測定では刺激特性を統一しておくことに十分に配慮し，それぞれの瞳孔

視野計において測定された瞳孔視野計独自の健常眼の統計解析値をデータベースとして確

保した上で，スクリーニングを行うことが必要不可欠なのは言うまでもない。 

 研究 1 と本研究 (研究 2) では瞳孔視野測定の新たな評価法を検討してきたが，眼科臨

床において，視細胞の重篤あるいは重度の障害で視覚を失った者でも時折対光反射が過敏

になることがあり，従来の錐体，杆体機能では説明がつかない症例があることが報告され

ており 52)，近年世界レベルのサイエンスにおいてもその強い裏づけが可能となるメラノプ

シンに関する画期的な研究報告が行われた 53,54)。 

以下のメラノプシンに関する記述は，木村 55)の研究報告を引用して説明する。メラノプ

シンは光の波長が 480nm 付近に分光吸収のピークを持つ感光物質であり，網膜神経節細胞

内に存在する。 通常の錐体，杆体の光応答では，光刺激の神経信号への変換が視細胞で行

われ，それが双極細胞などの介在ニューロンを経て神経節細胞に送られるため外因性光応

答と呼ばれている。それに対してメラノプシンにおける光応答では, 神経節細胞内のメラ

ノプシンに基づいて神経信号への変換が直接的に行われ，内因性光応答と呼ばれている。 
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この内因性光応答は，閾値が高く，時間応答性が悪いという特徴を持ち，概日リズムの光

同調や瞳孔径制御などといった非結像性の視機能を可能にしている。さらにこのメラノプ

シンを含む神経節細胞では，内因性光感受性網膜神経節細胞 (ipRGC, intrinsically 

photosensitive Retinal Ganglion Cell) と呼ばれることも多い。研究の被体は動物だけ

に限らず，ヒトおよびその両者を対象とした研究も多く進められており 56～59)，また視細胞

を失ったマウスにおいて高強度の光刺激を提示すると縮瞳対光反射が認められたという研

究報告 60)も存在し，視野障害を従来通りに対光反射時の視感度の低下のみから説明するこ

とは困難である。 

その点において本研究 (研究 2) で用いた縮瞳率偏差では，局所的な視感度の低下だけ

ではなく局所的な視感度の上昇の数量化も同時に行われている。一方で研究 1 において個

体のベースラインとして設定した要約縮瞳率の個体間変動も大きく，個体の反応量に応じ

たベースラインを個体の反応においていかにして決定を行うのが妥当であり，何を以てそ

の信頼性が確保されるかという難しい問題が存在する。しかしさらなる段階として，瞳孔

視野測定における局所的な視感度の低下，上昇という定性的な概念をいかに解釈して，そ

れをいかにして定量的に捉えるべきかという難しい問題が生じる。いずれにしても瞳孔視

野の個体内偏差を定量的に捉える縮瞳率偏差は，本研究 (研究 2) で行った要約縮瞳率と

の併用も含め，利用法の工夫次第で視野障害の的確な評価につながる可能性は十分に示唆

される。 
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第４章 研究３ 

瞳孔視野測定検査の所要時間の特性評価 

 

第１節 緒論（研究３） 

眼科医療においては緑内障性視野障害の検出を目的とした視野検査が行われる。現在

眼科医療で汎用的に用いられている視野検査の 1つに Humphrey視野測定検査が挙げられ

る。しかしこれを含む従来型の自覚的評価法では，主観的応答が困難な低年齢者，高齢

者，脳疾患の患者に対して容易に適用することが難しいという問題点を抱えている。 

それに対し，瞳孔視野測定検査はこの問題の解決に向けて近年注目されている新たな

視野検査の手法である。設置した複数の測定点において一定輝度の光刺激を提示し，そ

の時に定位反射として生じる瞳孔径の収縮の度合，すなわち縮瞳の度合いを時系列生体

信号で捉え，それを視感度を示す測定値として定量化することができる手法である。視

感度が視野全体において小さいとき，あるいは局所的な視感度の低下がある時は緑内障

性視野障害が疑われる。測定中の固視は必要であるが，被検者は主観的応答を全く行う

必要がなく，固視の状態は比較的保たれやすい。 Humphrey 視野測定検査などの主観的応

答が必要な視野検査は自覚的視野検査と呼ばれるのに対し，この瞳孔視野測定検査は他

覚的視野検査の 1 つとして分類されている。それ以外の代表的な他覚的視野検査として

網膜電図検査や脳波検査が挙げられるが，この両検査では測定の際に手間と負担を要す

る電極装着の手続きを行う必要がある。それに対し瞳孔視野測定検査では，電極装着の

手続きが不要であり，非侵襲的に測定を行える点でも有用である。瞳孔視野測定は眼科

臨床での実用化に向けた瞳孔視野計の開発研究がこれまでにも数多く進められ，また瞳

孔視野測定の測定値の解析結果についてもこれと同時並行で検討されてきた。 

前田 28)は川崎医療福祉大学感覚矯正学科において，液晶ディスプレイを用いた新しい

瞳孔視野計の開発を行った (図 7，21 頁参照)。瞳孔視野測定の測定値の解析結果では個

体間変動が大きいことが先行研究において共通して報告されており 21,23,28,44)，前田 28)の

研究，研究 1 においても同様の解析結果が示された (図 9，31 頁参照)。すなわち瞳孔視

野測定の測定値の特性として，健常眼，緑内障眼，対象眼の年齢を問わず大きな個体差

があることが共通して示されている (図 14，46 頁参照)(図 15，50 頁参照)。これは例え

ば正常値が 4.0～7.3，異常値が 4.0 未満あるいは 7.3 以上という具合に，健康診断の血

液検査の結果判定に示されるような評価基準の確立が困難であることを意味している。

瞳孔視野測定検査の実用化に向けては正常値の具体的な定義および測定値の再現性確保

が，現状では解決には至っていない大きな課題であり，同時にそれが瞳孔視野測定検査

の実用化を阻む大きな要因にもなっている。 
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このことは，現在の瞳孔視野計が研究用の計測機器にすぎず，医療現場全体における

ME機器 39)としての位置づけおよびその社会的認知の遅れとも関係していることが示唆さ

れる。眼科臨床における視野検査として，脳波検査や網膜電図検査が行われるケースが

あるが，この両測定では生体信号の処理法，分析結果の可視化機能，デジタルデータと

しての記録方法および保存方法が多くの ME 機器と同様にある程度確立されており，病院

情報システムとの連携も取りやすい状態にあると考えられる。しかし，脳波検査と網膜

電図検査の両者では，医療現場において数多くの患者を対象に行う視野検査として普及

させていくには現実に即した検査法ではないという問題点も抱えている。 

それに対して瞳孔視野測定検査は，ようやく自動計測が可能になり始めたばかりであ

る。評価基準の確立の問題だけではなく，検査および測定結果の様々な可視化機能，検

査時の患者の苦痛の軽減を配慮したヒューマンマシーンインターフェース，眼科専門医

が確定診断において行う眼底検査の診療支援ツールとしての役割，すなわち DICOM 規格

のシステムに代表されるような画像標準化システム 61)との連携機能，その他カスタマイ

ズ機能や拡張機能等，瞳孔視野計を従来の生体計測の機能のみに限定されない 1 つの医

療情報システムとして捉え，医療の標準化に向けて考案されている診療支援システム

62,63)との連携を図っていく上では，未だ多くの課題が山積みされた状態である。 

そのような現状において，視野障害の検出を目的とした瞳孔視野測定による視野評価 

では，刺激提示時の縮瞳率あるいは縮瞳量を測定値として単独に利用した従来型の評価 

法は，先行研究の結果 33,49)からもほぼ限界に達したと考えられる。 

そこで本研究 (研究 3) に先立ち，研究 1 では前田 28)が開発した瞳孔視野計を用いて, 

健常若年者 57 名の両眼 114 眼の瞳孔視野測定を行った（図 7，21 頁参照）。21 か所の刺

激部位に 2 回ずつ計 42 回の光刺激提示を行い (図 8，27 頁参照)，その解析結果に基づ

いて，実用化に向けた瞳孔視野測定の新しい評価法の考案を行った 50)。考案した評価指

標の計算処理ではまず，瞳孔視野測定の測定値の個体間変動が大きいという特性を踏ま

えた上で，個体独自の代表的な反応値の数量化を行い，それを要約縮瞳率と定義した。

次にこの要約縮瞳率に対して個体独自のベースラインにあたる換算縮瞳率の算出を行い，

さらにそれが実測値の縮瞳率から逸脱している度合いを数量化し，その算出値を縮瞳率

偏差と定義した。瞳孔視野において要約縮瞳率は個体間変動を示す広義の信号成分に相

当し，縮瞳率偏差は個体内偏差を示す広義のノイズ成分に相当する。要約縮瞳率と縮瞳

率偏差の両指標は統計解析において独立的な関係性にあることが示された (図 12，35 頁

参照)。 

この両評価指標の考案は，実際の検査プロセスを想定して瞳孔視野測定の測定値の解

析結果に基づいて行っている。そのため研究 1 では，個々の被検者眼の測定の所要時間

に関するデータも同時に獲得することができた。その際の各眼における瞳孔視野測定で 
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は測定内において計 41 回の刺激提示間間隔があり (図 18，60 頁参照)，それに着目する

ことにより健常若年者の両眼 114 眼の検査の所要時間の算出を行った。検査の所要時間

では，平均時間は 6 分，最短時間は 3 分，最長時間は 12 分という結果が得られた。また

検査の所要時間と縮瞳率偏差との間の相関係数は r=0.074 であり，有意な相関はなかっ

た (p =0.436)。検査の所要時間に関する先行研究において，記述統計量としての検査の

所要時間の全体的な傾向については把握することができた 64)。 

研究 1 における瞳孔視野測定検査では，瞳孔径変動の低周波数成分にあたる瞳孔のゆ

らぎに抑制が生じた瞳孔径のプラトー期を瞳孔視野計に搭載した測定プログラムに検出

させて，その際に即時後続の光刺激の自動出力を行った。これらすべての瞳孔径変動を

時系列生体信号として捉えてその記録を行った  (図 18，60 頁参照)。このプラトー期に

光刺激の提示を行えば，図 6 (19 頁参照)，図 18 (60 頁参照) に示されるようないわゆ

る標準的な波形の縮瞳が生じやすく，精度の高い縮瞳率の測定が可能となる。研究 1 の

測定プログラムのプラトー期では，ある一定の時間内での瞳孔径の最大値と最小値の差

として示される瞳孔径の変動が，光刺激 onset の 2.4 秒後以降において，0.2mm を超える

ことのない微細な瞳孔径の変動に収まり，それが初めて 1.0 秒間持続した期間と定義し

た。これは同時に研究 1 の測定プログラムにおいて，刺激提示間間隔の最小値がこの 2.4

秒と 1.0 秒の和にあたる 3.4 秒に設定されたことに他ならない。 

瞳孔視野測定検査では，光刺激の提示時刻が時々刻々と変化する被検者 (患者) の不

確定な瞳孔のゆらぎの状態により決定されるため，検者および被検者は瞳孔視野測定検

査が終了するまでは検査の所要時間が具体的に何分になるのかを知ることができない。

それが検査の所要時間の個体差の要因にもなっている。検査の所要時間の概算値は，測

定内の刺激提示間間隔の総和を算出することで得られるため，刺激提示間間隔は瞳孔視

野測定検査の所要時間の単なる 1 構成要素であるだけではなく，その特性を捉える上で

は検査の所要時間に匹敵するくらいに重要な構成要素として位置づけられる (図 18，60

頁参照)。 

研究 1 では新たな瞳孔視野指標 50)として瞳孔視野の広義のノイズ成分を示す縮瞳率偏

差の考案を行った。今後予定している緑内障性視野障害の検出力の検討の問題を考慮す

ると，健常若年者眼の縮瞳率偏差では個体差および個体間平均値がさらに小さい値であ

る必要がある。しかし，一部の被検者眼の測定値では極度に大きい縮瞳率偏差の値が得

られ，それが大きな課題として残された。その一方で，研究 1 に基づいて行われた先行

研究 64)においては記述統計量としての検査の所要時間の測定値は結果として示すことが

できたが，検査の所要時間の特性の問題については具体的な解明にまでは至っていない。

しかし実用場面での検査プロセスを想定すると，瞳孔視野測定検査の所要時間あるいは

刺激提示間間隔の特性は，自覚的視野検査とは異なる他覚的視野検査の特性の 1 つとし 
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図 18 瞳孔径の時系列変動に対して定義した刺激提示間間隔 

 左図は瞳孔視野測定検査における瞳孔径の時系列変動の 1 例を実線で示す。右図は左図

の経過時刻 95.6 秒以降を拡大した図であり，光刺激 onset 時以降の 2.4 秒間の瞳孔径の時

系列変動を実線で示す。 

 左図において，縦軸は測定された瞳孔径 (mm)，横軸は測定検査が始まってから経過した

時刻 (秒) である。図の瞳孔径の時系列変動を示す実線において急激に垂れ下がっている

複数の箇所は，被検者の瞬目により生じたアーチファクトである。図では 1 測定において

瞳孔視野測定検査開始時を基準とした経過時刻 40秒から 100秒までを抜粋して示している。

縦線で示す破線は，光刺激 onset 時 (光刺激の提示が行われた時刻) であり，矢印で示す

隣接する破線間の時刻の区間を刺激提示間間隔 (秒) と定義した。この図では 1 測定で行

われた計 42 回の光刺激提示に対し，6 回の光刺激 onset の時刻を示している。この例では

光刺激 onset の時刻は順に 48.5 秒，57.1秒，66.5 秒，74.4 秒，81.4 秒，95.6 秒であっ

た。そのためそれに対する 5 回の刺激提示間間隔は，8.6 秒，9.4 秒，7.9 秒，7.0 秒，14.2

秒と計算される。本研究の測定プログラムではこの刺激提示間間隔の最小値を 3.4 秒に設

定したため，刺激提示間間隔はすべての被検者眼の測定の 41 回 (図はそのうちの 5回)  

すべてにおいて 3.4 秒以上であった。 

 右図は，瞳孔視野測定の測定値である縮瞳率の算出において対象となる反応区間の 1 例

を示す。縦軸は測定された瞳孔径，横軸は光刺激 onset 時を 0 秒としたときの時刻 (秒)

である。 右図はその横軸の 0秒の位置を左図の光刺激 onset時の 1つである経過時刻 95.6

秒に対応させて示した左図の部分的な拡大図でもある。縮瞳率 𝐶 (%)の算出で用いる刺激

提示時瞳孔径  𝑎 (mm) と最大縮瞳時瞳孔径  𝑏 (mm) は図 6 (19 頁参照) と同じように定義

し，それにも対応する。 
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て位置づけられるだけではなく，他の他覚的視野検査の特性との比較という意味でも瞳

孔視野測定検査にやや固有の特性であると示唆され，実用化に向けては解明が行われる

べき対象であると考えられる。 

そこで本研究 (研究 3) では，瞳孔視野測定検査の所要時間の特性抽出に向けて，刺激

提示間間隔についてさらに詳細な解析を行った 65)。各眼の測定内の 41 回の刺激提示間間

隔において，変動係数（標準偏差を平均値で除した値）がより小さい被検者眼，あるい

はその分布の正規性の度合いが大きい被検者眼であるほど，検査の所要時間が短い傾向

にあり，瞳孔視野のノイズ成分を示す縮瞳率偏差の値も小さい傾向にあるという仮説を

立て，この是非について検証を行った。また研究 1 において独自に設定した刺激提示間

間隔の最小値は 3.4 秒であったが，この設定値は瞳孔視野測定の実験者の主観的経験に

基づいている。本研究 (研究 3) の特性上最適値の同定までは不可能であるが，この設定

値に何らかの改善の余地の存在が示唆されるかどうかについても検討を行った。 

 

 

第２節 方法（研究３） 

(1) 対象および測定条件 

検査時間の評価は，研究 1 の測定において既に瞳孔視野計に記録されているデータを利

用した上で行ったため，本研究 (研究 3) における対象および測定条件も研究 1 と同様で

あるが，それを以下に繰り返し示す。 

 分析対象は，屈折異常以外に眼疾患のない年齢 19～26 歳 (20.2±1.1 歳, 平均値±標

準偏差，以下同様) の健常若年者 57 名 (男性 26 名，女性 31 名) で，左眼 57 眼，右眼

57 眼の計 114 眼であった。 

瞳孔視野測定では，前田 28)が開発した液晶ディスプレイを利用した瞳孔視野計を用い

た。すべての光刺激は，白色円形，刺激サイズ直径 4 度，刺激輝度 350cd/m2に設定し，1

周期 100msec の矩形パターンを 4 周期繰り返した。 

光刺激の提示部位は 45 度，135 度，225 度，315 度方向の偏心度 0，5，10，15，20，

25 度の計 21 か所とし，ランダムに 2 回ずつ計 42 回の提示を行った (図 8，27 頁参照)。 

 

(2) 検査の所要時間の解析方法 

 1 回の測定における刺激提示回数が 42回であったため，刺激提示間間隔は計 41 回であ

った。本研究 (研究 3) では検査の所要時間を刺激提示間間隔 41 回に対する平均値を 42

倍した値と定義し，114 眼における検査の所要時間の分布特性について解析を行った。各

眼 (各測定) において， 41 回の刺激提示間間隔における変動係数（標準偏差を平均値で

除した値）および 41 回の刺激提示間間隔の分布の正規性を示す有意確率の算出を行い， 
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この両者のそれぞれで検査の所要時間との間の相関関係の解析を行った。同様にこの両

者のそれぞれでは，研究 1 において考案した瞳孔視野の新しい評価指標であり，瞳孔視

野のノイズ成分として位置づけられる縮瞳率偏差との間の相関関係についても解析を行

った。さらにこれらの解析に対する下位の解析として，変動係数および分布の正規性の

有意確率の両者で，それぞれの 114眼の中央値を基準とし，それよりも大きい 57眼の群，

小さい 57 眼の群のいずれかに割り当てた。その上で検査の所要時間および縮瞳率偏差の

それぞれにおいて，割り当てた両群間での有意差の有無の検討を行った。それらとは別

に，各眼の 41 回の刺激提示間間隔において最小となった値と縮瞳率偏差との間の関係性

を散布図により示し，研究 1 および本研究 (研究 3) の測定で設定した刺激提示間間隔の

最小値 3.4 秒についても検討を行った。 

 

 

第３節 結果（研究３） 

(1) 検査の所要時間の分布 

 対象とした 114眼における検査の所要時間 (平均値±標準偏差) は 5.6±1.5分であり，

その範囲 (最小値～最大値) は 3.3～12.3分であった。また，図 19 (65 頁参照) に示す

ように分布は正に歪曲し，正規分布ではないことが示された (p <0.001)。 

 

(2) 刺激提示間間隔の変動係数と検査の所要時間との関係性 

 対象とした 114 眼において，刺激提示間間隔の変動係数の範囲 (最小値～最大値) は

0.14～1.04，刺激提示間間隔の変動係数と検査の所要時間との間での相関係数は r=0.419

であり，有意な正の相関が示された (p <0.001)(図 20，66 頁参照)。刺激提示間間隔の

変動係数の中央値で 2 群に分けた時，変動係数が小さい 57 眼の群の検査の所要時間の平

均値は 5.2 分，変動係数が大きい 57 眼の群の検査の所要時間の平均値は 6.0 分であり，

両群間では有意差が示された (p <0.001)。 

 

(3) 刺激提示間間隔の変動係数と瞳孔視野のノイズ成分を示す縮瞳率偏差との関係性 

 対象とした 114 眼において，刺激提示間間隔の変動係数と縮瞳率偏差との間での相関

係数は r=0.363 であり，有意な正の相関が示された (p <0.001)(図 20，66 頁参照)。刺

激提示間間隔の変動係数の中央値で 2 群に分けた時，変動係数が小さい 57 眼の群の縮瞳

率偏差の平均値は 2.0， 変動係数が大きい 57眼の群の縮瞳率偏差の平均値は 2.5であり，

両群間では有意差が示された (p <0.001)。 
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(4) 刺激提示間間隔の分布の正規性の有意確率に対する常用対数値と検査の所要時間と

の関係性 

 本研究 (研究 3) において分布の正規性の有意確率に対する常用対数値を例えば有意

水準にあたる p =0.05 に対しては，log10(0.05)＝－1.30 として計算される値として定義

する。対象とした 114 眼の 10.5% に相当する 12 眼 では，刺激提示間間隔において分布

の正規性が示された (p >0.05 あるいは log10(p ) >－1.30)。対象とした 114 眼すべてに

おいて，刺激提示間間隔の分布の正規性の有意確率に対する常用対数値 log10(p ) (以下，

分布正規性確率の常用対数値，と記述する場合あり) の範囲 (最小値～最大値) は－

9.89～－0.57 であり，歪度の範囲 (最小値～最大値) は 0.12～4.59 であった。この対象

とした 114 眼の分布正規性確率の常用対数値と検査の所要時間との間での相関係数は r=

－0.096 であり，相関は有意ではなかった (p =0.309)(図 21，67 頁参照)。分布正規性確

率の常用対数値の中央値で 2 群に分けた時，正規性の度合が弱い (分布正規性確率の常

用対数値が小さい) 57 眼の群の検査の所要時間の平均値は 5.9 分，正規性の度合が強い 

(分布正規性確率の常用対数値が大きい) 57眼の群の検査の所要時間の平均値は 5.3分で

あり，両群間の差では有意傾向が示された (p =0.062)。 

 

(5) 刺激提示間間隔の分布の正規性の有意確率に対する常用対数値と瞳孔視野のノイズ

成分を示す縮瞳率偏差との関係性 

 対象とした 114 眼において，分布正規性確率の常用対数値と縮瞳率偏差との間での相

関係数は r=－0.211 であり，有意な負の相関が示された (p <0.05) (図 21，67 頁参照)。

分布正規性確率の常用対数値の中央値で 2 群に分けた時，正規性の度合が弱い (分布正

規性確率の常用対数値が小さい) 57 眼の群の縮瞳率偏差の平均値は 2.5，正規性の度合

が強い (分布正規性確率の常用対数値が大きい) 57 眼の群の縮瞳率偏差の平均値は 2.1

であり，両群間では有意差が示された (p <0.05)。 

 

(6) 41 回の刺激提示間間隔に対する最小値と瞳孔視野のノイズ成分を示す縮瞳率偏差と

の関係性，9.0 秒未満の刺激提示間間隔の平均回数の解析結果 

 対象とした 114 眼において，刺激提示間間隔の最小値と縮瞳率偏差との間には，図 22 

(68 頁参照) の散布図に示されるような関係性が得られた。 また 9.0 秒未満の刺激提示

間間隔の平均回数において，5.0 秒未満の回数の測定間平均値は 41 回中 10 回であった 

(図 22，68 頁参照)。 

  



64 

 

(7) 刺激提示間間隔の変動係数と刺激提示間間隔の分布の正規性の有意確率に対する常

用対数値との関係性 

 上記に示す本研究 (研究 3) の結果の章の(1)～(6)までの結果を踏まえ，追試解析とし 

て，これまで対象とした 114 眼において刺激提示間間隔の変動係数と分布正規性確率の

常用対数値との間での相関関係の解析を行った。相関係数は r=－0.744 であり，有意な

負の相関が示された (p <0.001)。 
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図 19 瞳孔視野測定検査の所要時間の分布 

 健常若年者の両眼 114 眼において，瞳孔視野測定検査の所要時間の分布を示す。縦軸は

眼数，横軸は瞳孔視野測定検査の所要時間 (分) の測定値である。眼数は検査の所要時間

0 分を基準とし，階級区間 0.2 分に対する値を示す。検査の所要時間の分布は，正規分布

ではないことが示された (p <0.001)。 
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図 20 変動係数と検査の所要時間，変動係数と縮瞳率偏差の関係性 

 健常若年者の両眼 114 眼において，上図は変動係数と 1 回の瞳孔視野測定検査の所要時

間の関係性を示し，下図は変動係数と縮瞳率偏差の関係性を示す。 

横軸はいずれの図も変動係数であり，測定内の 41 回の刺激提示間間隔において標準偏差

を平均値で除した値である。 

上図において，その縦軸は瞳孔視野測定検査の所要時間であり，両変数間には有意な正

の相関が示された (r=0.419, p <0.001)。下図において，その縦軸は瞳孔視野のノイズ成

分を示す縮瞳率偏差であり，両変数間には有意な正の相関が示された (r=0.363, p <0.001)。 
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図 21  分布正規性確率の常用対数値と検査の所要時間，分布正規性確率の常用対数値と縮 

瞳率偏差の関係性 

 健常若年者の両眼 114 眼において，上図は分布正規性確率の常用対数値と 1 回の瞳孔視

野測定検査の所要時間の関係性を示し，下図は分布正規性確率の常用対数値と縮瞳率偏差

の関係性を示す。 

 横軸はいずれの図も分布正規性確率の常用対数値であり，測定内の 41 回の刺激提示間間

隔の分布の正規性の度合を示す。すなわち測定内の 41 回の刺激提示間間隔において，各眼 

(各測定) で分布の正規性の検定を行い，その検定統計量の結果として示された有意確率 p 

(0 < p < 1) に対し，常用対数 log10(p ) を算出した値である。 

上図において，その縦軸は瞳孔視野測定検査の所要時間であり，両変数間の相関は有意

ではなかった (r=－0.096, p =0.309)。下図において，その縦軸は瞳孔視野のノイズ成分

を示す縮瞳率偏差であり，両変数間には有意な負の相関が示された (r=－0.211, p <0.05)。 
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図 22  刺激提示間間隔の最小値と縮瞳率偏差の関係性 

 健常若年者の両眼 114 眼において，上図が測定内の刺激提示間間隔 41 回に対して測定さ 

れた最小値と縮瞳率偏差の関係性を散布図で示す。下表は，最小値に限らない 9.0 秒未満 

の刺激提示間間隔について階級区間を主に 1.0 秒に区切り，その各階級区間における刺激 

提示間間隔の回数を両眼 114 眼の測定間平均値として示す。 

 上図は，縦軸が瞳孔視野のノイズ成分を示す縮瞳率偏差，横軸が測定において各被検者 

眼のゆらぎの状態に依存して生じた刺激提示間間隔の最小値である。本研究 (研究 3) の 

測定プログラムでは刺激提示間間隔の最小値を 3.4 秒に設定した。そのため，上図の横軸 

に示す各眼の測定において示された刺激提示間間隔の最小値 (秒) もすべて 3.4 秒以上で 

ある。 114 眼の解析結果において，縦軸の縮瞳率偏差 (個体間平均値±標準偏差) は 2.3 

±0.8，横軸の刺激提示間間隔の最小値は 4.3±0.7 秒であり，この両変数間には有意な負 

の相関が示された (r=－0.309, p <0.001)。 

 上図と下表に関係し，114 眼のうち 11 眼の被検者眼では 5.0 秒未満の刺激提示間間隔が

41 回中 21 回以上認められた。またその 11 眼の縮瞳率偏差の個体間平均値は 2.6 であり，

対象とした 114 眼の縮瞳率偏差の個体間平均値 2.3 と比べて大きかった。 
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第４節 考察（研究３） 

(1) 統計解析により明らかにされた瞳孔視野測定検査の所要時間の特性 

 測定間において，検査の所要時間は正規分布ではなく，正に歪曲した分布であること

が明らかにされた。測定内において，検査の所要時間の構成要素である刺激提示間間隔

も同様に約 9 割の被検者眼では正規分布ではなく正に歪曲した分布であることが明らか

にされた。すなわち検査の所要時間では，測定間，測定内の両者において，標本全体の

平均値や分散を底上げするくらいに著しく大きな値を取る対象 (被検者眼) や構成要素 

(刺激提示間間隔) が少なからず標本の中に認められる傾向が明らかにされた。 

本研究 (研究 3) では，各眼の測定内の 41 回の刺激提示間間隔において，変動係数が

小さい被検者眼，あるいはその分布の正規性の度合いが大きい被検者眼であるほど，検

査の所要時間が短い傾向にあり，瞳孔視野のノイズ成分を示す縮瞳率偏差の値も小さい

傾向にあるという仮説を立てた。本研究 (研究 3) の相関の解析では，検査の所要時間，

縮瞳率偏差いずれにおいても相関係数 r が 0.500 を超える分析結果は認められなかった。

しかし，分布の正規性の有意確率に対する常用対数値と検査の所要時間との間の相関関

係以外では相関は有意であることが示され，瞳孔視野測定検査の所要時間あるいはその

構成要素である刺激提示間間隔において，穏やかながらも本研究 (研究 3) の仮説で示し

た傾向があることが明らかにされた。 

本研究 (研究 3) では，刺激提示間間隔の変動係数および分布の正規性の度合いという

2 つの変数を新たに位置づけて解析を行ってきた。しかし両変数間の相関係数では，r=

－0.744 (p <0.001) という極めて強い負の相関が示された。したがって，検査の所要時

間あるいは縮瞳率偏差への相関では，刺激提示間間隔の変動係数のみが事実上変数とし

ては強く作用し，分布の正規性の度合いを示す値の作用は変動係数の作用によって包括

されている可能性が考えられる。この両変数間で強い相関が示されたことは，本研究 (研

究 3) の刺激提示間間隔において約 9 割の被検者眼が正規分布ではなくさらに正に歪曲

した分布が示されたことからも裏づけられ，それが 1 つの強い影響因子であったことが

示唆される。 

本研究 (研究 3) では，分布の正規性の度合いの定量化において，分布の正規性の検定

の際に得られた有意確率に対しその常用対数値を求めるという手法を試験的に利用した。

しかしこの手法の汎用性，妥当性，その利用が妥当な対象の具体例などについては今後

深く検討していく必要がある。 

 

(2) 本研究 (研究 3) で設定した刺激提示間間隔の最小値 3.4 秒の妥当性 

 縮瞳率偏差は，刺激提示間間隔の最小値が大きくなるほどそのレンジが小さくなる傾

向が示され，同時にレンジ内での縮瞳率偏差の最大値も抑えられていく傾向が示された。 
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その際に刺激提示間間隔の最小値が 4.5 秒よりも大きい被検者眼は，1 眼を除いたすべて 

で縮瞳率偏差が 3.0 未満であった。また刺激提示間間隔が 5.0 秒未満であった回数は，

測定間平均値として 10 回という結果が得られた。刺激提示間間隔を 3.4 秒から 5.0秒に

設定し直すことにより，本研究 (研究 3) において 5.0 秒未満であった刺激提示間間隔が

仮にそのすべてで 3.0 秒ずつ大きい値になったとしても，測定全体での検査の平均所要

時間の増加は 30 秒に収まる計算になり，大幅な検査の所要時間の延長にはつながらない

と見通すことができる。研究 1 および本研究 (研究 3) の瞳孔視野測定においても，刺激

提示間間隔が短い場合には，先行刺激の物理的強度や網膜神経節細胞の興奮の残存度合

いが，後続の光刺激提示時の瞳孔反応にも少なからず影響を及ぼした可能性が示唆され

る。健常眼において瞳孔視野のノイズ成分を示す縮瞳率偏差の値をさらに抑えて，測定

値の再現性の確保につなげていく意味においても，刺激提示間間隔の最小値を新たに 4.5

秒～5.0 秒に設定し直して，今後はそのときの瞳孔視野の振る舞いについても観察を行う

必要がある。 

 

(3) 考えられる解析結果の臨床的利用法 

 先行研究においては，瞳孔視野のノイズ成分を示す縮瞳率偏差と瞳孔視野測定検査の

所要時間 (測定内の刺激提示間間隔の平均値) との間には相関がなく，両変数間では独

立的な関係性が示された 64)。しかし本研究 (研究 3) において検査の所要時間の詳細な

解析を行うことにより，各被検者眼の特性として測定内では刺激提示間間隔の変動が小

さいこと，刺激提示間間隔が一定量確保されていることが，縮瞳率偏差および検査の所

要時間に少なからず関係していることが明らかにされた 65)。 

 本研究 (研究 3) では検査の所要時間に注目し，瞳孔視野測定検査の特性について検討

を行った。他覚的視野検査の 1 つである瞳孔視野測定検査は，従来型の自覚的視野検査

とは異なり，検者 (測定者) の測定技術の差が検査結果に大きな影響を及ぼすとは考え

難い。その一方で，本研究 (研究 3) の解析結果からも，瞳孔視野測定検査では検査の所

要時間のばらつきの問題も含めて，検査の完全な自動化だけでは解決ができない特性の

ほうが相対的に多くあると考えられる。被検者眼の個別特性に従属し解決には至らない

要因の存在も示唆されるが，一定量の刺激提示間間隔を確保した上で測定検査を実施し，

検査の所要時間において標準得点 (z score) が±2.0 のときの解析結果などを基準デー

タとしてマスタファイルに確保し，検査前にそれを提示する取り組みは有用になると考

えられる。 

検者が瞳孔視野測定検査の特性や被検者眼の瞳孔反応の個別性を正確に理解すること

は，近年医療現場で様々な自動化が進められていくなかでは見逃されやすい傾向にある

観点の 1 つとして位置づけられ，瞳孔視野測定検査の実用化ではとりわけ重要な観点に 
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他ならないことが本研究 (研究 3) の結果において明らかにされた。その知識の普及によ

り測定値の信頼性や再現性の向上につながるだけではなく，医療専門職自らの技術，知

識，経験を十分に活かした意思決定 66)に基づいた上で行われる通常の医療現場で求めら

れるような迅速でかつ円滑な検査の実施，さらには再検査および検査の中断の妥当な判

断にもつながっていく可能性が示唆される。 

 

(4) 健常若年者の解析結果を高齢者の検査に適用していく上での今後の課題 

 本研究 (研究 3) では，健常若年者の瞳孔視野測定検査の所要時間について評価を行っ

た。その一方で，高齢者の測定では生体信号のゆらぎやアーチファクトの混入が若年者

の測定と比べて少ないことが示唆され，その場合は同一の測定プロトコルにおいても若

年者と高齢者の間で検査の所要時間に有意な差が生じる可能性を想定しておく必要があ

る。これに関しては，瞳孔視野測定検査が研究としての検査実験か現場での臨床検査で

あるかを問わず，高齢者の検査の所要時間についても様々なデータ収集が容易にでき，

その解析が容易に行える具体的なデータベースシステムの構築法についても今後検討し

ていく必要がある。 

瞳孔視野測定は他覚的評価法という特性ゆえに，その実用化が望まれる対象者が高齢

者を中心とした主観的応答が困難な患者であることは今後も変わることはないと考えら

れる。そのためには健常若年者を対象とした検査実験において，検査実験に対する内省

報告をできる限り多く収集する作業を並行して行い，その内容に基づき，すべての被検

者が不自由することなく瞳孔視野測定検査を受けられるような検査インターフェースを

構築することが今後ますます必要とされてくる。この観点は研究者側や瞳孔視野計の開

発者側にもよりいっそう求められてくることになると考えられる。 
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第５章 研究４ 

対光反射時の瞳孔筋運動に基づく瞳孔反応波形のモデル式の考案 

 

第１節 緒論（研究４） 

 研究 2 および研究 3 では，過去の研究報告の結果および研究 1 で得られた瞳孔視野測定

の解析結果に基づき，その個体間変動が大きいという特性について検証してきた。研究 1

および眼科医療分野における先行研究 24,27,44,47～52)においては，縮瞳率あるいは縮瞳量が瞳

孔反応を定量的に捉える測定値として用いられている。研究 1 および浅川ら 44)の研究では

瞳孔視野測定の測定値の評価を縮瞳率を用いて行っているが，その際には対光反射におい

て刺激提示時の瞳孔径を基準とした瞳孔径の最大変化量を縮瞳量とし，その縮瞳量を刺激

提示時の瞳孔径で除した値を縮瞳率と定義している。この縮瞳率の定義自体は瞳孔反応の

的確な観察に基づくものであり，瞳孔視野を定量的に捉える上では妥当であると考えられ

る。その一方で，稀にしか生じない形状の特異な瞳孔反応波形に対しても，縮瞳率はこの

定義通りの計算方法が画一的に用いられて求められるため，その際の計算結果では測定値

としての妥当性の問題が生じることになる。標準的な瞳孔反応波形をどう定義するかは難

しいが，瞳孔視野測定の評価対象は時系列で測定された数値データであるため，反応波形

の特異性の評価は数量化の方法論の検討次第で十分に可能になると考えられる。瞳孔視野

測定における縮瞳率および縮瞳量は，健常眼においても個体間変動が大きく，この特性の

ために視野障害を有する被検者眼の検出が難しいことはこれまでも述べてきた。瞳孔反応

の生理学的特性を考慮すると，波形データにおいても同様に瞳孔視野の個体内偏差と位置

づけられる反応成分が重畳している可能性は十分に考えられる。 

 反応波形の検討ではその前提として反応波形の標準化法およびその解析方法が具体的に

考案されている必要があり，眼科医療研究の方法論においてはこれまでその達成が困難と

されてきた経緯があったと考えられる。しかしそれに関する先行研究として，Wilhelm ら

49)は視野障害を有する患者の対光反射を測定し，その反応波形の解析結果の報告を行って

いる。その一方で健常眼の測定においても時折認められる対光反射時の特異な反応波形に

おいては，Wilhelm ら 49)の研究報告を含め，これまでの眼科医療研究では具体的な検討が

行われていない。 

そこで本研究 (研究4) では研究 1において瞳孔視野測定を行った健常若年者の両眼 114

眼のデータを利用し，対光反射時の反応波形の数値計算を行い，瞳孔反応波形の数理モデ

ルの考案を行った。健常眼における特異な反応波形は，測定上何らかのノイズ成分が混入

した反応波形であると考えられる。研究 1 により縮瞳率の個体間変動が大きいことは既に

明らかにされており，本研究 (研究 4) においても研究 1 の縮瞳率偏差の考え方と同 
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様に各眼の代表的な反応の度合 (要約縮瞳率) に応じた標準的な反応波形のモデル式を計

算する方法を具体的に提示し，その上で実測データとしての反応波形とモデル式としての

反応波形との間の差分に関して医療情報学的な利用を見通した検討を行う。 

 

 

第２節 方法（研究４） 

(1) 対象および測定条件 

対光反射時の瞳孔反応波形の評価は，研究 1 の測定において既に瞳孔視野計に記録され

ているデータを利用した上で行ったため，本研究 (研究 4) における対象および測定条件

も研究 1 と同様であるが，それを以下に繰り返し示す。 

 分析対象は，屈折異常以外に眼疾患のない年齢 19～26 歳 (20.2±1.1 歳, 平均値±標

準偏差，以下同様) の健常若年者 57 名 (男性 26 名，女性 31 名) で，左眼 57 眼，右眼

57 眼の計 114 眼であった。 

瞳孔視野測定には，前田 28)が開発した液晶ディスプレイを利用した瞳孔視野計を用い

た。すべての光刺激は，白色円形，刺激サイズ直径 4 度，刺激輝度 350cd/m2に設定し，1

周期 100msec の矩形パターンを 4 周期繰り返した。 

光刺激の提示部位は 45 度，135 度，225 度，315 度方向の偏心度 0，5，10，15，20，

25 度の計 21 か所とし，ランダムに 2 回ずつ計 42 回の提示を行った (図 8，27 頁参照)。 

 

(2) モデル式の作成における実測データの前処理 

 研究 1 で測定した 114 眼に対し，縮瞳率偏差 (研究 1 で考案した瞳孔視野指標) が小

さい 60 眼を選出した。さらにその 60 眼を各眼の要約縮瞳率 (研究 1 で考案した瞳孔視

野指標) の値で降順に並び替え，各群が 20 眼ずつの 3 群に割り当てた。すなわち降順で

1 位から 20 位までの要約縮瞳率の値が最も大きい上位 20 眼を要約上位群，その次に大き

い 21 位から 40 位までの 20 眼を要約中位群，41 位から 60 位までの残り 20 眼を要約下位

群とする 3 群に割り当てた。各群において 20 眼の要約縮瞳率に対して個体間平均値を算

出し，それを各群の要約縮瞳率の代表値として位置づけた。ここで算出した各群の代表

値としての要約縮瞳率に対し，各群の zscore および各群の 21 か所すべての刺激部位の

換算縮瞳率を研究 1 の縮瞳率偏差の計算方法に基づいて算出を行った。 

 光刺激 onset時からその 2.5秒後までのサンプリング周波数 50Hzの時系列生体信号波

形 (データ数は 1 波形あたり 126 個) の処理において，要約上位群の 20 眼，刺激部位が

中心 0 度のデータでは，各眼の各刺激部位において 2 回の測定が行われたため，対光反

射時の瞳孔径の時系列変動 (mm) が示された延べ 40波形の瞳孔反応波形に対して加算平

均処理を行った。その 126 個のデータで構成される加算平均処理後の波形の標準化処理 
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において，光刺激 onset 時の瞳孔径の値を 1.0 とし，その際の加算平均波形の縮瞳率 (縮

瞳量) がこの処理対象としている要約上位群中心 0 度の換算縮瞳率の値と一致するよう

な比例計算処理を行った。 最後に 1－(比例計算処理後の波形の値) の値を 126 個の各

時刻に対して求め，それを数値計算の対象とする標準反応波形と位置づけた。そのため

波形全体としては上に凸の山型の標準反応波形 (図 24，81 頁参照) に対して数値計算を

行う。この一連の処理を 20 か所の他の刺激部位においても同様に行い，要約上位群では

瞳孔視野測定の刺激部位数にあたる計 21個の標準反応波形の算出を行った。 

 要約中位群，要約下位群でも同様の方法で標準反応波形を 21 個ずつ算出したため，要

約上位群，要約中位群，要約下位群の 3 群において計 63 個の標準反応波形の算出を行っ

た。 

  

(3) ばね振り子の運動に対応させた瞳孔筋運動のモデル式 

 対光反射時の瞳孔筋運動の数理モデルの作成にあたり，その 1 つの方法としてマクス

ウェルの運動方程式による記述が可能であることを利用し，図 23 (75 頁参照) で示され

るような同一直線上を運動する理想的なばね振り子の運動に帰着させた。ばねの伸びが 0

である自然長の位置を光刺激 onset 時の瞳孔径の位置とし，ばねの伸びが最大になる位

置を対光反射において瞳孔径が最も短くなった最大縮瞳の位置とする。ここで𝑥 軸はばね

が伸びていく (縮瞳により瞳孔径が短くなる) 向きを正とし，その位置は時刻を表すパ

ラメータ 𝑡 の関数 𝑥 = 𝑥(𝑡) で表されるものとする。また時刻 𝑡 = 0 でばねの伸びが最大 

(瞳孔径が最小) となり,その最大値を定数 𝑢  とする。ばね振り子の運動において 

 𝑓1 ∶ 速度に比例する抵抗力，𝑓2 ∶ 運動面との動摩擦力，𝑓3 ∶ ばねの弾性力， 

 𝑣(𝑡) ∶  速度， 𝛼(𝑡) : 加速度， 𝑢 ∶  𝑥(𝑡)  の最大値， 𝑀 ∶ 振り子の質量 

とする。それ以外にも以下では定数 𝐹, 𝐴, 𝐵 をさらに使用し，定数 𝑢, 𝑀, 𝐹, 𝐴, 𝐵 はそ

れぞれ  𝑢 > 0,    𝑀 > 0,    𝐹 > 0,    𝐴 > 0,    𝐵 > 0  を満たしているものとする。 

 

i) 𝑡 ≦ 0 のとき 

 この条件は正の向きに運動をするばねの伸長時 (縮瞳時) にあたり，運動方向とは逆

向きに作用する抵抗力および動摩擦力の向きを考慮して， 

 

と表せる。このとき運動方程式は 

 

となり，上記の式を代入してこの運動方程式は 
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図 23  ばね振り子の運動の模式図 

 図は，ばねの左端が壁に固定され，同一直線上を運動するばね振り子を示す。𝑂 はばね

に伸びが生じていない自然長の位置を示し，その 𝑂 を基準として右向きに𝑥 軸を取った。 

瞳孔筋運動においては，𝑂 が光刺激 onset 時 (縮瞳開始直前) の瞳孔径の位置であり，

𝑥 軸方向を縮瞳する向きとして対応させている。また縮瞳には限界があり，その最大値を 𝑢 

としている。図の 𝑢 は，ばね振り子の運動において自然長からの伸びが最大になり，運動

の向きが逆転する位置である。（22）式に示されるばね振り子の運動は，ばねの弾性力だけ

ではなく，運動面に対する一定の動摩擦力，速度に比例して速度方向とは逆向きに働く抵

抗力も作用し，それらすべての条件のもとで生じる時系列運動として取り扱っている。  
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と書き換えられる。 

ここで 𝑣(𝑡) =
 𝑑𝑥(𝑡)
 𝑑𝑡 

,  𝛼(𝑡) =  𝑑
2
𝑥(𝑡) 

𝑑𝑡2 
 を代入すると微分方程式， 

            

が得られる。この両辺に対してラプラス変換を行うと 

 

が得られる。ここで 𝑡 = 0 をばねの伸びが最大の時刻としたため  𝑥(0) = 𝑢 であり，また

速度が 0 でもあるため 𝑣(0) = 𝑥′(0) = 0 であり，これらの条件を代入した上で上式より

 𝑋(𝑠) を求めると， 

 

が得られる。さらに，𝛽 > α >  0 として 

 

として表すとき，𝛼  および  𝛽  は， 

 

となる。定数 𝐾0,    𝐾𝛼,    𝐾𝛽  を新たに定め，上記の 𝑋(s) を 3 項の和 

 

として表すとき 

 

が得られる。この 𝑋(𝑠) に対してラプラス逆変換を行うと 

 

が得られる．ここで 

 

とすると 𝑥(𝑡) はさらに 

    

と書き換えられ，これが微分方程式の解となる。このとき 𝑥(0) = 𝑢 を初期条件としたため，

係数間の関係性において, 𝑢 = 𝐶 + (𝐾 − 1) 𝐸 を満たしておく必要がある。 
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ⅱ) 𝑡 ≧ 0 のとき 

 この条件はばねの収縮時 (散瞳時)にあたり，𝑡 ≦ 0 のときと同じように考えて，動摩

擦力の向きに関してのみ，𝑡 ≦ 0 のときは 𝐹 > 0 であるが 𝐹 = −𝐹′  (𝐹′ > 0) として 𝑡 ≦ 0 

のときに包括して微分方程式の解  𝑥(𝑡) を同様に求めればよい。ただし  𝐶 > 0,   𝛼 > 0,    

 𝐾 > 1  であり，いずれも 𝑡 ≦ 0  のときの値とは異なっている。 

 この i)，ⅱ)では，𝑡 = 0 の直後に 𝑥 軸方向と逆向きに力が作用してばねが収縮 (散瞳)

しようとするため，𝐵 𝑢 + 𝐹 > 0 を満たしておく必要があり，いずれでも 𝐸 > 0 となる。 

瞳孔径の時系列変動を表すモデル式  𝑥(𝑡)  は，最大縮瞳時の時刻を 𝑡 = 0 とする時刻のパ

ラメータ 𝑡 および刺激提示時瞳孔径と最大縮瞳時瞳孔径の差分 (縮瞳量) 𝑢  を用いて 

 

①  𝑡 ≦ 0  (𝑥(𝑡) ≧ 0 とする) では 

 

②  𝑡 ≧ 0 では 

     

と記述され，以下ではこれらの係数を求める数値計算のアルゴリズムを示す。 

 

(4) モデル式導出のための数値計算のアルゴリズム 

 実測値から得られたサンプリング周波数 50Hzの標準反応波形は，光刺激 onset時を 0sec

とした 2.5sec までの 0.02sec 間隔のデータである。その移動平均波形から最大縮瞳時を求

めそれを  𝑡2 とした。さらに 0.02sec 間隔の互いにサンプリングの時刻が隣接する標準反

応波形の値において導関数に相当する差分波形の算出を行い，その差分波形の値が最大に

なる時刻を  𝑡1 とした。また以下の数値計算で算出を行う縮瞳開始の時刻は  𝑡0 とした。こ

こで時刻を  𝑡0,   𝑡1,  𝑡2 は  0 < 𝑡0 <  𝑡1 < 𝑡2 < 2.   (sec) を満たし， 𝑡1 と  𝑡2 は 50Hz の実測

データの観察により求めた。そのため， 𝑡1 と  𝑡2 はいずれも 0.02 の正の整数倍の値であ

る。しかし上記のモデル式では最大縮瞳時を 𝑡 = 0  としたため，そのモデル式の時刻にお

いては，差分波形の値が最大になる時刻を 𝑡1
  ′ とすると 𝑡1

   =  𝑡1 − 𝑡2  (< 0) となり，縮瞳開

始の時刻を 𝑡0  とすると 𝑡0 =  𝑡0 − 𝑡2 (< 0) となり，光刺激 onset の時刻を 𝑡   とすると

𝑡  =  − 𝑡2 (< 0) として表される。すなわち標準反応波形では  𝑡2 を求めた直後に，その後

の数値計算処理の都合を考え，モデル式に対応させて測定時の光刺激 onset 時を基準にし

た時刻 𝑡2 が新たに  𝑡2  = 𝑡2 − 𝑡2 = 0  となるように時間軸  𝑡  の基準を変換し，その変換後  
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の標準反応波形に対して数値計算を行った (図 24，81 頁参照)。 

 

i)  𝑡1
  ′ ≦  𝑡 ≦ 0  (sec)のとき 

 𝐾1 において，𝐾1 = 1.001 から 𝐾1 = 3.000 まで 0.001 ずつ加算し，そのいずれかが最適

値の 𝐾1 であるとして 𝐾1 を動かした。𝐶1 において，𝐶1 = 0.000 から， 𝐶1 = −  u / 2  よりは

小さくならない最小値になるまで－0.001ずつ加算し，そのいずれかが最適値の 𝐶1 である

として 𝐶1 を動かした。𝑥(𝑡) = 𝐶1 となる 𝑡 を 𝑡 = 𝑡𝛼 とすると， 𝑡 
  ′  < 𝑡𝛼 <  𝑡1

    である。𝑡𝛼 に 

おいて，𝑡𝛼 =  𝑡 
  ′ から 𝑡𝛼 =  𝑡1

  ′  まで 0.001 ずつ加算し，そのいずれかが最適値の 𝑡𝛼 である

として 𝑡𝛼 を動かした (図 24，81 頁参照)。ここで𝛼1 は， 

   

により 

 

が求められる。また 𝑢 = 𝐶1 + (𝐾1 − 1) 𝐸1 であるため 

 

と求められる。すなわち，𝐾1,   𝐶1,    𝑡𝛼 を動かしてその組み合わせを決め，それに対して  

𝛼1,   𝐸1 を上式により算出した。0.02sec 間隔の各時刻において，ここで求めた 𝐶1,   𝐸1,   𝐾1, 

  𝛼1 によって決められる 𝑥(𝑡) と時間軸の基準を変換した実測値に基づく標準反応波形の

両者の波形間で各時刻において差分を求め，その平方和が最小になる 𝐶1,   𝐸1,   𝐾1,  𝛼1 の 

ときの 𝑥(𝑡) を瞳孔筋運動のモデル式として示される 𝑥(𝑡) の数値計算の結果とした。    

 

ⅱ) 𝑡0  ≦  𝑡 ≦  𝑡1
  ′  (sec)のとき 

 実測データとしての標準反応波形は，この時刻の範囲において 𝑡 = 𝑡0   で微分係数が 0

であり，その後は単調増加が認められる。この時点では 𝑡0   の値は算出されておらず，𝑡0   は

数値計算の対象としている。この  𝑡0  ≦  𝑡 ≦  𝑡1
  ′  のときは瞳孔筋運動において一定の力が

作用するとし， 

 

により表すことができる。𝑎0 を定数とすると 𝑥(𝑡) の第 2 次導関数として表される 𝑥(𝑡) の

加速度 𝑥   (𝑡)  は，𝑥   (𝑡)  =  2 𝑎0 で一定となり，𝑎0 > 0 を満たすとする。i)の 𝑡1
  ′ ≦  𝑡 ≦ 0  の

ときの関数 𝑥(𝑡) との連続性を考えて，i)の結果から，𝑥(𝑡1 ),    𝑥  (𝑡1 ) の具体的な値が求 
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まるので，それらの値を代入すると 

 

となり， 𝑎0 および  𝑡0   を未知数とする 2 つの式が得られる。ここでは 𝑡1
  ′ ≦  𝑡 ≦ 0  におけ

る  𝑥(𝑡) の第 1 次導関数  𝑥  (𝑡)  は 

 

で表されることを用いている。この連立方程式を解くことにより，𝑎0 ,   𝑡0  を算出し，そ

れを係数とする 𝑥(𝑡) を瞳孔筋運動のモデル式として示される 𝑥(𝑡) とした。 

 

ⅲ) 0 ≦  𝑡 ≦ 2. − 𝑡2  (sec)のとき 

 𝐾2 において，𝐾2 = 1.001 から 𝐾2 = 3.000 まで 0.001 ずつ加算し，そのいずれかが最適

値の 𝐾2 であるとして 𝐾2 を動かした。𝑡 → ∞  で 𝑥(𝑡) →  𝐶2  より，実測データとしての標準

反応波形の 𝑡 = 2. − 𝑡2  (sec)の値を 𝐶2  とした。0 <  𝑡 <  2. − 𝑡2  を満たすある時刻 𝑡 にお

いて 𝑥(𝑡) は変曲点をとり，このときの 𝑡 を 𝑡 = 𝑡𝛽 とすると0 < 𝑡𝛽 <  2. −  𝑡2
   である。𝑡𝛽  

において 𝑡𝛽 = 0.000 から 𝑡𝛽 = 2. 00 −  𝑡2
   まで 0.001 ずつ加算し，そのいずれかが最適値

の  𝑡𝛽  であるとして  𝑡𝛽  を動かした (図 24，81 頁参照)。ここで 𝑥(𝑡) の第 2 次導関数 

 𝑥   (𝑡) は 

 

となり，𝑥   (𝑡𝛽) = 0  とすると， 

   

が求められる。また 𝑢 = 𝐶2 + (𝐾2 − 1) 𝐸2 であるため 

 

と求められる。すなわち，𝐶2 は 1 つに決められ，𝐾2,   𝑡𝛽 を動かしてその組み合わせを決め，

それらに対して𝛼2,   𝐸2 を上式より算出した。0.02sec 間隔の各時刻においてここで求めた 

 𝐶2,   𝐸2,   𝐾2,  𝛼2 によって決められる 𝑥(𝑡) と時間軸の基準を変換した実測値に基づく標準

反応波形の両者の波形間で各時刻において差分を求め，その平方和が最小になる𝐶2,   𝐸2, 

 𝐾2,   𝛼2 のときの 𝑥(𝑡) を瞳孔筋運動のモデル式として示される 𝑥(𝑡) の数値計算の結果と

した。 
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(5) 数値計算の対象およびその結果に基づく分析 

 上記に示した方法に基づき，要約上位群，要約中位群，要約下位群において，その各群 

の代表値としての要約縮瞳率および 21 か所の刺激部位に対するモデル式の算出を行った。 

さらに要約縮瞳率の値が任意に与えられたときに，その要約縮瞳率に対応する換算縮瞳率

が反応波形として示されるときのモデル式の計算方法についても具体的に提示を行った。

標準反応波形を求める際に加算平均処理の対象としなかった残り 54 眼の実測データは，モ

デル式の計算結果を利用した上で，モデル式との差分波形を算出し，その分析結果および

新たな利用法について検討を行った。 
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図 24 𝑥 = 𝑥(𝑡) の数値計算処理における主要点 

  上図，下図いずれも，縦軸の 𝑥  は図 23 (75 頁参照) の 𝑥  軸に相当し，光刺激 onset 時

の瞳孔径を基準とした瞳孔径の変位を示す。横軸の 𝑡  は変位最大時 (𝑥 = 𝑢 ) を 0sec とし

た時刻 (sec) を示す。 

 上図は数値計算の対象とした加算平均処理後の実測データ (標準反応波形) の 1 例であ

り，下図は上図のデータに対して導出された瞳孔筋運動のモデル式 𝑥 = 𝑥(𝑡) である。数値

計算で処理の対象とした主要な点は○で示した。 まずⅰ)，ⅱ)，ⅲ)の各条件において，

 𝑥(𝑡) の時刻の区間を限定せずに連続関数として示し，その上で各条件の時刻に対応する部

分を実線に修正し直した。すなわち，最終的な計算結果としての 𝑥 = 𝑥(𝑡) は下図の実線に

より示される。 
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第３節 結果（研究４） 

(1) 数値計算における瞳孔筋運動のモデル式の導出結果 

 算出結果としての瞳孔筋の時系列運動のモデル式は光刺激 onset 時の瞳孔径を 1 とした

ときの瞳孔径の相対値 𝑦 = 𝑦(𝑡) として以下に示す。ここで 𝑦(𝑡) は，光刺激 onset 時が 𝑡 = 0 

になるように再度変換し直した式とした。すなわち 𝑦(𝑡) は，𝑦(𝑡) = 1 − 𝑥(𝑡 − 𝑡2) として表

される。その必要性からまず  𝑡0 = 𝑡0
  + 𝑡2 ， 𝑡1 = 𝑡1

  + 𝑡2 により  𝑡0 ,   𝑡1 の算出を行った。

𝑦 = 𝑦(𝑡)  は，光刺激 onset 時を基準とした時刻 𝑡 (0 ≦  𝑡 ≦ 2.  )(sec)をパラメータとし，

以下のような 4 区間の時刻において場合分けをした関数式により示される。 

 

① 0 ≦  𝑡 < 𝑡0  (sec)のとき 

 

② 𝑡0  ≦  𝑡 <  𝑡1
   (sec)のとき 

                       

③ 𝑡1  ≦  𝑡 <  𝑡2
   (sec)のとき                                             

       

④ 𝑡2  ≦  𝑡 ≦ 2.   (sec)のとき 

  

 

となり，いずれの時刻  𝑡0,   𝑡1,    𝑡2 においても関数 𝑦(𝑡) は連続し，0 ≦  𝑡 ≦ 2.   (sec)に対

する 1 つの反応波形として示される。ここで要約上位群は，その代表値としての要約縮瞳

率を  𝐹 とし，𝑦(𝑡) において 𝑦(𝑡) =  𝐹 (𝑡) とした (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21) 。同様に要約中位群は要

約縮瞳率  𝐺 に対して 𝑦(𝑡) =  𝐺 (𝑡) ，要約下位群は要約縮瞳率  𝐻 に対して 𝑦(𝑡) =  𝐻 (𝑡) と

した (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21) 。これらの 𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21  は, 研究 1 において既に定義を行っ

ている刺激部位の付番に対応し，対象眼が左眼であるときの網膜部位を基準とした付番で

ある。 

 各群の代表値としての要約縮瞳率は， 𝐹 = 27.84 ， 𝐺 = 21.1  ， 𝐻 = 13.73 であった。 

表 5，表 6，表 7  (83～85 頁参照) は，これらの 3 群の 21 か所のすべての刺激部位におけ

る 𝑦(𝑡)  の数値計算の結果を各刺激部位 𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21 に対して示す。 
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      表 5 要約上位群 𝑦(𝑡) =  𝐹 (𝑡) ( 𝐹 = 27.84 ) の数値計算の結果 
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表 6 要約中位群 𝑦(𝑡) =  𝐺 (𝑡) ( 𝐺 = 21.1  ) の数値計算の結果 
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表 7 要約下位群 𝑦(𝑡) =  𝐻 (𝑡) ( 𝐻 = 13.73 ) の数値計算の結果 
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(2) 数値計算の結果を利用した任意の要約縮瞳率に対するモデル式の計算法 

 対象眼の要約縮瞳率    が既に算出されている場合は，上記の各群で算出された代表値と

しての要約縮瞳率   𝐹,    𝐺,     𝐻 および 𝑦(𝑡) = 𝐹 (𝑡),   𝑦(𝑡) = 𝐺 (𝑡),   𝑦(𝑡) = 𝐻 (𝑡) (𝑘 = 1, 2, 

  ⋯ , 21) の数値計算の結果を用いて，要約縮瞳率    に対する瞳孔筋運動のモデル式  𝑌 (𝑡)   

 (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 21)  をすべての刺激部位に対して近似的に計算することができる。その計

算式を要約縮瞳率    の値により場合分けをして以下に示す。すなわち 𝑌 (𝑡)  は 

①    >  𝐺  (%)のとき 

 

②    ≦  𝐺  (%)のとき 

 

として表される。ここで   𝐹 = 27.84,    𝐺 = 21.1 ,     𝐻 = 13.73 (%) は定数として算出され

た要約縮瞳率であるため，対象眼の要約縮瞳率の   (%) の値，左眼の網膜部位に対応させ

た刺激部位を表す 𝑘 の値 (𝑘 = 1, 2,⋯ ,21) に関わらず同一の値が計算の際に用いられる。 

 図 25 (87 頁参照) は，研究 1 の刺激部位 𝑘 = 21 (中心 0 度)のモデル式，すなわち 𝑦(𝑡)  

 =  𝐹21(𝑡),   𝑦(𝑡) =   𝐺21(𝑡),   𝑦(𝑡) = 𝐻21(𝑡)  の(27)式において表される反応波形を代表的に

示す。上式において𝑘 = 21 の対象眼のモデル式  𝑌21(𝑡)  では，これらの 3 式  𝐹21(𝑡), 𝐺21(𝑡),

𝐻21(𝑡) のうちの 2 式が用いられ，それが対象眼の要約縮瞳率    の値に対して内分，あるい

は外分されて反応波形が算出されることになる。この算出方法は 𝑘 = 1, 2, ⋯ , 20 において

も同様である。 

 

(3) 実測値としての瞳孔反応波形と，それに対するモデル式 

 図 26 (88 頁参照) は，加算平均の対象としなかった 54 眼のうちの同一被検者の左眼 1

眼において，刺激部位 𝑘 = 4, 𝑘 = 6, 𝑘 = 7, 𝑘 = 1  の実測値としての瞳孔反応波形，それ

に対して算出したモデル式の瞳孔反応波形，さらに両者間の差分波形 (実測値－モデル式) 

を代表的に示す。また相関関係については，光刺激 onset 時を基準にした瞳孔径変化，す

なわち1 − 𝑌 (𝑡) (𝑘 = 4, 6, 7, 1 ) として示される上に凸の山型の瞳孔反応波形について，

実測値とモデル式の間で相関係数の算出を行った。この図 26 (88 頁参照) の対象眼では，

要約縮瞳率は  = 2 .11 (%)，縮瞳率偏差は  ( ) = 3.71 であった。 
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図 25 刺激部位 𝑘 = 21 (中心 0 度) における瞳孔反応波形のモデル式 

 図の 3 つの実線は中心 0 度における対光反射時の瞳孔反応波形のモデル式を示す。縦軸

は光刺激 onset 時の瞳孔径を基準とした瞳孔径の相対値であり，横軸は光刺激 onset時を

0sec とした時刻 (sec) である。 

 要約縮瞳率の値が大きい最も下側に示す実線がモデル式として計算された 𝐹21(𝑡) (要約

縮瞳率  𝐹 = 27.84 ) の瞳孔反応波形である。その 1 つ上側に示す実線が 𝐺21(𝑡)  (要約縮瞳

率  𝐺 = 21. 3 )，さらに上側の最も上側に示す実線が 𝐻21(𝑡)  (要約縮瞳率  𝐻 = 13.73 ) の

瞳孔反応波形である。 
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図 26  実測値としての瞳孔反応波形とモデル式の波形の比較 

 同一の対象眼 (左眼) において刺激部位 𝑘 = 4, 6, 7, 1  の各反応波形を示す。各段の左

側の図では，実線が実測値としての瞳孔反応波形を示し，破線がモデル式の波形を示す。 
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第４節 考察（研究４） 

(1) 瞳孔反応波形のモデル式の計算結果が得られるまでの数値計算の概要 

 本研究 (研究 4) では研究 1 において瞳孔視野測定を行った 114 眼のうち縮瞳率偏差が

小さい 60 眼を利用して，対光反射時の瞳孔反応波形のモデル式を計算する数値計算のアル

ゴリズムを新たに考案し，その算出を行った。瞳孔筋運動の数理モデルでは，マクスウェ

ルの運動方程式に帰着させることによりその記述を行った。対光反射時の瞳孔反応波形の

モデル式は，本研究 (研究 4) の数値計算の結果および対象眼の要約縮瞳率の計算結果を

用いることですべての刺激部位に対して時刻  𝑡 をパラメータとする関数として記述する

ことが可能になった。すなわち本研究 (研究 4) における瞳孔反応波形のモデル化の長所

は，個々の対象眼の単一の要約縮瞳率の算出値だけが分かれば，表 5，表 6，表 7 (83～85

頁参照) に示す数値計算の結果および(27)式，(28)式，(29)式を適用することにより，要

約縮瞳率の値の大小を問わず個々の対象眼の 21 か所すべての刺激部位における瞳孔反応

波形の数式を具体的に提示できることにある。この観点が従来の生体工学研究 30～32)におい

て報告されてきた多くのアプローチとの大きな違いであり，瞳孔視野の個体間変動が大き

い特性についても考慮を行っている。また測定で用いる瞳孔視野計および刺激サイズ，刺

激部位，刺激提示方法等の測定条件が異なる場合においても本研究 (研究 4) の数値計算

の方法論自体を汎用的に活用することは十分に可能であり，表 5，表 6，表 7 (83～85 頁参

照) に対応する独自の数値計算の結果をデータベースとして確保しておけば，個々の対象

眼の瞳孔反応波形を測定が行われたすべての刺激部位において具体的な数式により記述す

ることができる。 図 25 (87 頁参照)，図 26 (88 頁参照) では本研究 (研究 4) において

モデル式として標準化した瞳孔反応波形のいくつかの具体例の提示を行っている。 

 

(2) 考えられる瞳孔反応波形のモデル式の臨床的利用法 

図 26 (88 頁参照) では，実測値およびモデル式として示される瞳孔反応波形の組み合わ

せ 4 例および各例において算出された相関係数を示したが，この相関係数は反応波形の形

状が対光反射時の瞳孔反応波形として標準的な波形であるかどうかを判定する上で有用な

指標になると考えられる。それ以外の数量化の対象には実測値およびモデル式の瞳孔反応

波形の両者間で囲まれる面積が考えられる。このときの面積の値は図 26 (88 頁参照) の右

側において示す差分波形と横軸の時間軸との両者間で囲まれる面積と等しい値である。し

かしながら瞳孔視野では個体間変動が大きいことが研究 1 および眼科医療分野における先

行研究 24,27,44,50～52)において既に明らかにされており，瞳孔反応波形の形状の妥当性の評価

は仮にこの面積を指標に用いたとしても適切な評価を行うことができない。このことは個

体内で評価する場合にも当てはまり，図 26 (88 頁参照) において示されている刺激部位

𝑘 = 6 および 𝑘 = 1  の分析結果はその典型例であると考えられる。すなわち瞳孔反応波 
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形の実測値の妥当性の評価では，モデル式と比べて相対的に縮瞳の度合いが小さい実測値

の  𝑘 = 6 においても，反応波形としての妥当性を示す数値においては  𝑘 = 1  のときと同

様に高い値が示される必要がある。その意味においても反応波形の形状の妥当性の評価で

は，この相関係数を有用な評価指標として位置づけることは十分に可能であり，相関係数

の算出値を研究 1 の縮瞳率偏差の測定結果とともに提示すれば，再検査の意思決定 66)を行

う上での有用な判断材料になると考えられる。 

次に図 26 (88 頁参照) の  𝑘 = 7 の実測値においては，光刺激 onset 時から一般的に

  𝑦(𝑡) = 𝐴・ 𝑡  で示されるような線形波形が重畳し，その影響が反応波形の実測値として示

されたと解釈することが可能である。この定数 𝐴  は 0 < 𝑡 ≦ 0.24 (sec)の実測データに対

し，回帰直線の計算で一般に用いられる方法を用いて算出することが可能であり，その後

に 𝑦(𝑡) = 𝐴・ 𝑡  を減算する補正処理を行い，再度縮瞳率の算出を行えば，若干ではあるが

実測値としての縮瞳率の信頼性の向上につながると考えられる。しかし  𝑘 = 4 のような反

応波形が測定されることもあり，この補正処理実施の意思決定をコンピュータによる完全

な自動制御で行う場合には，縮瞳率の実測値としての信頼性がむしろ損なわれてしまう危

険性があることも同時に配慮しておく必要がある。 

本研究 (研究 4) における解析対象はすべて，研究１において瞳孔視野測定を行った健

常若年者であった。その一方で Wilhelmら 49)は視野障害を有する患者の対光反射を測定し，

その反応波形の解析結果の報告を行っている。本研究 (研究 4) の図 26 (88 頁参照) に示

される対象眼を含めた健常若年者の反応波形と，Wilhelm ら 49)が報告している視野障害を

有する患者の反応波形との類似性あるいは相違性の定義およびその厳密的な判断は最終的

には研究者の主観に頼らざるを得ない。本研究 (研究 4) では上記に示す相関係数算出の

処理を含めて，反応波形の妥当性あるいは類似性を数量的に捉える方法を新たに考案する

ことができた。 
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第６章 研究５ 

瞳孔視野測定における再現性の検討 

 

第１節 緒論 (研究５) 

瞳孔視野の個体間変動が大きいという特性は，先行研究 21,23,44,50～52)においても既に明ら

かにされている。研究 1 では健常若年者の両眼 114 眼の瞳孔視野測定を行い，瞳孔視野の

個体の代表値を示す要約縮瞳率という評価指標を定義したが，その解析結果においても同

様の傾向が示された。 さらに瞳孔視野の個体内偏差を示す評価指標として，刺激部位にお

ける反応の凹凸の程度の数量化を行い，それを新たに縮瞳率偏差と定義した。 この要約縮

瞳率と縮瞳率偏差の両評価指標間では独立的な関係性が証明され，研究 1 において眼科臨

床の 2 次元的追跡評価の可能性が示唆される瞳孔視野測定の新しい評価法を考案すること

ができた。その上で研究 2 では高齢者眼の瞳孔視野測定データを利用し，研究 1 で考案し

た瞳孔視野測定の評価法を利用して，その緑内障性視野障害の検出力を検討するスクリー

ニング実験を行った。 

研究 2 のスクリーニング実験では一定の成果が得られたが，緑内障性視野障害の検出力

の検討は瞳孔視野測定の再現性の問題が未解明のままで行っている。また先行研究

21,23,44,50～52)においても瞳孔視野の個体内変動の特性でもある再現性の問題については具

体的な検討が行われていない。いずれにしても研究 1 において考案した縮瞳率偏差は瞳孔

視野測定検査の実用化につながる有用な評価指標として期待される。その一方で，研究 1

の解析結果では縮瞳率偏差の標準偏差がその個体間平均値の 3 分の 1 以上の値であること

が示された。また研究 2 のスクリーニング実験の結果では，眼科臨床での実用に耐えうる

緑内障性視野障害の検出力の結果として改善の余地があることが示唆された。 

瞳孔視野測定検査の実用化を念頭に置くとき，瞳孔視野測定における再現性の問題は，

瞳孔視野測定検査の方法および結果の信頼性確保の問題とも深く関わらざるを得ず，再現

性の特性の観察および検討は必要不可欠である。さらに瞳孔視野測定の再現性に関し，実

測データあるいは解析結果が確保されていれば，それらが緑内障性視野障害の検出力の向

上を検討する上での有用な基礎資料になることは十分に期待される。 

そこで本研究 (研究 5) では，健常若年者 4 名を対象として瞳孔視野測定の再現性検査

を行った。研究 1 の解析結果では，健常眼において個々に異なる反応の代表値が存在する

ことが示された。それと同時に研究 1 の縮瞳率の個体間平均値においては，中心 0 度の反

応量が最も大きいことが示された。また研究 1 の結果に対して追解析を行うと，各刺激部

位における実測値としての縮瞳率と換算縮瞳率の差の絶対量では 21 か所の刺激部位間で

は中心 0 度が最も大きいことが示された (図 27，92 頁参照)。 本研究 (研究 5) の測定デ 
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図 27 健常若年者における実測値としての縮瞳率と換算縮瞳率の差の絶対量 

研究 1 の健常若年者 57 名の両眼 114 眼において，縮瞳率偏差の計算過程で算出される実

測値としての縮瞳率と換算縮瞳率の差の絶対量を各刺激部位に対して示す。これらの解析

値では 21 か所の刺激部位において両眼間で網膜部位を対応させている。 □は上半視野の

個体間平均値，■は下半視野の個体間平均値である。図の縦軸の｜実測－換算｜の表記は

実測値としての縮瞳率と換算縮瞳率の差の絶対量を示し，横軸は刺激部位の偏心度を示す。

上半視野の鼻側 25 度の｜実測－換算｜(%)は 2.8%であったが，網膜中心窩への刺激部位で

ある中心 0 度の｜実測－換算｜(%)は 3.0%であり，21 か所の刺激部位間では最も大きい値

が示された。 
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ザインではこの前処理としての分析結果に着目し，研究 1 の方法に対して変更を加え，中

心 0 度における光刺激の提示回数を研究 1の 2 回から 16 回に増やし，刺激部位数は 21 か

所から 9 か所に減らして瞳孔視野測定を行った。再現性の検討においてはまず，研究 1 に

おいて得られた統計解析の結果および縮瞳率偏差の計算法の考え方を本研究 (研究 5) に

おいても同様に適用することを考えて，研究 1 の解析結果に基づいて 9 か所の刺激部位に

対する統計解析値 (表 9，98 頁参照) の算出を行った。これらの統計解析値を利用した上

で再現性として示される瞳孔視野の個体内変動の分析および検討を行った。 

 

 

第２節 方法 (研究５) 

(1) 対象 

 分析対象は，屈折異常以外に眼疾患のない健常若年者 4 名であり，左眼 2 眼，右眼 2 眼

の計 4 眼であった。各被検者において左眼，右眼のいずれか 1 眼を測定対象とし，各眼の

被検者は相異なっている。 本研究 (研究 5) では分析対象とした 4 眼に対して左眼 2眼を

L1，L3，右眼 2 眼を R2，R4 とし，その年齢および性別は，L1 は 22 歳男性，L3 は 21 歳男

性，R2 は 20 歳女性，R4 は 20 歳女性として振り分けた。 

 

(2) 測定機器および測定条件 

 瞳孔視野測定には，前田 28)が開発した液晶ディスプレイを利用した瞳孔視野計を用いた。

光刺激の提示は，45，135，225，315 度方向の偏心度 0，10，20 度の計 9 か所とした (図

28，94 頁参照)。1 回の測定では，光刺激の提示回数を計 32 回とした。そのうち最初の 8

回の提示は第 1 セッションとし，途中で中断をせずに測定を行い，後続の 24 回の提示は第

2 セッションとした。 表 8 (95 頁参照) は本研究 (研究 5) において用いた新たな測定デ

ザインを具体的に示す。光刺激の形状，輝度，刺激パターンは研究 1 および研究 2 と同じ

条件であった。すなわち光刺激は，白色円形で刺激サイズを 4 度，刺激輝度を 350 cd/m2

に設定し，刺激は，1 周期 100 msec の矩形パターンを 4 周期繰り返した。 

各被検者に対して，この瞳孔視野測定を計 12 回繰り返して行った。各測定間の間隔は少

なくとも 24 時間以上は確保し，詳細な測定日時の設定は行わなかった。繰り返し行う 12

回の測定が終了するまでに要した時間は 6～8 週間であった。 

 

(3) 対光反射の分析と縮瞳率の算出 

本研究 (研究 5) において対光反射の分析および縮瞳率の算出に用いた方法は，研究 1，

研究 2 と同様であった。すなわち，C 言語によるプログラミング処理を用いて，瞬目等の

アーチファクトの除去の上，縮瞳率の算出を行った。対象の健常若年者眼の縮瞳率を 𝐶𝑅   
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図 28 再現性検査における刺激提示位置 

本研究 (研究 5) の瞳孔視野測定の再現性検査で光刺激の提示を行った計 9 か所の刺激

部位を示す。刺激の形状，提示位置およびその大きさは，この縮小図によって忠実に再現

されている。光刺激は直径 4 度の円形の白色光で，隣り合う刺激の中心間の距離は 10 度で

あった。１回の光刺激の提示はこのうちの 1 か所から行われた。光刺激の提示が行われな

い背景の部分は，黒色で一定の輝度を示すが，その背景輝度は 0.5cd/m2 であった。 破線

は上半視野と下半視野の境界，あるいは耳側視野と鼻側視野の境界を補助的に示す。 
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表 8 再現性検査において用いた光刺激提示の測定デザイン 
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(%) として，縮瞳率 𝐶𝑅  (%) は研究 1，研究 2 と同様に刺激提示時の瞳孔径を 𝑎 (mm)，最大

縮瞳時の瞳孔径を 𝑏 (mm) としたとき，    

                                             

で表される(11)式，(17)式と同様の縮瞳率の計算式を用いて算出を行った。左眼あるいは 

右眼の縮瞳率において，9 か所すべての刺激部位に対して算出を行った。 

 

(4) 9 か所の刺激部位に対する要約縮瞳率と縮瞳率偏差の算出 

本研究 (研究 5) の 9 か所の刺激部位に対する要約縮瞳率は，まず対象眼 (左眼あるい

は右眼) の 9 か所の各刺激部位の縮瞳率を 𝐶  (%) として，刺激部位の偏心度 10 度，20

度の順に，左眼 45 度方向 (右眼 135 度方向) では 𝐶 ,1 , 𝐶 ,2 (%)，左眼 135 度方向 (右眼

45 度方向) では 𝐶 ,3 , 𝐶 ,  (%),左眼 225 度方向 (右眼 315 度方向) では 𝐶 ,  , 𝐶 ,  (%)，

左眼 315 度方向 (右眼 225 度方向) では 𝐶 ,  , 𝐶 ,  (%)と付番し，中心 0 度の刺激部位では

 𝐶 ,  (%) とした。対象眼 (左眼あるいは右眼) の 9 か所の刺激部位に対する要約縮瞳率

    (%) は，対象眼 (左眼あるいは右眼) の縮瞳率 𝐶 , (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ ,  ) を用いて， 

                      

により相加平均値を算出した。本研究 (研究 5) で対象とした各 4 眼の要約縮瞳率    (%) 

の算出は，表 8 (95 頁参照) の第 2 セッションの測定において求めた縮瞳率 𝐶 , (%) (𝑘 =

 1, 2, ⋯ ,  ) を用いた上で行った。 

 縮瞳率偏差では，本研究 (研究 5) の再現性検査の対象眼 (左眼あるいは右眼) の 9 か

所の刺激部位に対する要約縮瞳率の標準得点   (  ) において，9 か所の刺激部位に対

する要約縮瞳率    (%)の個体間平均値      (%) および標準偏差     (表 9，98 頁参照) を

用いて， 

                                                            

により算出した。 

この(32)式では，個体間平均値      (%) および標準偏差     を用いているが，研究 1 で

は健常若年者の両眼 114眼に対し，21か所の刺激部位の縮瞳率 𝐶  (%)(𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) 

の算出を既に行っている。また本研究 (研究 5) の 9 か所の刺激部位はすべてその 21 か所

のいずれかの刺激部位に該当する。そのため個体間平均値      (%)，および標準偏差     は，

研究 1 の 114 眼の測定データに対して(31)式により 9 か所の刺激部位に対する要約縮瞳率

    (%)の算出を行い，その上でこの 114 眼に対して求めた統計解析値である (表 9，98頁

参照)。その一方で，9 か所の各刺激部位の縮瞳率の個体間平均値  𝑅,𝑘(%)および標準偏差 
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  𝑅,𝑘 (𝑘 = 1, 2, ⋯ ,  )  (付番は縮瞳率 𝐶 , (%)(𝑘 = 1, 2, ⋯ ,  ) に 1 対 1 で対応) は，研究

2 の表 4 (47 頁参照) においても偏心度 0 度，10 度，20 度の刺激部位の統計解析値として

既に示されている。表 9 (98 頁参照) ではそれらの整理も兼ねて，9 か所の刺激部位の縮

瞳率およびその要約縮瞳率の統計解析値を具体的に示している。 

換算縮瞳率 𝑇 , (  ) (%) の付番は，9 か所すべての刺激部位において対象眼 (左眼ある

いは右眼) の縮瞳率  𝐶 ,  (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ ,  ) の付番と 1 対 1 で対応させ，(32)式で計

算された標準得点   (  ) に対して，健常若年者の両眼 114 眼の統計解析値である各刺激

部位の縮瞳率の個体間平均値  𝑅,𝑘(%)および標準偏差  𝑅,𝑘 (𝑘 = 1, 2, ⋯ ,  )  (表 9，98 頁参

照) を用いて，  

         

により算出した。 

対象眼 (左眼あるいは右眼) の縮瞳率偏差  𝑅( 𝑅) は，対象眼 (左眼あるいは右眼) に 

おいて(33)式で計算された 9 か所の各刺激部位の換算縮瞳率  𝑇 , (  ) (%) および実測値

としての縮瞳率  𝐶 ,   (%) (𝑘 = 1,2, ⋯ ,  ) を用いて， 

                     

により，縮瞳率偏差  𝑅( 𝑅) を算出した。表 9 (98 頁参照) では健常若年者の両眼 114 眼

において，(34)式で示される 9 か所の刺激部位に対する縮瞳率偏差   (  )  (平均値±標

準偏差) についても同様に統計解析値として示している。 

 

(5) 再現性の分析 

本研究 (研究 5) の測定条件では，1 回の測定における刺激提示回数は計 32 回であり，

そのうちの 16 回では中心 0 度の刺激部位から光刺激の提示が行われた。 

1 回の測定において表 8 (95 頁参照) に示す第 1 セッションおよび第 2 セッションの中

心 0 度からの 8 回の提示では，それぞれの 8 回の提示に対して中心 0 度の縮瞳率の測定内

平均値の算出を行った。 また第 2 セッションの 9 か所の刺激部位の縮瞳率 𝐶 , (%)(𝑘 =

1, 2, ⋯ ,  ) を用いて，(31)式，(32)式，(33)式により中心 0 度の換算縮瞳率 𝑇𝑅, ( 𝑅) (%)

の算出を行った。中心 0 度の縮瞳率ではこの両セッションを含む 16 回の提示に対する処理

も行い，16 回の光刺激提示に対して中心 0 度の縮瞳率の最大値と最小値の差の算出を行っ 

た。これらの一連の処理を各 4 眼の 12 回の測定に対して行った。 

まず第 2 セッションの測定値から算出された 9 か所の刺激部位の縮瞳率 𝐶 , (%)(𝑘 =

 1, 2, ⋯ ,  ) および要約縮瞳率    (%) の算出を，各 4 眼の 12 回の測定に対して行った。 
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表 9 両眼 114 眼における 9 か所の刺激部位の各統計解析値 
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詳細な再現性の観察では，縮瞳率偏差  𝑅( 𝑅) を評価指標に用いて検討を行った。この

縮瞳率偏差を求める上で必要となる要約縮瞳率  𝑅 (%)および換算縮瞳率 𝑇 ,  (%) (𝑘 =

 1, 2, ⋯ ,  ) では，9 か所の各刺激部位において，測定 1  回目から測定  𝑀  回目( 𝑀 = 1, 2, 

⋯ ,12) までの累積測回数 𝑀  回に対する縮瞳率の測定間平均値 𝐶 , (%)(𝑘 = 1, 2, ⋯ ,  ) 

を算出し，それらに対して(31)式，(32)式，(33)式，(34)式により縮瞳率偏差   (  ) の

算出を行った。 

 

 

第３節 結果 (研究５) 

(1) 12 回の測定における縮瞳率の個体内変動 

表 10 (100 頁参照) は，本研究 (研究 5) の測定回数 12 回の再現性検査における要約縮

瞳率と中心 0 度の縮瞳率の対象眼 4 眼の分析結果を具体的な数値を用いて示す。各分析対

象の項目において，各眼の 12 回の測定に対する最小値および最大値は，(最小値～最大値)

として示し，その 12 回の測定間平均値および標準偏差は，平均値±標準偏差として示して

いる。 

12 回の測定の要約縮瞳率  𝑅 (%) (測定間平均値±標準偏差) は，L1 は 19.5±2.6%，L3

は 9.9±2.6%，R2 は 21.6±4.0%，R4 は 14.7±4.2%であった。本研究 (研究 5) の再現性検

査では，標準偏差の値として示される測定間のばらつきを含め，12 回の測定全体において

要約縮瞳率の値が大きく異なる 4 眼が測定対象とされたことが明らかにされた。 

表 10 (100 頁参照) の (最小値～最大値) の分析値に基づき最大値(%)－最小値(%)とし

て計算される差分値(%)を 12 回の測定に対する測定間の変動範囲(%)と定義すると，対象眼

4 眼に対する要約縮瞳率  𝑅 (%)の変動範囲(%)は，7.9% (L1)～14.0% (R2)であった。同様

に対象眼 4 眼に対する中心 0 度の縮瞳率(%)の変動範囲(%)は，第 1 セッションは 4.7% (L3)

～12.1% (R4)，第 2 セッションは 6.9% (L3)～13.6% (R2)，換算縮瞳率(%)は 8.6% (L1)～

15.3% (R2)であった。 

12 回の測定の中心 0 度の縮瞳率の測定間平均値において， 表 10 (100 頁参照) の第 1

セッション縮瞳率(%)(中心 0 度縮瞳率 8 回)の平均値と第 2 セッション縮瞳率(%)(中心 0

度縮瞳率 8 回)の平均値の分析値に基づき，第 2 セッション縮瞳率(%)－第 1 セッション縮

瞳率(%)として計算される差分値により両者を比較すると，第 1 セッションの 8 回の連続提

示 (表 8，95 頁参照) における縮瞳率を基準として，L1 は 0.2%，L3 は－1.7%，R2 は 3.3%，

R4 は 0.9%の増加があった。同様に表 10 (100 頁参照) の第 1 セッション縮瞳率(%)(中心 0

度縮瞳率 8 回)の平均値と換算縮瞳率(%)(中心 0 度縮瞳率)の分析値に基づき，換算縮瞳率

(%)－第 1 セッション縮瞳率(%)として計算される差分値により両者を比較すると，第 1 セ

ッションの 8回の連続提示 (表 8, 95頁参照) における縮瞳率を基準として， L1は 1.3%， 
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表 10 測定回数 12 回の再現性検査における要約縮瞳率と中心 0 度の縮瞳率の分析結果 
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図 29 測定回数 12 回の再現性検査における各眼の 9 か所の刺激部位の縮瞳率 

再現性検査を行った各眼 4 眼の縮瞳率の分析結果を示す。L1，L3 が左眼 2 眼，R2，R4

が右眼 2 眼である。各眼に対して行った 12 回の測定において，○は上半視野の縮瞳率の測

定間平均値 (破線は 1 標準偏差)，●は下半視野の縮瞳率の測定間平均値 (実線は 1 標準偏

差) である。縦軸は縮瞳率，横軸は刺激部位の偏心度を示す。対象眼 L3 を除き，縮瞳率の

測定間平均値は刺激部位が網膜中心窩を起点として偏心するに従い単調減少した。縮瞳率

の標準偏差では各眼間，刺激部位間で差異が認められた。 
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L3 は 3.7%，R2 は 5.9%，R4 は 3.7%の増加があった。 

中心 0 度の縮瞳率において表 10 (100 頁参照) の最大値－最小値(%) (中心 0 度縮瞳率

16 回)として示されている差分値は，12 回の測定に対する測定内の変動範囲(%)(測定間平 

均値±標準偏差) を示し，L1 が 12.1±4.4%，L3 が 10.9±2.7%，R2 が 8.0±2.0%，R4が 9.9

±3.1%であった。 

図 29 (101 頁参照) は，本研究 (研究 5) の測定回数 12 回の再現性検査における各眼の

9 か所の刺激部位の縮瞳率を示す。12 回の測定に対する縮瞳率の測定間平均値は 10度，20

度と偏心するに従い単調減少する傾向が示された。 表 10 (100 頁参照) では既に 12 回の

測定の要約縮瞳率    (%)の分析値を具体的な数値により示しているが，この図においても

(31)式により算出される要約縮瞳率が各眼 4 眼の間で大きく異なっていることが示されて

いる。 

 

(2) 累積測定回数の平均値として算出された縮瞳率に対する縮瞳率偏差の個体内変動 

 本研究 (研究 5) において計 12 回の測定が行われた再現性検査では，測定 1  回目から測

定  𝑀  回目 ( 𝑀 = 1, 2, ⋯ ,12) まで計 𝑀  回の縮瞳率に対して測定間平均値としての縮瞳率

を 9 か所の刺激部位で算出し，この測定間平均値としての縮瞳率を用いて縮瞳率偏差の算

出を行った。図 30 (103 頁参照) はこの累積測定回数  𝑀  に対する各眼の縮瞳率偏差の変

動についての分析結果を示す。 

 本研究 (研究 5) では両眼 114 眼の 9 か所の刺激部位における統計解析値としての縮瞳

率偏差 (個体間平均値±標準偏差) は 2.3±0.9 であることが示された (表 9,98 頁参照)。

図 30 (103 頁参照) の分析結果において，𝑀 = 1  の縮瞳率偏差では，L1，L3，R4 の 3 眼に

おいてこの個体間平均値 2.3 よりも大きい値が示された。しかし，𝑀 = 3  の縮瞳率偏差で

はこの 3 眼のうちの L1，R4 の 2 眼および R2 の 1 眼の計 3 眼において 1.6 よりも小さい値

が示された。𝑀 = 4,  ⋯ , 12 では 4 眼すべての縮瞳率偏差でプラトーが示された。L3 の 1

眼の縮瞳率偏差のみが𝑀 = 1, 2,⋯ , 12 のすべての  𝑀  で両眼 114 眼の統計解析値としての

個体間平均値 2.3 よりも大きく，さらに 𝑀 = 1, 2,⋯ , 12  を通してプラトーが示された。 
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図 30 累積測定回数の平均値として算出された縮瞳率に対する縮瞳率偏差の変動 

 再現性検査を行った各眼 4 眼の縮瞳率偏差の変動の分析結果を表 10 (100 頁参照) にお

いても示している各眼の要約縮瞳率とともに示す。 L1，L3 が左眼 2 眼，R2，R4 が右眼 2

眼である。縦軸は縮瞳率偏差，横軸は累積測定回数 𝑀 を示す。 測定 1  回目から測定  𝑀  回

目 ( 𝑀 = 1, 2, ⋯ , 12) まで計 𝑀  回の測定された縮瞳率に対して測定間平均値を 9か所のす

べての刺激部位で算出し，この測定間平均値としての縮瞳率を用いて縮瞳率偏差の算出を

行った。 本研究 (研究 5) ではこの処理において測定 1  回目から測定 𝑀  回目までの測定

の合計回数 𝑀  を累積測定回数と定義した。 𝑀 = 12 のときの各眼の縮瞳率偏差の算出結果

は，図 29 (101 頁参照) において既に示されている測定回数 12 回の縮瞳率の測定間平均値

に対して行われている。 
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第４節 考察 (研究５) 

(1) 再現性検査において示された縮瞳率の特性 

本研究 (研究 5) では健常若年者の 4 眼において，測定回数が 12 回の瞳孔視野測定の再

現性検査を行った。要約縮瞳率の測定間平均値は各 4 眼でそれぞれ異なり，同一眼の要約

縮瞳率において，その測定間変動では 8～14%程度の変動範囲 (各眼の 12 回の測定におけ

る最大値－最小値) が示された。光刺激の提示が網膜中心窩に対して行われた中心 0 度の

刺激部位の縮瞳率では，その測定間変動において 5～15%程度の変動範囲 (各眼の 12 回の

測定における最大値－最小値) が示され，その測定内変動において 8～12%程度の変動範囲 

(各眼の同一測定内の 16 回の刺激提示における最大値－最小値) が示された。 

本研究 (研究 5) では，同一測定内において，第 1 セッションの中心 0 度の縮瞳率の測

定結果から第 2 セッションの中心 0 度の縮瞳率および要約縮瞳率を概算的に予測すること

が可能であるかどうかを検証することも兼ねて，全体の半数 (計 32回のうち 16回提示) が

視野中心の刺激提示回数として占められる，いわゆる研究 1 とは異なる新たな測定デザイ

ンを測定条件として採用した。その結果においても両セッション間で中心 0 度の縮瞳率に

最大で 3～6%の差が示された場合があり，光刺激提示が刺激部位間でランダムに行われる

第 2 セッションの縮瞳率の厳密な概算値予測は難しいことが明らかにされた。 

先行研究 20～24,26～28)および研究 1では，1被検者に対する測定回数が 1回あるいは 2回 (単

眼視で両眼に対して測定) である瞳孔視野測定を行い，それを複数の被検者に対して行う

横断的手法が取られてきた。その解析結果において，縮瞳率および縮瞳量は個体間変動が

大きいことが共通して示されている。研究 1 では健常若年者の瞳孔視野測定において新た

に視野の凹凸の数量化を行ったが，その数値に示される縮瞳率の個体内偏差においても個

体間で大きく変動することが明らかにされた。 

それに対して本研究 (研究 5) では，同一の被検者 (対象眼) において測定間の間隔を

少なくとも 24 時間以上確保し，その上で 12 回の瞳孔視野測定を行った。すなわち本研究 

(研究 5) では各健常若年者に対して縦断的手法による測定を行い，瞳孔視野の個体内変動

の検討を時系列で試みた。その結果において，中心 0 度の縮瞳率および要約縮瞳率は測定

間において 10%前後の変動があることが明らかにされ，さらに中心 0 度の縮瞳率では同一

測定内おいても 10%前後の変動があることが明らかにされた。すなわち瞳孔視野では，被

検者固有の値の存在が示唆されるベースラインとしての健常被検者の視感度は被検者間で

大きく異なるだけではなく，被検者内の視感度自体においても測定間および測定内で大き

な変動が生じることが明らかにされた。 

したがって，瞳孔視野測定による視野評価では，1 回の測定において得られた要約縮瞳

率あるいは特定の刺激部位の縮瞳率を単独に利用し，それを評価指標あるいは測定値とす

ることには限界があり，測定値としての再現性は十分に認められないことが本研究 (研究  
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5) の結果において証明された。Hong ら 51)は，健常被検者の両眼に対して，Humphrey 視野

測定の閾値の評価と瞳孔視野測定の評価の両方を行った。この先行研究 51)の結果を参照す

ると，瞳孔視野測定において生じる個体間変動，個体内偏差，個体内変動の特性は Humphrey

視野測定におけるそれらの特性とは大きく異なり，瞳孔視野の本質的な特性においては測

定値の変動が健常若年者間でも大きいことが，本研究 (研究 5) の数値データの結果にお

いて実証的に示すことができた。 

 

(2) 縮瞳率偏差の分析結果に示された各眼間の共通性 

本研究 (研究 5) では，再現性検査を行った対象眼 4 眼において，測定 1  回目から測定

  𝑀  回目 ( 𝑀 = 1, 2, ⋯ ,12) まで計 𝑀  回の測定された縮瞳率に対して測定間平均値を 9 か

所のすべての刺激部位で算出し，この縮瞳率を用いた上で縮瞳率偏差の算出を行った。 

対象眼 4 眼のうち 3 眼では，𝑀 = 3  すなわち中心 0 度の縮瞳率では 24 回の加算平均，

それ以外の 8 か所の刺激部位の縮瞳率では 6 回ずつの加算平均が行われた上で算出された

縮瞳率偏差では値が 1.6 未満になり，その後の縮瞳率偏差では若干の増減は示されたが，

プラトーの傾向が示された。またこの縮瞳率偏差は 114 眼の統計解析値としての縮瞳率偏

差 (個体間平均値±標準偏差，2.3±0.9) の個体間平均値 2.3 よりも小さい値であった。 

すなわち本研究 (研究 5) における健常若年者の瞳孔視野測定の分析では，この 𝑀 = 3  (加

算平均回数 6 回) が視野の凹凸の値に安定性が得られる閾値としての測定回数 (加算平均

回数) であると解釈することができる。この 3 眼のうち 1 眼では測定 1 回目の 𝑀 = 1 にお

いてすでに小さい値の縮瞳率偏差が得られているが，それ以外の 2 眼では 𝑀 = 1 の 1 回の

測定における縮瞳率偏差の値は統計解析値の個体間平均値 2.3 よりも大きく，𝑀 = 2, 3 と

なるに従い縮瞳率偏差の大幅な単調減少が示された。その一方でこれら 3 眼以外の 1 眼の

縮瞳率偏差においては 𝑀 = 1, 2, ⋯ , 12 のすべての  𝑀  で両眼 114 眼の統計解析値として

の個体間平均値 2.3 よりも大きく，さらに  𝑀 = 1, 2, ⋯ , 12  を通してプラトーが示された。  

その主たる要因として，この対象眼はそれ以外の 3 眼の要約縮瞳率の値との比較におい

てだけではなく，114 眼の統計解析値 としての要約縮瞳率 (個体間平均値±標準偏差，

20.8±6.0%) から位置づけた場合においても要約縮瞳率 (測定間平均値±標準偏差，9.9

±2.6%) が小さく，視感度が低い対象眼であるという個別特性が強く影響していると考え

られる。すなわち，通常の健常眼では刺激部位が偏心するに従い反応量も単調減少する傾

向にあるが，この対象眼 1 眼では本研究 (研究 5) で用いた光刺激の輝度条件 (350cd/m2) 

が対光反射の閾値付近の輝度であることが示唆され，そのため刺激部位が 10 度ずつ離れて

隣接しているという偏心度の要因が加算平均の回数を増やしても明確な反応量の差異とし

て示されなかったと考えられる。 

本研究 (研究 5) では，健常若年者の縮瞳率では，縮瞳率の算出で行われる特定の刺激 
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部位における加算平均回数が 6 回以上になると瞳孔視野測定の個体内偏差が刺激部位間で

安定した値になり，その一方で 1 つの対象眼では，加算平均回数が 2 回という早い段階で

安定した個体内偏差の値が示された。したがって本研究 (研究 5) の分析結果においては，

個体内偏差の安定のために必要とされる閾値としての加算平均回数は被検者間で若干の違

いがあり，視感度の低い被検者の瞳孔視野測定において安定した個体内偏差を測定値とし

て得るためには，反応量が向上するように輝度の調整をした上で測定し直す必要があるこ

とが示唆された。 

 

(3) 瞳孔視野測定の再現性の検討における課題と可能性 

本研究 (研究 5) では表 8 (95 頁参照) に示される新たな測定デザインを導入し，瞳孔

視野測定の再現性の検討を行った。1 回の測定の刺激提示回数を計 32 回とし，そのうちの

16回では中心 0度から光刺激の提示を行った。刺激部位が中心 0度の縮瞳率では，測定間，

測定内いずれにおいても 10%前後の変動範囲が示された。図 27 (92 頁参照) に示す健常若

年者における実測値としての縮瞳率と換算縮瞳率の差の絶対量の解析結果を参照すると，

再現性における縮瞳率の変動範囲では他の刺激部位においても検討を行う余地があること

が同様に示唆される。その一方で，本研究 (研究 5) において中心 0 度の縮瞳率の変動範

囲の結果として示された 10%前後よりは大きくならない可能性があることも少なからず示

唆される。本研究 (研究 5) の測定回数 12 回の再現性検査において対象とした 4 眼では，

最も要約縮瞳率が大きい対象眼の要約縮瞳率は 21.6±4.0% (測定間平均値±標準偏差)で

あったが，この値と比べて要約縮瞳率の値が大きい反応特性の被検者眼に対しても同様の

検討を行えば，本研究 (研究 5) の検討結果の信頼性の向上およびその妥当性の確認にも

つながると考えられる。 

 本研究 (研究 5) では縮瞳率偏差について再現性検査の長所を活かした分析を行った。

この評価方法は眼科臨床の瞳孔視野測定の新たな評価基準の確立につながる可能性が十分

に期待され，被検者数，測定条件の拡張および改善も行った上で今後さらに検討していく

必要がある。 

 しかし 1 被検者に対して測定回数を増やす場合には，視野障害を有する患者に対しても

複数回の測定が必要とされてくるため倫理上の問題が発生する。 また瞳孔視野測定の長所

には網膜電位法，Humphrey 視野測定などと比べて測定が簡便であることが挙げられるが，

この長所を最大限に活かせなくなる問題が並行して発生し，実用化に耐えうる瞳孔視野測

定の評価法については眼科臨床の場面を意識した上でさらに深い議論を展開していく必要

がある。 
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第７章 研究６ 

緑内障性視野障害の検出における個体内偏差の利用法の再検討  

 

第１節 緒論 (研究６) 

 視野検査が威力を発揮する主要な疾患の 1 つに緑内障が挙げられる。対象とする眼疾患

の種類によりそれぞれ異なるが， 緑内障では鼻側水平線を挟む 15 度の領域の上下の閾値

差が重要であり，Humphrey 視野測定では緑内障半視野テストとして解析結果が表示される

2)。すなわち緑内障性視野障害の評価では，すべての刺激部位の視感度を均等に評価する

のではなく，視野全体の傾向を把握した上で偏心度 10 度，15 度の刺激部位にはとりわけ

ウェートを置いた視野評価を行うことが求められる。視野測定において代表的な自覚的評

価法としては Humphrey 視野測定 8,9)，代表的な他覚的評価法としては瞳孔視野測定

21,23,44,50～52)が挙げられるが，測定値における個体間変動の度合いや測定値の臨床上の意味

はこの両者間で相異なっている。 その一方で，測定では複数の刺激部位に対して光刺激の

提示を行い，その上で測定値としての視感度を捉えることが両視野測定間で共通して重要

であり必要不可欠でもあることは何ら変わりはない。 

 瞳孔視野の個体内偏差を示す評価指標として，研究 1 では新たな評価指標として縮瞳率

偏差を考案し，視野の凹凸の数量化を行った。研究 2 ではこの縮瞳率偏差を用いて緑内障

性視野障害の検出力の評価を行った。この研究 1，研究 2 の段階では，スクリーニング指

標の算出において特定の刺激部位にウェートを置いて数量化する計算処理は行わなかった

が，緑内障性視野障害を検出するスクリーニング指標として一定の成果を得ることができ

た。 さらに研究 5 では瞳孔視野測定の再現性の検討を行ったが，中心 0 度は視感度が大き

い刺激部位であることが示されたのと同時に，測定値の個体間変動，個体内変動 (測定間

変動，測定内変動) のいずれもが大きいことが明らかにされた。その一方で研究 5 では，

同じ刺激部位に対して加算平均回数を増やして得られた縮瞳率では，測定値としての信頼

性および安定性が示唆される結果が得られた。 

 上記を要約すると，眼科臨床では偏心度 10 度，15 度の刺激部位の測定値にウェートを

置く緑内障性視野障害の視野検査が行われ， 研究 5 の瞳孔視野測定の再現性の検討では，

中心 0 度は瞳孔視野において個体内変動がとりわけ大きい刺激部位であることが示された

のと同時に，いずれの刺激部位においても測定値の加算平均回数を増やすことで安定した

測定値が得られることが示唆された。 

 そこで本研究 (研究 6) ではこれらの観点に基づき，研究 2 における高齢者眼の瞳孔視

野測定の測定結果を用いた上で，緑内障性視野障害の検出における個体内偏差の利用法の

再検討を行った。その具体的な手法において，要約縮瞳率および縮瞳率偏差を算出する計 
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算処理の基本的な考え方は研究 2 の方法を踏襲し，その上で研究 2 の計算処理の方法の修

正を行い，新たにスクリーニング指標の算出を行った。 研究 2 では，各高齢者眼における

測定回数が 1 回であったが，本研究 (研究 6) では偏心度 10 度，15 度以外の刺激部位では

上半視野と下半視野の縮瞳率の間で相加平均を行い，その相加平均値を評価対象としての

新たな縮瞳率と位置づけて，評価縮瞳率と定義した。また本研究 (研究 6) の要約縮瞳率

および縮瞳率偏差の算出は，両者ともに偏心度 25 度の縮瞳率を用いずに算出を行った。す

なわち，研究 2 では 21 か所の刺激部位の縮瞳率において行ったのに対し，本研究 (研究

6) ではそれよりも刺激部位数が少ない 17 か所の刺激部位の縮瞳率に対して瞳孔視野測定

の評価を行った。 

 

 

第２節 方法 (研究６) 

(1)  対象，測定条件，縮瞳率の算出法 

 本研究 (研究 6) では，スクリーニング指標の計算方法を研究 2 の計算方法に対して修

正を行い，新たに緑内障性視野障害の検出力の検討を行った。本研究 (研究 6) の評価で

は研究 2 において既に測定されている高齢者眼の縮瞳率を用いた。 そのため本研究 (研究

6) においても，対象，測定条件，縮瞳率の算出法は研究 2 と同一であるが，それを以下に

繰り返し示す。 

分析対象は，屈折異常以外に眼疾患のない年齢 64～88 歳 (76.0±6.3 歳，平均年齢±標

準偏差，以下同様) の健常高齢者 40 名 (男性 13 名，女性 27 名) の 46 眼 (左眼 21眼，右

眼 25 眼) と，Octopus 視野検査ならびに眼底所見から眼科専門医によって緑内障と確定診

断された年齢 50～99歳 (78.0±12.4歳) の緑内障高齢者 21例 (男性 9例，女性 12例) の

29 眼 (左眼 14 眼，右眼 15 眼) であった。すなわち，6 名では健常高齢者としてその両眼

が分析対象となり，8 例では緑内障高齢者としてその両眼が分析対象となった。すべての

測定眼では，眼内レンズ挿入術の施行により無着色眼内レンズが挿入され，その矯正視力

は 1.0 以上であった。 

 瞳孔視野測定では，前田 28) が開発した液晶ディスプレイを利用した瞳孔視野計を用い

て測定し，45，135，225，315 度方向の偏心度 0，5，10，15，20，25 度の計 21 か所に対

して光刺激をランダムに 2 回ずつ提示した (図 8，27 頁参照)。 光刺激は白色円形，刺激

サイズは直径 4 度，刺激輝度は 350 cd/m2に設定した上で，1 周期 100 msec の矩形パター

ンを 4 周期繰り返した。 

対光反射の分析において，C 言語によるプログラミング処理を用いて，瞬目等のアーチ

ファクトの除去の上，縮瞳率の算出を行った。本研究 (研究 6) においても研究 2 の高齢

者眼 (健常高齢者群と緑内障高齢者群の両群) の縮瞳率 𝐶   (%) を対象とし，縮瞳率 𝐶    
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(%) は研究 1 と同様に刺激提示時の瞳孔径を 𝑎 (mm)，最大縮瞳時の瞳孔径を 𝑏 (mm) と 

したとき， 

                       

で表される値である。左眼あるいは右眼の縮瞳率において，21 か所すべての刺激部位に対

して算出を行った。 

 

(2)  緑内障性視野障害検出のためのスクリーニング指標の算出 

 本研究 (研究 6) では，緑内障性視野障害の検出力の評価にあたり，健常高齢者群 46 眼

および緑内障高齢者群 29 眼の計 75 眼の対光反射の測定結果に対するスクリーニング指標

を要約縮瞳率，縮瞳率偏差，縮瞳率偏差/要約縮瞳率の 3 指標として，それらを定量的に捉

え，両群の分布について確認を行った。この基本方針は研究 2 と同じであるが，研究 2 と

は異なる要約縮瞳率および縮瞳率偏差の計算方法を以下に具体的に示す。 

 評価法において改善を加えた本研究 (研究 6) のスクリーニング指標の算出にあたり，

新たに評価縮瞳率を定義した。すなわち評価縮瞳率とは，指標の計算処理における簡便な

利用を目的とした縮瞳率の新たな算出値であり，本研究 (研究 6) では刺激部位 13 か所に

おいてその定義を行った (図 31，112 頁参照)。 評価縮瞳率は研究 1 の方法で既に算出さ

れる 21 か所の刺激部位の縮瞳率を用いて算出を行い，要約縮瞳率はこの 13 か所の刺激部

位の評価縮瞳率の算出値を用いた上で算出を行った。縮瞳率偏差の計算で必要となる統計

解析値としての評価縮瞳率および要約縮瞳率は，研究 1 の健常若年者の両眼 114 眼の縮瞳

率の測定データに対して算出を行った (表 11，114 頁参照)。 

 評価縮瞳率において考える刺激部位は，45, 135, 225, 315 度方向の偏心度 0, 5, 12.5, 

20 度の計 13 か所とした。統計解析値の算出にあたり，研究 1 の健常若年者の両眼 114 眼

の縮瞳率  𝐶 (%)(𝑘 = 1, 2,⋯ , 21) を用いて各刺激部位の評価縮瞳率  𝐶 , (%)(𝑘 = 1, 2,

⋯ , 13) の算出を行った。スクリーニングの対象とする高齢者眼の評価縮瞳率 𝐶𝐸,𝑘 (%) 

(𝑘 =  1, 2, ⋯ , 13) は，研究 2 の高齢者眼の縮瞳率 𝐶 , (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 21) を用いて

算出を行った。ここで 𝐶 (%), 𝐶 , (%)の付番  𝑘 = 1, 2,⋯ , 21 および 𝐶 , (%)の付番 𝑘 = 

1, 2,⋯ , 13  は，両眼間の網膜部位の対応を考えて，左眼の刺激部位に対応する付番とし, 

それは以下も同様である (図 31，112 頁参照)。 

対象眼 (左眼あるいは右眼) において，各刺激部位の評価縮瞳率𝐶  では刺激部位が 5

度，12.5 度，20 度と偏心するに従い，左眼 45 度方向 (右眼 135 度方向) では 𝐶 ,1 ,  𝐶 ,2 ,

𝐶 ,3(%)，左眼 135度方向 (右眼 45度方向) では 𝐶 ,  , 𝐶 , , 𝐶 , (%)， 左眼 225度方向 (右

眼 315 度方向) では 𝐶 ,  ,  𝐶 ,  ,  𝐶 ,  (%)，左眼 315 度方向 (右眼 225 度方向) では𝐶 ,10 , 

 𝐶 ,11 , 𝐶 ,12 (%) と付番し，中心 0 度の刺激部位では 𝐶 ,13 (%) とした (図 31，112 頁参 
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照)。 

 偏心度 5 度の評価縮瞳率および 20 度の評価縮瞳率では，求める評価縮瞳率と偏心度が同

じであり，互いに同側 (鼻側あるいは耳側) の刺激部位である 2 つの縮瞳率に対して相加

平均値の算出を行った。その 1 例として例えば右眼 45 度方向 20 度の評価縮瞳率 𝐶 ,  (%)

では，45度方向 20度の縮瞳率 𝐶 ,  (%) (あるいは 𝐶  (%))と 315度方向 20度の縮瞳率 𝐶 ,1  

(%)(あるいは 𝐶1  (%)) の両者間で相加平均値を算出した。右眼 315 度方向 20 度の評価縮

瞳率 𝐶 ,  (%)においてもここで求めた相加平均値 𝐶 ,  (%)と同一の値とした。 

偏心度 12.5 度の評価縮瞳率 𝐶 ,2 ,  𝐶 ,  , 𝐶 ,  ,  𝐶 ,11 (%)では，求める評価縮瞳率の方向

の (45, 135, 225, 315 度方向いずれか) の偏心度 10 度，15 度の刺激部位の縮瞳率に対し

て相加平均値の算出を行った。その 1 例として例えば左眼 45 度方向 12.5 度の評価縮瞳率

 𝐶 ,2 (%)では，45 度方向 10 度の縮瞳率 𝐶 ,2 (%) (あるいは 𝐶2 (%))と 45 度方向 15 度の縮

瞳率 𝐶 ,3 (%)(あるいは 𝐶3 (%)) の両者間で相加平均値を算出した。 

中心 0 度の評価縮瞳率 𝐶𝐸,13 (%) では，中心 0 度の縮瞳率 𝐶 ,21 (%) (あるいは 𝐶21 (%)) 

と同一の値とした。 

本研究 (研究 6) の要約縮瞳率において，対象眼 (左眼あるいは右眼) の要約縮瞳率

    (%) は，対象眼 (左眼あるいは右眼) の評価縮瞳率 𝐶 , (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 13) を用い

て， 

                                    

により相加平均値を算出した。 

縮瞳率偏差では，スクリーニングの対象とした高齢者眼 (左眼あるいは右眼) の要約縮

瞳率の標準得点   (  ) において，要約縮瞳率の個体間平均値      (%) および標準偏差

     を用いて， 

                                                

により算出した。 

 ここで個体間平均値      (%) および標準偏差     は，表 11 (114 頁参照) に示す研究 1

の健常若年者の両眼 114眼の要約縮瞳率    (%)に対する統計解析値である。また表 11 (114

頁参照) では，評価縮瞳率 𝐶 ,  (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 13) の付番に 1 対 1 で対応させて，両

眼 114 眼の各刺激部位の評価縮瞳率の個体間平均値    , (%)および標準偏差   ,  (𝑘 =

1, 2, ⋯ , 13)  についても統計解析値として示している (図 32，113 頁参照)。  

 換算縮瞳率 𝑇 , (  ) (%) の付番は，12 か所の刺激部位において対象眼 (左眼あるいは

右眼) の評価縮瞳率  𝐶 ,  (%) (𝑘 =  1, 2, ⋯ , 12)  の付番と 1 対 1 で対応させ，(37)式で

計算された標準得点   (  ) に対して，健常若年者の両眼 114 眼の統計解析値である各刺 
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激部位の評価縮瞳率の個体間平均値   , (%)および標準偏差   ,  (𝑘 = 1, 2, ⋯ , 12)  (表

11，114 頁参照) を用いて，  

   

により算出した。 

 対象眼 (左眼あるいは右眼) の縮瞳率偏差  𝐸( 𝐸) は，対象眼 (左眼あるいは右眼) に 

おいて(38)式で計算された 12か所の各刺激部位の換算縮瞳率  𝑇 , (  ) (%) および評価縮

瞳率  𝐶 ,   (%) (𝑘 = 1,2, ⋯ , 12) を用いて， 

                                   

により，縮瞳率偏差  𝐸( 𝐸) を算出した。本研究 (研究 6) の上記の一連の計算処理におい

て，要約縮瞳率では 13 か所の刺激部位に対する計算処理であるのに対し，縮瞳率偏差では

中心 0 度を除いた 12 か所の刺激部位に対して計算処理を行った。 
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図 31  21 か所の刺激部位と評価縮瞳率が算出された新たな 13 か所の刺激部位 

上図は研究 1および研究 2の瞳孔視野測定で光刺激の提示を行った計 21か所の刺激部位

を示す。 評価縮瞳率の算出において相加平均の対象とした 2 か所の縮瞳率の刺激部位の組

み合わせ (中心 0 度のみは 1 か所の刺激部位) を矢印により示している。 

下図は上図に示す刺激部位の縮瞳率を用いて算出した評価縮瞳率の刺激部位であり，そ

の 13 か所を破線の円周で示す。対光反射の測定では偏心度 12.5 度の刺激部位において光

刺激の提示を行わなかったが，10 度，15 度間で縮瞳率の相加平均値を算出したため，この

偏心度 12.5 度を評価縮瞳率における新たな刺激部位として位置づけている。 
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図 32 両眼間で網膜部位を対応させた 114 眼の評価縮瞳率の解析結果 

スクリーニングにおける解析値の利用にあたり，健常若年者 57 名の両眼 114 眼の評価縮

瞳率の解析結果を示す。計 13 か所の刺激部位において両眼間で網膜部位を対応させて評

価縮瞳率の算出を行った。評価縮瞳率において新たに位置づけた刺激部位の偏心度は，0

度，5 度，12.5 度，20 度とした。○は上半視野の評価縮瞳率の個体間平均値 (破線は 1 標

準偏差)であるが，偏心度 12.5 度以外の評価縮瞳率では上半視野の値と下半視野の値が同

一であるため，その場合の下半視野の評価縮瞳率では○で示す上半視野の評価縮瞳率の個

体間平均値 (破線は 1 標準偏差) に含めて示している。それに対して偏心度 12.5 度の下 

半視野の評価縮瞳率の個体間平均値 (実線は 1 標準偏差) は●で示している。 縦軸は評価

縮瞳率，横軸は刺激部位の偏心度を示す。これらの具体的な統計解析値は表 11 (114頁参

照) において示している。 
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表 11 両眼 114 眼における評価縮瞳率と要約縮瞳率の統計解析値 
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第３節 結果 (研究６) 

(1) スクリーニング 3 指標の分布 

研究 2 の評価法に修正を行った緑内障性視野障害の検出力の検討において，本研究 (研

究 6) では高齢者眼 75 眼 (健常高齢者群 46 眼，緑内障高齢者群 29 眼) の対光反射の測定

結果に対するスクリーニング指標を，要約縮瞳率    ，縮瞳率偏差   (  ) ，縮瞳率偏差/

要約縮瞳率   (  ) /    の 3 指標とし，それぞれを定量的に捉えた。 図 33 (116 頁参照) 

は各指標の分布を示す。 

要約縮瞳率    と比較すると縮瞳率偏差   (  ) では，緑内障高齢者群の分布が健常高

齢者群の分布に対して正の方向へシフトした。縮瞳率偏差   (  ) と比較すると，縮瞳率

偏差/要約縮瞳率   (  ) /    では，緑内障高齢者群の分布がさらに正の方向へシフトし

た。 

 

(2) スクリーニング 3 指標における ROC 曲線 

図 34 (117 頁参照) は各指標の ROC 曲線の結果を示す。代表的な感度および特異度の具

体的な数値では，3 指標間で同一となる感度優位の値 (89.7%) および特異度優位の値 

(89.1%) を定め，その上で各指標における感度と特異度のデータセットを 3 組ずつ示した。

これらの結果提示は研究 2 の結果との比較も兼ねて行っている。 
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図 33 各スクリーニング指標における高齢者眼の眼数分布 

要約縮瞳率    ，縮瞳率偏差   (  ) ，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    の 3 指標に

おける眼数分布である。いずれも●は健常高齢者群 46 眼，○は緑内障高齢者群 29 眼の分

布である。縦軸は眼数，横軸は各指標において研究 1 の健常若年者 114 眼の統計解析値と

しての    ,    (  ) ,    (  ) /    に対する標準得点 (z score) であり，その階級間隔

0.4 に対する値を示す。 
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図 34 各スクリーニング指標に対する ROC 曲線と感度，特異度の具体的な数値 

 要約縮瞳率    ，縮瞳率偏差   (  ) ，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    の 3 指標お

ける ROC 曲線と感度，特異度の具体的な数値をカットオフ値とともに示す。カットオフ値

の zの値は，各指標において研究 1の健常若年者 114眼の統計解析値としての    ，  (  ) ，

  (  )/    に対する標準得点 (z score) であり，図 33 の横軸の標準得点に対応する。 
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第４節 考察 (研究６) 

(1) 本研究 (研究 6) で用いたスクリーニング指標の特性 

本研究 (研究 6) では瞳孔視野の個体内偏差を示す縮瞳率偏差の計算法において研究 1

および研究 2 の計算法に対して修正を行うことをまず念頭に置き，従来通りに測定した縮

瞳率の算出値のみを用いて計算することができる評価縮瞳率を新たな測定値として位置づ

けて，その上で研究 2 の高齢者眼 (健常高齢者群および緑内障高齢者群) の瞳孔視野測定

の測定結果に対してスクリーニング実験を行った。すなわち，瞳孔視野の個体内変動にお

いて個体の代表的な反応値を示す要約縮瞳率を算出し，個体内偏差において視野の凹凸を

示す縮瞳率偏差の算出を行った点については研究 2 と同様である。しかし本研究 (研究 6) 

の要約縮瞳率および縮瞳率偏差の計算では，新たに位置づけた評価縮瞳率を用いた上で数

量化を行い，その算出値をスクリーニング指標としたときの緑内障性視野障害の検出力の

検討を行った。 

研究 1 および研究 2 では 21 か所の刺激部位で測定されたすべての縮瞳率を用いて 21 か

所の刺激部位に対する要約縮瞳率および縮瞳率偏差の算出を行った。その一方で本研究 

(研究 6) では研究 2 で測定された偏心度 25 度を除く 17 か所の刺激部位における縮瞳率

を用いて，まず 13 か所の刺激部位において評価縮瞳率の算出を行った。この評価縮瞳率の

算出値に基づき 13 か所の刺激部位に対する要約縮瞳率の算出を行い，12 か所の刺激部位

に対する縮瞳率偏差の算出を行った。 

  具体的には，自覚的視野検査による緑内障性視野障害の評価において重要視される偏心

度 10 度，15 度以外の刺激部位では縮瞳率を同側の上半視野と下半視野との間で相加平均

を行った。すなわち研究 1 では健常眼においても時折大きな視野の凹凸が示されるケース

があることが確認され，研究 5 の再現性検査では健常眼において加算平均回数を増やすこ

とで安定した縮瞳率偏差が得られることが確認された。それを代用する手法ととして，本

研究 (研究 6) のスクリーニング指標の計算では同側の上下間の縮瞳率の加算平均値を求

める計算法を取り入れた。 

また互いに隣り合う偏心度 10 度および 15度の刺激部位の縮瞳率では，両偏心度間で相

加平均を行い，この算出値を新たに偏心度 12.5 度の評価縮瞳率と位置づけた。すなわち，

研究 1 および研究 2 の健常眼，臨床眼の個別の測定データでは，隣り合う偏心度 10 度，

15 度の縮瞳率において，個体の反応のベースラインとなる換算縮瞳率の算出値と比較した

とき，いずれかの偏心度の縮瞳率のみが著しく低下し，逆にもう一方の偏心度の縮瞳率で

は著しく上昇するケースが認められた。このケースについては視野障害との関係性を即時

に確定することは難しく，むしろ健常眼において測定上のノイズ成分が混入したに過ぎな

い可能性も否定できない。本研究 (研究 6) の計算法では，測定値において視野障害の明

らかな傾向が示されている場合には，10 度，15 度の縮瞳率を両偏心度間で相加平均を行っ 
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たとしてもこの視感度としての縮瞳率 (評価縮瞳率) の算出値に相殺が生じないと考えて，

新たに位置づけた偏心度 12.5 度における評価縮瞳率を求める処理を試みた。 

網膜中心窩に対応する刺激部位の中心 0 度の縮瞳率 (評価縮瞳率) は個体の代表値を示

す要約縮瞳率の値の妥当性を確保する上では必須になると考えて，本研究 (研究 6) の要

約縮瞳率の計算では加算平均処理の対象とした。 一方で視野の凹凸を捉える縮瞳率偏差で

は，中心 0 度の縮瞳率 (評価縮瞳率) を処理対象に含めたとき緑内障性視野障害とは関係

しない過大な数量化が行われる可能性が研究 5 の分析結果 (図 27，92 頁参照)(表 9，98

頁参照) からも示唆される。そのため本研究 (研究 6) の縮瞳率偏差の算出では，研究 5

の再現性検査において個体内偏差，個体内変動のいずれも大きいことが示された中心 0 度

の縮瞳率 (評価縮瞳率) を新たな計算処理の対象からは除外した。 

 

(2) 各スクリーニング指標の分析結果および視野障害の検出力向上にむけた今後の課題 

本研究 (研究 6) では，研究 2 において評価対象とした要約縮瞳率    ，縮瞳率偏差

   (  ) ，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    の 3 指標を修正し，新たに要約縮瞳率    ，

縮瞳率偏差   (  ) ，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    を指標に用いて，緑内障性視

野障害の検出力の検討を行った。 

 本研究 (研究 6) の結果において，縮瞳率偏差   (  ) による評価では，要約縮瞳率    

による評価に比べてスクリーニングの精度が低下した。縮瞳率偏差 /要約縮瞳率

   (  ) /    による評価では，縮瞳率偏差   (  )  による評価に比べて，スクリーニング

の精度に向上が示された。これらの 3 指標間の全体的な傾向は研究 2 と同様であった。 

 感度および特異度の具体的な数値において，本研究 (研究 6) における要約縮瞳率    の

特異度優位のときの感度，縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    の感度優位のときの特異

度は，研究 2 の結果と比べて低下したが，それ以外の数値は同じであるかあるいは若干の

上昇が示された。感度と特異度が最も近接する感度と特異度の数値の組み合わせにおいて，

研究 2 の縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /     は感度 65.5%，特異度 67.4%であったのに対

し，本研究 (研究 6) の縮瞳率偏差/要約縮瞳率   (  ) /    は感度 72.4%，特異度 71.7%

であり，研究 2 の検出力と比べて改善が示された。 

本研究 (研究 6) で対象とした一部の高齢者眼では，健常眼においては視野全体での測

定ノイズの混入により視野の凹凸ができ，緑内障眼においては偏心度 10 度，15 度という

重要な刺激部位の反応においてマスキングが生じたため，修正を行った本研究 (研究 6) 

のスクリーニングにおいて十分に検出できなかったと考えられる。また健常眼で要約縮瞳

率の値が低いケースについては，研究 5 で得られた結果に基づいて考えると縮瞳率偏差が

評価指標として十分に機能しなかった可能性が示唆される。 

検出力をさらに向上させるには，研究 5 の再現性検査の結果からも測定回数を増やす必 
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要があると考えられ，それが分析された段階で健常眼，緑内障眼を問わず網膜の視感度に

ついてより的確な数値データの結果につながる可能性が高い。その一方で研究 5 において

も既に述べているが，測定回数を増やすことでとりわけ視野障害を有する患者に対しては，

身体的負担だけではなく精神的負担も強要することになるため，新たな倫理上の問題が発

生することにもつながり兼ねない。当面するこれらの事実が研究 1から本研究 (研究 6) に

おいて検討を重ねてきた縮瞳率偏差という瞳孔視野指標の 1 つの限界点であると解釈する

ことも可能である。したがって，さらに精度の高い瞳孔視野指標の確立を目指す上では，

解析を行うの立場からだけではなく，被検者が視野障害を有する患者の場合に限らず，実

際に行われる瞳孔視野測定の環境を意識し，それを新たにデザインしようとする観点や立

場も踏まえた上で検討を多面的に取り組んでいく必要がある。 

本研究 (研究 6) では，スクリーニング指標算出において対象とした縮瞳率の測定部位

数が研究 2 に比べて偏心度 25 度の分だけ少なかった。 これは対光反射の光刺激提示回数

にすると 8 回だけ少なかったことになるが，本研究 (研究 6) の緑内障性視野障害の検出

力の結果では，研究 2 と同等あるいは若干の改善が分析結果において示された。対光反射

の測定における今後の課題として，偏心度 25 度の刺激部位においては測定を全く行わない

測定条件に変更し，そこで捻出された光刺激提示の回数を同一測定内で偏心度 10 度，15

度に割り当てて，偏心度 10 度，15 度の光刺激提示の回数を増やす手法は視野障害の検出

力の向上において有効になると考えられる。 
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第８章 総合論議および結論 

 

第１節 総合論議 

 本研究では，健常若年者，健常高齢者，緑内障高齢者において測定された瞳孔視野の生

体信号データの多面的な解析を行い，眼科臨床における瞳孔視野測定検査の実用化を目的

とした瞳孔視野測定の新しい評価法の考案およびその検討を情報学的アプローチを用いて

行ってきた。 科学的な論議については，本研究の研究 1 から研究 6 の各研究の考察におい

て既に行っている。そのため本章の総合論議では，研究 1 から研究 6 の各研究で用いた方

法論についてまず要約的なレビューを行い，その上で各研究における位置づけについて医

療情報学的な観点から論議を展開する。 

研究 1 では，健常若年者の瞳孔視野測定データを解析し，新しい瞳孔視野指標として個

体の代表的な反応を示す要約縮瞳率および刺激部位における反応の凹凸を示す縮瞳率偏差

の計算法を考案し，その数量化を行った。研究 2 では，眼科専門医により緑内障の確定診

断が既に行われ，健常高齢者群あるいは緑内障高齢者群のいずれかに区分された高齢者眼

の瞳孔視野測定データを利用し，研究 1 で考案した瞳孔視野指標の緑内障性視野障害の検

出力についてスクリーニング実験を行った。研究 3 では，研究 1 の健常若年者の瞳孔視野

測定時の記録データを利用し，瞳孔視野測定の検査時間の評価を行った。研究 4 では，研

究 1 の健常若年者の瞳孔視野測定データを利用し，対光反射時の瞳孔筋運動に基づく瞳孔

反応波形の数理モデルの考案を行った。研究 5 では，健常若年者 4 名において 12 回ずつの

瞳孔視野測定を行い，瞳孔視野測定における再現性の検討を行った。研究 6 では，研究 5

の再現性の分析結果に基づいて，研究 2 でスクリーニング指標として用いた要約縮瞳率お

よび縮瞳率偏差の計算法の修正を行い，緑内障性視野障害の検出における個体内偏差の利

用法の再検討を行った。 

 研究 1 では，新しい瞳孔視野指標として考案を行った要約縮瞳率，縮瞳率偏差のいずれ

においても両眼間で対称性が示され，また統計解析により両指標間の独立的な関係性が証

明されたことは大変画期的な発見であった。研究 1 の散布図の結果において，対象とした

114 眼中 2 眼では縮瞳率偏差 (個体間平均値±標準偏差，左眼 57 眼 2.3±0.9，右眼 57 眼

2.3±0.7) の値が 6 に近い極めて大きい値が示された。今後の健常若年者の瞳孔視野測定

では，各被検者対して瞳孔視野測定検査の環境および測定時の健康状態に関する主観的な

自己報告の収集も同時並行的に行い，その上で様々な解析を行うことが望まれる。そうす

ることにより，瞳孔視野測定検査の短所およびその適用範囲，視野検査としての位置づけ

がより明確なものとなり，眼科臨床における実用化を目的とする上では瞳孔視野測定検査

の長所を存分に発揮させることにもつながると考えられる。 
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 研究 2 の高齢者眼のスクリーニングにおいて，瞳孔視野測定の広義のノイズ成分として

考えられる縮瞳率偏差を新たに用いた評価法では，緑内障性視野障害の検出力において一

定の成果を得ることができた。今後は高齢者の瞳孔視野測定において，健常眼，臨床眼と

もにデータ数を増やして分析を行い，感度，特異度として示される検出力の具体的な数値

においてもより客観性を持たせられる工夫に努めていく必要がある。瞳孔反応の凹凸を示

す縮瞳率偏差は，視野障害の検出において，局所的な視感度の低下だけではなく，視感度

の上昇においてもその数量化が行われる。近年の研究報告では網膜神経節細胞の感光物質

であるメラノプシンには非結像性の視機能があることが解明された。そのため，本研究の

縮瞳率偏差では視感度の上昇に対してもその数量化が行われるが，それ自体は科学的な視

点において全く問題がないと考えられる。一方で，実用化においてはそれが正しい知識で

あることが多くの眼科医療専門職により正しく理解されるための具体的な方法論について

も検討を重ねていく必要がある。それを円滑に進めていくためには，本研究の瞳孔視野計

を用いた瞳孔視野測定おける妥当性を科学的方法論に基づく実験研究の成果により裏づけ

なければならない。 

 研究 3 では，研究 1 で行った健常若年者の瞳孔視野測定検査の所要時間において，その

構成要素である刺激提示間間隔に着目し，後ろ向き的な解析を行った。研究 3 においては

新たな科学的発見が得られたと考えるには十分ではないところはいくらか存在する。しか

し本研究では，実験室研究として自己完結することに研究目的および研究としての意義が

存在しないため， 瞳孔視野測定検査の実用化を考える上では大変重要なアプローチであっ

たと考えられる。生体計測機能の高さおよび精度だけで議論展開をしようとすれば即時限

界が生じてしまうのが瞳孔視野計および瞳孔視野測定の大きな特徴でもある。その意味に

おいても眼科医療における実用化および医療情報システムとしての位置づけをできる限り

意識した研究を研究者側から提案していくことも必要である。 瞳孔視野計の開発者，瞳孔

視野の研究者，あるいは眼科医療専門職にとっては身近な存在すぎて見逃されがちなイン

ターフェース的な側面の１つに瞳孔視野測定の検査時間の評価があると考えられる。逆に

検査時間について前向き実験研究で検討したとしても，瞳孔機能に関する生命科学として

の新たな科学的知見には結びつかないと即断することはやや短絡的である。眼科医療にお

ける瞳孔視野研究は基礎医科学研究であるのと同時に，診療支援ツールの開発に向けて基

礎資料の作成を行う情報学的研究としての要素および役割もあるため，研究 3 では医療情

報学としての位置づけが優位であるアプローチの研究が行われたと考えられる。 

 研究 4 では，研究 1 で測定した健常若年者の瞳孔視野測定データを用いて，瞳孔反応波

形の数理モデルの考案を行った。瞳孔筋運動をマクスウェルの運動方程式を用いてモデル

化を行えること自体は古くから生体工学の分野で明らかにされていた知見である。研究 4

のアプローチにおいても研究 3 と同様に，新たな科学的発見が得られたということにはな 
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らないが，研究結果としてそれを臨床応用に近いレベルにまで持ちこめたことには大変意

義がある。 すなわち，瞳孔視野の個体間変動 (個人差) が大きいという特性も十分に加味

され，要約縮瞳率の値が 1 つ得られれば，その値の大小を問わず，研究 4 の結果に提示し

ている数値計算の結果および主に指数関数により記述されている瞳孔反応波形の関数式を

用いて，個々の要約縮瞳率の値に応じた関数式を算出することが可能である。それを用い

て例えば，光刺激 onset 時 を基準とした時刻 1.0sec を関数式に代入すると瞳孔径の変位

が 0.8 と計算される具合に，具体的な数値の獲得が可能となった。本論文では瞳孔反応波

形を関数式により表記する上で必要となる基礎的な数値データが研究 4 の結果において提

示されているため，研究 4 で示した数値計算の方法論は難解であっても，表計算ソフトを

使うための標準的な技術がある人であれば，その概形を視覚的な図式として比較的容易に

表現することができる。研究成果としては，実測データに対して相関係数の算出を行うこ

とにより対光反射時の瞳孔反応波形としての妥当性を数量化する方法論が新たに考案され

たことに意義を置いている。健常眼においてもノイズ成分が混入しやすいという瞳孔視野

測定の測定上の問題の具体的な解決法については，今後眼科医を含む眼科医療専門職と十

分な議論を交わしながら検討を行っていく必要がある。 

 研究 5 では，瞳孔視野測定における再現性の検討を行った。対象は健常若年者の 4 眼で

あったが，いずれの対象眼においても，個体内変動 (測定間変動，測定内変動) が大きい

ことが数値的に実証された。そのため研究 5 の分析結果において，眼科臨床における実用

化を目的とした過去の瞳孔視野研究の方向性に限界が生じていた理由が完全に裏づけられ

た。研究 5 では再現性検査の長所を活かし，各眼ともに測定 1 回目からの累積測定回数の

縮瞳率の加算平均により求めた各刺激部位の縮瞳率に対して，視野の凹凸を示す縮瞳率偏

差を算出し，それについて各測定回における変動の観察を行った。測定回数 3 回目が，瞳

孔視野測定の安定した評価指標を位置づけていく上での着目すべき測定回数であることが

示され，より多くの被検者に対して瞳孔視野測定を 3 回以上行うことについては今後検討

する余地が示唆される。また，標準的な瞳孔反応が生じる光刺激の輝度の閾値についても

各眼で大きな個体内変動が存在している可能性が示唆される。その検討については眼科医

療専門職の厳重な監督のもと測定者は提示する光刺激の輝度のキャリブレーションを適切

に行い，輝度を独立変数としたとき従属変数として縮瞳率がどうなるかについて事例的な

観察を丁寧に行う瞳孔視野測定の手法が有効になると考えられる。しかし測定回数を増や

すことは，被検者における倫理上の問題の発生とトレードオフの関係にあるため，慎重な

検討が不可欠であることは言うに及ばない。その一方で多数の被検者に対して同一条件で

一律に行われる 1 回の測定の瞳孔視野測定データに基づいて測定値あるいは評価指標の検

討を行うならば，瞳孔視野の個体内変動が大きいという特性のために測定値が大きく歪曲

してしまう被検者が少なからず出てしまう結果になることは回避できないと考えられる。 
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これは瞳孔視野測定検査の実用化において解決が迫られている最重要課題の１つであると

考えられる。 

 研究 6 では，緑内障性視野障害の検出において研究 2 の計算方法の修正を行い，新たに

算出したスクリーニング指標を用いた上で，検出力の再検討を行った。計算方法の修正で

は，自覚的視野検査において視感度を評価する考え方，研究 5 の瞳孔視野測定の再現性の

検討において得られた結果を含む瞳孔視野測定の測定値の特性を新たに取り入れた。感度

と特異度の値により示される検出力の結果では，研究 2 と比べて大きな改善は示されなか

った。しかし研究 6 では，評価対象の縮瞳率の刺激部位数が研究 2 と比べて少なかったに

も関わらず，研究 6 では研究 2 に匹敵する検出力の結果が得られた。 

実用化においては感度と特異度の具体的な数値がある一定水準の値を超えていることが

求められ，瞳孔視野測定検査の実用化においてもそれは例外ではないと考えられる。しか

し，検出力の高い数値を得ることだけに一喜一憂し，眼科学，光学において明確な意味を

説明することができない数式の強引な導入により，検出力の向上を試みる手法は大変危険

である。スクリーニング指標の算出において用いる計算方法では，その前提として，眼科

臨床，解剖学，生理学，基礎実験研究の知見を根拠として計算方法の意味づけを科学的に

説明できる必要がある。 またあくまでも視野評価の指標であり，それ自体が明確な形でマ

ニュアル化されていることは必要不可欠でもある。 その問題の 1 例として，本研究で用い

た瞳孔視野計の測定結果において，表計算ソフトのファイルが測定の終了時に捻出され，

自動的に計算された縮瞳率の具体的な数値の出力が行われた。測定データにおいては，稀

に縮瞳率の実測値に大きく影響を及ぼすような瞳孔反応波形の部位に瞬目等のアーチファ

クトが入る場合が認められた。しかしこの場合においても瞳孔視野計のプログラム内では

何らかの手法により縮瞳率の自動計算が行われるため，縮瞳率の出力値に大きな歪曲が生

じてしまう例が一部の対象眼において観察された。 そのため本研究では, 測定された瞳孔

反応波形の解析においてアーチファクトの除去処理を適切に行い，その上で縮瞳率を計算

し，この縮瞳率の算出値を対象として瞳孔視野測定の測定値の分析および解析を行った。

この例は縮瞳率の計算処理という意味での狭義のマニュアル化を行うべき対象に該当する

と考えられるが，これ以外の眼科医療専門職の視野検査の結果解釈に関わる広義の出力内

容や処理方法についても可能な限りブラックボックス化を行わずに明確にマニュアル化し

ておくことは極めて重要である。またそのマニュアル自体も，眼科医療専門職の臨床経験

および観察所見をフィードバックして，指標計算の方法の信頼性と妥当性の向上につなが

る改善が実施できるように準備しておく必要がある。瞳孔視野指標はあくまでも眼科臨床

における 1 つの診療支援ツールでしかなく，それを超越するマニュアルあるいは評価指標

であっては，それ自体の存在価値は皆無に等しい。 
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第２節 結論 

 眼科医療における視野検査の多くは被検者の主観的応答により行われる自覚的視野検査

であるが，高齢者等の主観的応答が困難な人への検査適用では臨床上難しい側面を抱えて

いる。これらの自覚的視野検査に対し，他覚的視野検査の 1 つである瞳孔視野測定検査が

近年新たな視野検査の手法として注目されている。瞳孔視野では個体間変動が大きいため，

正常値の定義が難しく，実用化においては瞳孔視野の個体間変動を考慮した新たな評価法

の導入により，その解決につなげていく必要がある。 

研究 1 では，健常若年者の両眼 114 眼の測定データを用いて，瞳孔視野の個体間変動お

よび個体内偏差を示す評価指標の考案を行った。 個体間変動において要約縮瞳率を考案し，

個体の代表的な反応の数量化を行った。個体内偏差において縮瞳率偏差を考案し，刺激部

位における反応の凹凸の数量化を行った。要約縮瞳率 (左眼 20.8±6.0%，右眼 20.3±5.8%)

と縮瞳率偏差 (左眼 2.3±0.9，右眼 2.3±0.7) の間には独立的な関係性が示され，眼科臨

床において 2 次元的追跡評価につながる瞳孔視野測定の新しい評価法が考案された。 

 研究 2 では，眼科専門医により緑内障の確定診断が既に行われた高齢者眼 75 眼 (健常

高齢者群 46 眼，緑内障高齢者群 29 眼) の瞳孔視野測定の測定データに対して，新たに考

案した要約縮瞳率および縮瞳率偏差をスクリーニング指標として利用し，緑内障性視野障

害の検出力の評価を行った。縮瞳率偏差/要約縮瞳率 の検出力 (感度(%),特異度(%)) にお

いて，(89.7%，52.2%)，(65.5%, 67.4%)，(44.8%，89.1%) の結果が得られた。 

 研究 3 では，健常若年者の両眼 114 眼の記録データを利用して瞳孔視野測定検査の所要

時間の特性評価を行った。検査の所要時間は 5.6±1.5 分であり，正規分布ではなく正に歪

曲した分布であることが示された。個体内で計 41 回の刺激提示間間隔に対し，その変動係

数が小さい対象眼ほど検査の所要時間が短く，縮瞳率偏差も小さくなる傾向が示された。 

 研究 4 では，縮瞳率偏差の値が小さい健常若年者の 60 眼の瞳孔視野測定データを用い

て，瞳孔反応波形のモデル式の考案を行った。瞳孔筋運動を理想的なばね振り子の運動に

帰着させてマクスウェルの運動方程式で記述し，実測データに対し数値計算を行い，その

微分方程式の最適解をモデル式の導出結果と位置づけた。1 つの要約縮瞳率の値に対し 21

か所のすべての刺激部位の瞳孔反応波形が関数式により提示される手法が考案された。 

 研究 5 では，健常若年者の 4 眼において，各眼に 12 回の瞳孔視野測定を行い，その再現

性の検討を行った。 いずれの対象眼においても，中心 0 度の縮瞳率では個体内変動 (測定

間変動，測定内変動) が 10%前後あり，大きな変動が認められた。 

 研究 6 では，研究 2 の高齢者眼 75 眼 (健常高齢者群 46 眼，緑内障高齢者群 29 眼) に

対して，スクリーニング指標の計算方法の修正を行い，緑内障性視野障害の検出力の再評

価を行った。修正後の縮瞳率偏差/要約縮瞳率 の検出力 (感度(%),特異度(%)) において，

(89.7%，28.3%)，(72.4%, 71.7%)，(48.1%，89.1%) の結果が得られた。 
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